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〔新 任 挨 拶〕

研究所の着実,堅 実な成長のために

㈱エネルギー総合工学研究所

常務理事 相 馬 昭 典

平成6年3月18日 の理事会において理事に選任され,4月1日 山本理事長より常

務理事の辞令をいただきました。当研究所は昭和53年(1978年)4月1日 の設立以

来,賛 助会員各位の暖かいご支援 と,調 査研究事業における委託元各位の力強いお

引立てのお陰をもちまして,昨 年には創立15周年事業 も終え,さ らには新水素エネ

ルギー,WE-NETの 研究分野にも第一歩を踏み出してお ります。前任の柴田常

務理事 は,創 立当初からご尽力 され,今 日の基礎を築 き,発 展を維持 してこられた

わけであり,長 年のご努力に深い敬意を表さざるを得 ません。それに引き換え非力

な私 としましては,す べて新規に学びながら業務運営の展開を図っていかなければ

ならず,賛 助会員の皆様,委 託元各位にもおもわぬご迷惑をおかけするやも知れず,

重責 を前に身の引き締 まる思いを致 してお ります。

幸い,直 ぐそばに山本理事長,吉 澤専務理事がお られ,日 常いつでも指導,助 言

を受けられる立場にあ り,力 強い限 りであ ります。

エネルギー情勢につ きましては,東 京電力在職当時派遣されたエネルギー総合推

進委員会において各界の権威の方々か らご教示 を頂 く機会に恵まれ,な にほどかの

理解 も得 られてお りますので,エ ネルギーの研究業務の重要性についても深 く認識

を致 しているつ もりであり,工 学がいわばこれか らの文化の担い手 として大きな役

割 を担 っていることに思いを寄せ,当 研究所が着実,堅 実な成長を遂げながら,今

後 とも社会の発展のために公益法人 として寄与 していけるように,及 ばずながら誠

心誠意努力 して参 る所存でございますので,前 任者に賜 りました以上のご指導ご鞭

健のほどを心か らお願い申し上げまして,新 任のご挨拶 とさせて頂きます。
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〔退任挨拶〕

退 任 の ご 挨 拶

㈲エネルギー総合工学研究所

研究顧問 柴 田 誠 一・

私は今年の3月 末 日をもって任期満了により常務理事 を退任いたしました。研究所が

設立された昭和53年 から平成6年3月 までの16年間,各 方面の皆様方には大変お世話に

な りました。

顧 りみます と,私 が研究所に参った当時は,日 比谷通 り内幸町のNHK放 送会館 ビル

の一室を借 り受け,こ こに理事長以下数人の職員が狭い部屋で研究業務 をしてお りまし

た。それ以来逐次事業規模 も拡大されまして,職 員も増員 され,場 所 も狭 くなり,事 務

所 を移転せざるを得なくなり今 日までに事務所を四回移転 して来 ました。これも考えて

みます と研究所の発展に伴い金銭的には苦 しい面もあ りましたが,一 面非常に嬉 しい思

い出の一つであります。

研究所での常務理事の仕事は,研 究所 を運営して行 くためのお金 と人 とを集めるため

に関係企業 ・団体に依頼交渉するのが大きな役 目の一つでした。

財政面においては,研 究所のために拠出していただいた基本財産の運用収入,会 員の

皆様からご賛助 していただいている会費収入,又 委託調査研究のための委託費収入等に

よって賄なわれてお り,こ れもひ とえに関係官庁 ・企業 ・団体の皆様には大変お世話に

なってお ります。特に産業界におけるご賛助については多大なご理解をいただいてお り

ます。

人事面においても,事 業規模が拡大すればする程研究員の増員を計 らなければな りま

せん。

そのためには,関 係企業に研究員 を出向させていただくことや新人を募集するために

は大学の教授方に採用推せんをお願いす るなど研究員集めに大変ご協力をいただいてお

ります。

在任中は,財政面にお きましてもまた人事面にお きましても,関係各方面の多 くの方々

のご交誼にあつか りここに厚 くお礼申し上げます とともに,研 究所をめ ぐる環境 も厳 し

い中でこれか らもすば らしい研究を続けられ ますよう,さ らなるご発展 と,研 究所の皆

様方のご健康 とご多幸をお祈 りいたし退任のご挨拶 といたします。

彰

ー

彰
彰
彰

彰
彰
蓬

轡 轡 饗__舩 勢___謡

2



級
鳳

ヘノ

へ
凝

ぐ

、
憶

継
騰
,

座 談 会 ㌔ 瀞 籍減 騒 ノ 為 轟 詰

水素利用国際クリーンエネルギー一

プロジエクトの成立経緯と今後の進め方について

司 会

舞
.。懸 恢 謬.

井

野

澤

田

川

倉

、舘

堤

赤

岡

吉

福

外

高

マ

司

誠

清

均

三

人

毅

≒・蕪 灘鰻響 等《糠

藪

システム技術(WE-NET)

(東京大学工学部化学工学科助教授)

(工業技術院機械技術研究所主任研究官)

(㈲エンジニアリング振興協会研究理事)

(働エネルギー総合工学研究所専務理事)

(
(
(

監 ご嘱

"男 訟野 蒔森琴i艇 聾)

"
主管研究員")
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室 長")
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1.WE-NETプ ロジ ェク トの発 足 まで の 経 緯

司会 きょうはお忙 しいなか,皆 様お集まり

いただきましてどうもありがとうございまし

た。

WE-NETプ ロジェク トが スター トしま

してすでに半年 ぐらい経過 し,体 制 も整いま

して,プ ロジェク トの進行 もようや く軌道に

乗ってきました。そこで本 日は「WE-NET

プロジェクト全体の進め方などについての座

談会」 ということで開催 させていただきたい

と思います。

このWE-NETプ ロジェク トを立ち上げ

るためのいろいろな準備等があったか と思い

ますので,「 スター トまでの経緯」とい うこと

でまずお話 を伺 いたいと思います。WE-NE

Tプ ロジェク トの母体 となった 「クリーンエ

ネルギー輸送技術に関する調査」 とい うのが

3



あ りましたが,こ の調査プロジェクトの立案

に携わった ということもあ り,吉 澤専務理事

のほ うか ら初めに伺えればと思います。

吉澤WE-NETプ ロジェクトは,サ ンシャ

イン計画の中の 「水素利用に係る研究プロジ

ェク ト」 ということで,平 成5年 度からスタ

ー トしました。

サンシャイン計画についてかいつ まんで経

緯 を説明します と,サ ンシャイン計画がスタ

ー トしたのは昭和49年 でして,ち ょうど第一

次石油危機が発生 した年 と同じということに

な ります。

この ときの基本方針では 「西暦1974年 か ら

西暦2000年 までの長期間にわた り総合的,組

織的,か つ効率的に研究開発 を推進す ること

により,数 十年後のエネルギー需要の相 当部

分 を賄いうるクリー ンなエネルギー を供給す

ることを目標 とす る」 ということでスター ト

したわけですが,水 素エネルギー技術 も昭和

49年 以来,開 発実用化の対象 とされてきまし

た。

その後サ ンシャイン計画では,昭 和54年 の

第二次石油危機 を契機 としまして 「加速的な

展開」を図るという段階がありましたが,第

二次石油危機が過 ぎて石油の需要 も緩んで く

ると,昭 和57年 には 「サンシャイン計画の新

たな展開について」 ということで,若 干スロ

ーダウンをして重点的,効 率的な推進 を図る

という姿勢に変わったわけです。

私がサンシャイン計画推進本部に総括研究

開発官としてまいりましたのは平成元年6月

ですが,ち ょうどその頃は,研 究開発期間が

西暦2000年 までにあと10年足 らず となってき

たこと及び地球環境問題が非常に声高に言わ

れた状況か ら,「サンシャイン計画の過去16年

間の研究開発成果 を総括評価 して,こ れから

先の地球環境時代にどう貢献する技術体系 を

持つか というビジョンを示す必要がある」 と

いうことで,産 業技術審議会の新エネルギー

技術開発部会においてこの見直しの作業 を行

ったわけです。

平成2年7月 に中間報告 をまとめました

が,こ の見直しの作業のポイントは①過去16

年間の研究開発成果 を総括評価する,② 研究

開発期間については 「2000年まで」 という期

限を延長 して 「2000年以降 も継続す る」 こと

とし,2020年 以降の長期的課題 も対象 とす る

ように した。更に③対象 とす る研究テーマを

短期的課題,中 期的課題(西 暦2010年 ないし

20年 頃までに実用化す るもの)及 び長期的課

題(2020年 以降実用化するもの)に 分けて,

それぞれ各エネルギー分野の技術開発テーマ

を体系づ けた,と いう点にあ ります。

この中で水素エネルギーについては評価の

ポイン トが3点 あ ります。その第①点は,水

素は単体 で民生用エネルギー として使 うこと

は非常に難 しい。民生用 として使 う場合は都

市ガス系に混合することによって使 うという

姿 を描いたわけです。 その理由は,水 素の炎

が無色透明であ り,火 炎の伝播速度が大 きい

こと,そ れか ら民生用 としては輸送 ・貯蔵が

他のエネルギーに比べて煩わしいなどの点 を

考慮 した結果からです。

それから評価の第②点は,金 属水素化物が

水素の輸送 ・貯蔵 における有力な技術 として

注 目されていたわけですが,こ の金属水素化

物による輸送 ・貯蔵が大容量化には適 してな

いという判断 をしたことです。大容量化には

向いていないとい うことであれば,他 の輸送

担体に転換 して,大 量かつ安全に輸送 ・貯蔵

4



す るシステムを考える必要があるとしたこと

です。

第③点は,国 内で水素エネルギーを石油,

天然ガスか ら製造す ることは コス ト高 であ

り,引 き合わない。 このため,可 能性がある

のは,国 外にクリー ンエネルギーソースを求

めることであるとしたことです。

もちろん,石 炭か らガス化 して水素をつ く

る技術の研究開発が別の石炭利用技術の分野

で進行 していることは念頭においた上で,こ

のような クリー ンエネルギー ソースを海外に

求め るとい う思考過程にいたったわけです。

以上のような三点の判断をしたのは,こ の

新エネ部会の各委貝の先生方のご意見 もあ り

ますが,特 に工業技術院の試験研究所の部長

さん方から今後の水素エネルギー開発につい

て相当真剣なヒア リングをさせていただきま

して,行 政 として研究開発の方向 と判断した

のです。この結果,「海外 クリー ンエネルギー

輸送技術」 という技術体系を,初 めてそうい

うネー ミングをしてプ ロジェクトを起こした

わけでございます。2010年 ないし20年 頃の実

用化を目指す というもので した。

このプロジェク トの発想は,例 えば水力発

電などの電気か ら水 を電気分解 して水素エネ

ルギーに換 える,そ れ を液体水素化 して送 る

ことも考えられますが,天 然ガスの導入を契

機 とした国内における住民の反対運動等 を考

えます と,も う一度,運 搬 しやすい化学エネ

ルギー担体に変換 して,安 全に,か つ大量に

輸送する技術体系 を幅広 く考えようという思

想です。

平成2年 度以降,サ ンシャイン計画推進本

部におきまして基礎的なFSに 近い調査研究

が進められたわけですが,平 成4年12月 の産

業技術審議会の新エネ部会,省 エネ部会,地

球環境技術部会の3部 会の合同企画委員会の

中間報告書にお きまして様変 わ りされ まし

た。この「海外 クリー ンエネルギー輸送技術」

は,こ の3年 間の調査検討の結果を発展させ

て,地 球再生計画を支える世界べ一スで進め

る革新的な技術開発プロジェク トの一つ とし

て挙げられ,名 前 も 「水素利用国際 クリー ン

エネルギーシステム技術(WE-NET)」 と

い う名前に発展的に改称 されたわけです。

両プロジェクトには考え方の違いがあ りま

す。「海外 クリー ンエネルギー輸送技術」は,

わが国の資本 と技術をもって海外の水力発電

等の開発に参画してその分け前を持って帰 る

という思想であ りましたが,こ の「WE-NE

T」 プロジェク トでは,グ ローバルな水素 を

利用 した クリーンエネルギーのネットワー ク

システムをつ くるという,グ ローバルな見地

に立ったプロジェクトに発展しております。

以上,行 政べ一スから見たWE-NETプ ロ

ジェクトの成立の経緯でございますが,こ う

い う水素利用技術につ きまして研究所のほう

でずっ と長い間,水 素利用技術の研究を進め

てこられた福 田さんのほうから,研 究者か ら

見たこのWE-NETプ ロジェ クトの成立の

経緯につきましてお話をいただきたいと思い

ます。

福 田 いま吉澤さんが大変明快にまとめ られ

ましたが,私 も実は意見を求め られた研究所

側の一人であったわけです。研究にたずさわ

って きた立場からの経緯 を申し上げます と,

オイルショック直後のサ ンシャイン計画の中

での水素エネルギー技術の研究開発,い わゆ

る第一次計画には,幾 つか柱があったわけで

すが,最 も中核的な柱は水素 をどうや って造

5



るか という課題でした。その主たる手法 とし

て,原 子力の出力 を使 って水を熱化学的に分

解 して水素 を製造す るという技術の開発が主

要 な内容 をなしていました。

実は,私 が 申し上げた第一次の水素エネル

ギー技術開発 主たる内容をなしていたい

わゆる水の熱化学的分解による水素製造技術

一 というのは,私 の把握 では昭和60年 頃を

境に して世界的にある種の停滞期に入った。

当時,世 界的に150種 類以上 もの多数の熱化学

サイクルが提案 されて取 り組まれたわけです

が,現 在残 っているのは堤先生の ところと日

本原子力研究所(原 研)の ところぐらい しか

あ りません。

それにはいろいろな理由があったと思うの

ですが,や は り複数の化学反応を組み合わせ

て,し か もそれに整合性 を持 たせて,連 続的

にオペレー トしなければいけないということ

か らくる困難 性とか,極 めて腐食性の高い雰

囲気で化学反応 をや らせなければいけないこ

とか らくる材料問題等々,幾 つかの困難な問

題があって,こ れは当初予想 したよりもはる

かに困難な技術ではないか という雰囲気が,

わが国だけではな くて世界的に出てきて,ど

うや ら熱化学法水素製造技術 というのは筋書

きどお りにはいかないということで,い ま申

し上げたように,昭 和60年 頃を境に停滞期に

入ったのだ と思います。

それ以降,水 素金属合金の仕事は水素エネ

ルギー技術のプロジェクトの中でずっと続け

てきたのですが,肝 心の水素をつ くるという

ところがどうや らスポッと抜けたような形に

なってしまったということですか ら,プ ロジ

ェク ト全体 としても,私 がもと所属 していた

物質工学研究所 と大阪工業技術試験所,そ れ

か ら機械技術研究所,中 国工業技術試験所 で

水素金属合金の研究,水 電解の研究,安 全性

の研究,利 用の研究などの形で続け られてい

たのが実態です。

その後,地 球環境問題が世界的に,焦 眉の

課題 としてクローズアップされ,改 めて非化

石燃料型の一次エネルギー源に依拠 した新 し

いエネルギー技術の開発が重要課題 として浮

かび上がって くるにともない,エ ネルギーの

貯蔵 ・輸送媒体 としての 「水素」に。 もう一

度本格的に取 り組まなければならない,そ こ

で もう一回新たな観点から水素エネルギー技

術の研究開発を提案 してみようと考えたわけ

です。

それか らもう一つの契機 は,実 はかな りプ

ライベー トな話になるのですが,カ ナダのケ

ベ ック州のハ イ ドロケベ ックの研究者か ら,

私の友人を介 して,カ ナダで水力発電をする

から,その電力を日本で輸送 して くれないか,

その場合必要になる太平洋 を越えて電力 を輸

送する技術について,国 際的な共同研究がで

きないだろうかという相談が持ちかけ られた

ことです。いままでのエネルギー技術開発で

は,エ ネルギー変換技術あるいは利用技術 と

いうように,点 としては技術開発がかな り進

んでいたのですけれ ども,輸 送 とい う要素 を

きちんととり入れれば,変 換するほ うと利用

す るほうとをうまくつないだ トー タルなエネ

ルギーシステムのイメージをつ くれるのでは

ないかというように思ったわけです。

私は当初は,電 力を水素に変換するという

ようには必ず しも考えな くて,リ チウムなど,

いわゆる軽金属に変換 して輸送す ることもオ

プ ションとして組み入れて,吉 澤 さんのいら

しゃったサンシャイン計画推進本部に話 を持
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ち込んでみました。

普通,国 の研究所からの提案は,2年 か3

年経過 してからスター トするのが通常なので

すが,ど ういうわけか吉澤さんがえらく面 白

がって くれ まして,「国の研究所か ら出てくる

のはいつ も七面倒臭い話ばか りだが,福 田さ

んのように大 まかだけれど気宇壮大な話 を持

ってきたのは極めて珍 しい。」 ということで,

大変歓迎 していただきました。吉澤 さんのご

尽力で,即,財 団法人エンジニア リング振興

協会(エ ン振協)に お願いして研究会 を組織

していただ きました。私はいま初期の頃の提

案書 を持っているのですが,た しか昭和63年

10月 ぐらいに持 ち込んでいるのですね。それ

で,す ぐ翌年の1月 ぐらいから研究会がスタ

ー トしていますので,極 めて速い反応を示 し

ていただいて,私 としては非常に幸せ なスタ

ー トを切れたというように思ってお ります。

吉澤 若干補足 します と,そ の ときサンシャ

イン計画推進本部の技術班長に根井久規さん

が居られ,水 素エネルギーの実用化のための

プロジェクトを7月 に出す新エネ部会の報告

に盛 り込むには企業のアイデアだけでは不十

分であり,い まある情報を広 く深 く集めてそ

の根拠 を固めてお く必要 がある とい うこと

で,NEDOの 調査費の予算で急遽,1月 か

ち3月 までの2月 半だったのですが,エ ン振

協 さんに委員会 をつ くって調査研究 を開始 し

たという経緯がございます。

司会 どうもあ りが とうございました。 いま

までのお話がWE-NETの いわばバ ックグ

ラウン ドとなるような部分だった と思 うので

すが,次 に,実 際にこのWE-NETプ ロジェ

ク トの立案をして計画 をつ くり,さ らにスタ

ー トをさせ るまでの部分について
,そ うい う

ことに関わられた赤井さんのほうか らお話 を

伺 えればと思います。

赤井 長 くなるか もしれませんが,立 場 をご

理解 いただ くために少 し前置 きをしたいと思

います。国立研究所の研究員は,そ の研究生

活の間に,本 省に併任一 出向と言ったほ う

がわか りやすいと思うのですが というタ

イミングがあるのです。ちょうど吉澤専務が

サ ンシャイン計画推進本部の総括研究開発官

になられたとき私がそのタイ ミングに当って

お りました。当時はムーンライ トとサンシャ

インとの両プロジェク トがあり,ど ちらか と

いうとそれまでの研究経緯でムー ンライ トの

ほうに馴染みがあったので最初は,ム ーンラ

イ トに行 きます というように研究所のほうに

返事 をしていたのです。

そのようなときに,当 時の吉澤総括研究開

発官が私の所属 してお ります機械技術研究所

に視察に来られるとい う話があ りまして,私

のCO2関 連の研究,セ ラミックガスター ビン

のブレー ドの研究,水 素ター ビンの研究等を

見ていただきました。そのあと一室に集 まっ

て,意 見交換 をしてお りましたときに,吉 澤

総括研究開発官が2000℃ の水素 タービンとい

う話 を言い出されまして,セ ラ ミックのター

ビンブレー ドと水素が結びついてそういう発

想になるのかと思ってみて,面 白い人が居 る

ものだなと思い,併 任先の希望 をサンシャイ

ンにコロッと変 えた覚えがあります。(笑 い)

併任は平成2年4月 からだったのですが,

そのときはちょうど,先 ほどのクリーンエネ

ルギー輸送の研究会 をや って いた時期 で し

た。 また,吉 澤専務のお話にもあ りましたサ

ンシャイン計画見直 しの嵐の真っ只 中で,非

常にきびしい作業 をしたというか,ま あ強いら
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れたんですけれども……。

そのようななかで,ち ょうど私は水素 も担

当してお りまして,い きな り 「クリーンエネ

ルギー輸送の予算要求資料 を作成す るよう

に」 と言われました。ター ビン,船 などの大

物があることか ら,ま あ研究期間は10年 間か

15年に して,予 算要求額 を2,000億 円と書いた

覚えがあります。プロジェクト予算の要求に

は失敗 しましたが,2年 分の調査費が認めら

れたというのが結末です。それ と並行 しまし

て,平 成2年 度はやは リエン振協さんで 「石

油代替エネルギーの輸送技術調査」 というタ

イ トルに衣替えして調査研究が続け られまし

た。その報告書は,私 の ものの中では一番汚

れていまして,こ のWE-NETの バイブルみ

たいな報告書になっている気が致 します。

ただ,私 の併任 したときが良かったのか悪

かったのか,幹 部の方々を含めた人事異動の

タイミングと重な り,気 がついてみたらこの

話の経緯 を知っているのは私が一番古いとい

うことになってしまい,ず っと引き続 きお世

話することになりました。 また,併 任か ら帰

って きたあ とも結局,人 とのつなが りができ

たこともあ りまして,で きる限りお手伝いし

てきたのです。

そのような中で平成5年 度の予算要求作業

をしていたところ,ど うも省内は通 りそうだ

という話が,当 時の技術班長の荒木さんか ら

あ りまして,「ついては研究項目や予算配分 を

含めた基本構想を詰めておかなければいけな

いが,あ まりいろいろなところに頼めないか

ら少し手伝って ください」 ということで呼び

出しを受け ました。その時に,「革新技術」「国

際協力」「安全性」といった,プ ロジェク トと

しては毛色の変 ったタスクを入れておいて も

良いのでは,と い う議論 をした覚えがあ りま

す。

その年でもう一つ思い出に残っていますの

は,予 算要求が省内を通 りそうになったもの

の,NEDOの どこがこれを担当するのか決

まっていないため大蔵要求用の資料は誰 もつ

くって くれないので,何 とかNEDOの 形式

の予算要求資料 をつ くって くれないか という

話があ りました。このため,最 初の調査研究

か ら関わっておられた電源開発の方々,三 菱

重工の一お名前を申し上げれば,い まエネ総

工研に来られている小川さん 方々 と真夏

の暑いときに,私 がサンシャインにいた とき

の記憶や,NEDO出 向経験者の記i意をたど

りながら内訳積算書や研究計画書案 を作成 し

たこともあ りました。

そういう意味では,ど ちらか というと,研

究者的な仕事よ りもそういう行政のお手伝い

みたいな仕事の比率が高かったように思いま

す。その中では先ほどのお話に もあ りました

「クリー ンエネルギー輸送」から 「グローバ

ルなネ ットワー ク」への構想の転換について

は研究者 としての立場か らも貢献できたので

はないか と思ってお ります。

また,そ れに関連 してWE-NETと い う

名 前が付 くまでに も色々 な経緯 が あ りま

したが,サ ンシャインの中で検討 していた時

の面白い話 をひとつ披露させていただきます

と一。

ある時,某 幹部が 「いいのを思いついた」

と言われ るので伺った ところ,「ジェネシスと

言 うのは どうか」 とおっしゃって,皆 で大笑

いしたこともあ りました。

いろいろなアイデアが出ましたけれども,

"WE -NET"と い うのがパ ッと出てきて,
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私 も含めて 「パソコンネッ トワー クの ような

安っぽい気がする」とか言っていたのですが,

いまとなっては非常にシンプルでいい名前に

なっているなと感 じてお ります。

司会 いろいろ裏話 を含めて面 白いお話 をど

うもあ りが とうございました。

2.プ ロジェク トの 目標,意 義及び研究開発

計画

司会 それでは経緯の話はこれ くらいにいた

しまして,本 題 といいますか,こ のプロジェ

ク トの目標,あ るいは進め方について,研 究

開発計画に基づいてお話 をいただければと思

います。特に非常に分野が広い範囲にわたっ

ているといいますか,製 造から始 まって,輸

送,貯 蔵,利 用 まで含めて極めて広範囲な分

野にわたるということ,あ るいは28年 プロジ

ェクトというような非常に長期にわたる研究

開発 ということなど,い ままでの国のプロジ

ェク トとはかな り異質な部分 もあるのではな

いか と思いますが,そ の辺 も含めて,福 田マ

ネージャにお願いいたします。

福 田WE-NETプ ロジェク トは筋書 きが

非常にシンプルでわか りやすい。海外のまだ

未利用の水力を利用 して発電 し,水 の電解で

水素 を製造し,水 素 を需要地に運んで きて多

面的に利用 しましょう,一 言で言えばそれに

尽 きるのです。

筋書 きはそ うなのですが,だ か らといって

技術 そのものがシンプルであるか というと,

それはまた全然違って,水 素 をつ くるところ

か ら,輸 送 し,利 用するところまでを含めて

かな り広範な技術開発を要す る。その側面で

の最大の特徴は何かというと,複 合技術 とい

うことだと考 えています。

沢山の技術,例 えば化学工学,機 械工学,

それか ら機械の一分野になるか もしれません

が熱工学や低温工学,そ れか らシステム工学,

ちょっとレベルが違 って恐縮ですが,例 えば

電気化学,あ るいは電解槽工学など,い ろい

ろな技術要素,あ るいは科学的知識 を総合 し

なければいけないという意味で,極 めて複合

的な,か つ総合的な技術開発が必要になると

いうのが大 きな特徴だ と思います。

もう一つ大きな特徴は,最 終年次の2020年

の時点でどのような もの をつ くってお くのか

とい うことについて一定のガイ ドラインを出

していることだと思います。どういうことか

といいます と,シ ステム導入について社会的

受容が得 られるならば,即,実 用段階に入れ

るまでの基盤技術 をつ くっておきましょうと

いうことです。社会的な受容 というこ とはま

た別の要素にはな りますけれど,そ れが もし

得 られるならば,そ の次の実用の段階に入れ

るまでの基礎技術 をつ くるという意味で,ロ

ングレンジであるけれ ども,そ の終わ りの段

階で出来ている技術の レベルをかな りはっき

りさせているということがあ ります。

3番 目の特徴は,私 の言い方での第一次の

水素エネルギー技術開発のときは,わ が国の

エネルギー供給基盤の脆弱性克服 とい うロー

カルな発想が強かったのですけれども,WE

-NETプ ロジェクトでは,地球規模でのエネ

ルギーネッ トワー クというものの中でわが国

のエネルギー問題 も同時的に解決 してい くと

いう,グ ローバルな立場 を打ち出しているこ

とだ と思います。

最後に水素をつ くる,そ れか ら利用す ると

いうスポッ トの技術開発ではな くて,そ こに
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輸送 という動的な過程 を一つ入れて全体 とし

てシステムイメージをつ くろうとしていると

ころがやは りいままでのプロジェクトとはち

ょっ と違 う新 しい特徴かなというように思っ

ています。

吉澤 おっしゃるように,サ ンシャイン計画

の中では群 を抜いて非常に複雑 多岐なプロジ

ェクトであるということは言えますね。 した

がって,こ れの研究開発を推進 してい く過程

においては,そ ういう関連分野の知識情報 を

全部糾合 して,バ ランスの とれた各分野の技

術開発状況,研 究開発状況,あ るいは実用化

状況 というものを常に情報 として蓄積 して整

理 しなが ら研究計画をハ ン ドリングしてい く

必要があります。

サンシャイン計画 として どの範囲を国が費

用を投 じて技術開発を受け持ってい くか,ど

こか ら先は民間の研究開発の成 り行 きに任せ

るべ きか,か な り議論がされています。

NEDOに よ り策定された「WE-NET第

一期基本計画」によります と,「水素の輸送貯

蔵技術の開発」の項は,輸 送媒体の技術開発

をどう考えるか とい うことが非常に含蓄の深

い表現になっています。

このなかでは,「水素輸送媒体 としては,液

体水素,水 素ガス,ア ンモニア,メ タノール,

シクロヘキサン等が考 えられているが,こ の

うち液体水素は国内外において技術開発に着

手 されておらず,WE-NETの 柱 となる主要

技術開発項 目であること、かつ,大 量に輸送

できること,変 換技術が単純なこと,消 費地

で利用する際に便利である,等 といった点が

挙げられる。 これ らのことか ら近未来技術 と

して液体水素 を対象に研究開発 を行 うもの と

す る。」 と示 されています。

塞
堤 敦 司 氏

(東京大学工学部化学工学科助教授)

そういうことで,ほ かの輸送媒体の技術の

進捗状況については,そ の研究開発の実用化

の状況 を勘案 し,他 の輸送媒体について も上

記3項 の全体システム概念設計の段階で常に

評価 してい くという姿勢が とられています。

現在考 えられている輸送媒体のなかで最 も

早 くエネルギーのネッ トワー クとして展開す

るのはメタノールと思われ ます。天然ガスメ

タノール,あ るいはコールベ ットメタンか ら

のメタノール というのは今後10年 以内にマー

ケッ トに入って くると思われ ますが,そ うい

う現実の他のエネルギー分野の流通システム

の実情 を勘案 しなが らWE-NETプ ロジェ

クトはその技術開発の重点をいろいろ調整 し

てい くという継続的,一 貫 したハ ン ドリング

が必要ではないか と考 えています。

司会 それでは,サ ブタスク9の 革新的先導

的技術の委員会に参加 していただいています

堤先生に,大 学の研究者 としての立場から何

かご意見等がございましたらお願 いします。

堤 きょうは,WE-NETプ ロジェクトの立

ち上げか ら携わった方々の裏話 も含めてお聞

きできて,非 常に面 白い と思ってお ります。

私 自身は,先 ほど福 田さんのほうか らお話

一10一



があ りましたが,ほ とんど行 き詰まっていま

す熱化学水素製造法 をや ってお ります。熱化

学分解法がいいか悪いか ということはちょっ

と置いておきまして,わ れわれは大学ですの

で,企 業 とはやはり違 う形で研究 を進めなけ

ればいけません。企業です と,や は り近い将

来,い わゆる近未来においてモノになる技術

というのを開発する。逆に,わ れわれは同じ

土俵でや ります と絶対に太刀打ちができない

わけで,そ れこそ遠い将来ということを企業

がやれないような基礎研究で勝負す ることに

な ります。

これ まで水素エネルギーは遠い将来の技術

と考えられていましたので,大 学の先生や学

生が,そ の クリーンなイメージもあって,や

りたいと思 うテーマの一つでした。

ほ とん どのエ ネルギーの関係者の人たち

は,将 来的には間違いな く水素エネルギー シ

ステムは,一 次エネルギー として核融合 と太

陽エネルギー,そ うい うものから水素 をつ く

りだす水素エネルギーに間違いなくなるだろ

うとい うことはほぼ全員が一致 しているとい

うこ とだと思います。問題は,そ の時期が ど

の ぐらいになるか とい うことで,そ れが非常

に遠い先です と,大 学 としてはかなり自由に

水素の研究ができるのですが,こ ういったW

E-NETと いうような形で一次エネルee".一一

は電力でいいか らともか くも水素 を造って,

水素エネルギーを積極的に導入してみせ ると

いうプロジェク トが現実的に日本 でスター ト

したこ とは,水 素エネルギー技術開発 を加速

させるものであ り一歩で も水素エネルギー時

代 を近 くに引き寄せるとい う意味があると考

えます。従 ってWE-NETの スター トは,今

後大学の研究 をどのように進め るか というこ

とにかな りインパ クトを与 えるのではないか

と考えてお ります。

いままでのように,水 素は将来,未 来のエ

ネルギーなのだ ということだけで,水 素に関

して とにか く造ればいいとい う研究ではな く

て,や は り現実問題,そ のシステムまで全部

含めて,真 剣に考えていか ざるを得ないよう

な状況に大学のほうも,基 礎研究 自身も向か

うのではないか というのが正直な感想です。

将来的には熱エネルギーや太陽エネルギー

から水素 を製造する技術は非常に重要だ と思

いますので,で きるだけ裾野を広げていくよ

うな形でプロジェクトが進んでいって欲 しい

と思います。

計画は28年 というロングタームですので,

ブレー クスルーを生む革新的技術 を拾 ってあ

げられるような形で進めていただきたいと思

います。

司会 大学の研究へのインパ ク トは大変です

ね。水素に関する研究は基礎的なフィール ド

もあるでしょうか ら大学での研究が再び活発

になることを期待 しています。

堤 決 して行 き詰まったわけではないと思 う

のですが……。

福田 熱化学法自体について私 は決 してネガ

ティブに把えているわけではあ りません。た

だ,サ ンシャイン計画発足時に想定 されたよ

うな,ス ケジュール消化方式では解決出来な

い,さ まざまの困難iがあることがわかってき

ました。 したがって研究の方法論を作 り直す

必要がある,と 考 えているわけです。

堤 確かに分離だ とか腐食 性の問題だとか一

つ一つ解決 していかなければならない課題が

多 くあ ります。そ ういった地道な積み重ねが

必要だ と思います。
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福田 おしっしゃるとお りです。

司会 私 どもの研究所では外川さんがこのプ

ロジェク トの主担当を してい ますが,彼 は

H-2ロ ケッ トの開発にずっと携わってきた

水素の専門家 ということですので,そ ういう

立場からこの研究開発計画その他 についての

コメン トを伺 えればと思います。

外川H-2ロ ケットは昭和59年 か ら開発が

始 まったのですが,私 はそれに使 われている

LE-7エ ンジンについて,一 これは水素を

燃料 としたエンジンですが,一 これの開発に

一番最初の立 ち上げのところか ら関与 してお

りました。その前のH-1ロ ケッ ト用LES

エンジンというのが国産の一番最初の水素 を

使ったロケットエンジンなのですが,こ れ も

一番最初の立ち上げか ら携わってきましたの

で,全 部合わせ ると大体20年 近 くずっと水素

を使ったロケットエンジンの開発に携わって

いたことになります。

それで,LE-7は ご存 じの ようにいろい

ろとトラブルを起 こしているのですが,そ の

前のLE-5エ ンジンというのは比較的すん

な りと開発が進んだのですね。進んだのはい

いのですけれ ど,逆 にわれわれは開発の段階

で次のLE-7を 甘 く見てしまった というと

ころがあ ります。

いろいろ トラブルはあったのですが,特 に

最終的に出てきたのは熱応力の問題です。 ご

存 じのように,液 体水素を使 っていますか ら

温度は一253℃,燃 焼 させ ると酸素水素の燃焼

ですから大体3000℃ になります。その液体水

素 と燃焼ガスが一番 きついところで,た った

1ミ リぐらいの壁の ところで隣 り合わせ にな

っているわけです。熱応力が発生す るのは最

初か ら予想できているし,一 生懸命みんなぞ

こに力を入れていたわけです。ですから,逆

に言います と,力 を入れたところの燃焼室で

はあま りトラブルは起 こらなかったのです

が,最 終的な段階まできて,い よいよ打ち上

げ近 くなって きた ときに,配 管が熱応 力で

次々に壊れて しまった。 そこが致命的になっ

て,打 ち上げ延期 にな りました。要するに,

最初の段階で問題が起 こりそうだと思ってい

るところはみんな一生懸命力を入れたので難

か しい部分も対処で きたのですが,み んなが

簡単だろうと思 って見過 ごしたような配管の

ところで トラブルを起こしてしまった。この辺

が開発 していて一番の大きな反省点でした。

WE-NETプ ロジェク トも範囲が広いで

すか ら,皆 さん 「ここが大切だ」,「ここが大

事だ」 と,か な り注 目しているところがあり

ますね。水素の製造 とか燃焼ター ビンとかで

すが,当 然,燃 焼 ター ビンの熱応力とかいろ

いろありますか ら,皆 さん力を入れてそこの

ところをや ってい くので,多 分みんなが一生

懸命やるところは うま くい くか もしれないの

です。 ところが途中の,タ ンカー とかタンク

とか,何 か見落 としているというか,案 外 う

まくいくのではないか と思っているようなと

ころで,下 手をす るとそこから足を引っ張 ら

れて全体がだめになってしまうということが

あるか もしれませんので,そ の辺が重要だな

と感 じてお ります。

吉澤 液体水素をエネルギーとして使ったケ

ー スとしてはわが国 としては初めてにな りま

したね。

外川 そうですね。昭和50年 ぐらいにH-1

ロケットの開発が始まりましたか ら。サンシ

ャインと同じ頃 とい うことですね。

司会 先ほどの外川さんの話を考えますと,

一12一



欝擢
,騨

轍 、 幽.、
赤 井 誠 氏

(工業技術院機械技術研究所主任研究員)

安全詐価 というのが最初からプロジェク トの

なかで一つのタスクとして組み込 まれている

というのは非常に画期的ですね。

赤井 それについては少 しコメン トがあるの

です。原子力では リスクアセスメントという

のが非常に重要で,か な りの リソースが投入

されているわけです。WE-NETが2050年 に

20%程 度のCO2削 減 を目指す というシナ リオ

に立つ とすると,や は り原子力の場合 と同 じ

ぐらいの リソースを投入 したって決 して間違

いでない。同 じぐらいの リスクアセスメン ト

をや ったって当然だと思っています。

実用化はまだ先のことなのでそれほど信愚

性がないのかもしれませんが,や はり安全評

価についてもいまか ら考えてお くという姿勢

が必要 と思い項 目を入れさせていただきまし

た。

先にも言いましたが,ほ かのプロジェク ト

にないような項 目を提案 させていただいたの

が,そ のまま認め られているのが面白いし有

難いと思ってお ります。

外川 サブタスク3の 安全関係の委貝長の平

野先生にお願いに行った ときにもこの ような

プロジェク トは初めてだと非常に感激されて

ぎ
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懸
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岡 野 一 清 氏

((財)エンジニアリング振興協会研究理事)

お りましたね。大体,安 全はないが しろにさ

れがちだけれ ど,今回のWE-NETは 最初か

らそれを入れているので画期的だ と言ってお

られました。

司会 今 日は もう一人外部から財団法人エン

ジニア リング振興協会の岡野研究理事 にご参

加いただきました。実は私,燃 料電池の関係

の仕事をや った関係上,岡 野さん とはだいぶ

前から面識がありまして,そ の頃は富士電機

の燃料電池開発の総責任者の立場におられた

方です。今度のWE-NETで も,利 用サイ ド

で燃料電池を使 うオプションとかあるのです

が,製 造のほ うでも,燃 料電池の逆反応みた

いなことで水素 を生産するとい うところもあ

りますので,そ のような燃料電池等の経験 を

踏 まえて,岡 野さんからご意見をいただけれ

ばと思います。

岡野WE-NETの 技術開発 と燃料電池の

技術開発では,技 術難渡 の高い複合技術で,

長期 にわたる大規模な開発が必要 とい う所が

よ く似ていますね。このような技術開発では,

まず目標 とした高い性能が出せ るテス トプラ

ン トを期 限までに作 ることが優先 され まし

て,基 礎的技術課題 を十分に解明 した り,将
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来の実用化のために必要 なプラン トの寿命や

信頼性,メ ンテナンスなどに関す る地道な研

究開発が後回しにな り勝 ちですね。早 く目に

見える成果をアピールしたい気持 ちはわか り

ますが。高分子電解質水電解法の開発でも,

電流密度 を3A/cm・ まで上げて高効率化す る

目標は良いのですが,実 用化 に必要 な要件 を

初期の段階か ら抽出 して研究開発 をやらなけ

ればならないのではないか と,私 の経験か ら

その ように思っています。

基礎技術 をしっか り固めておけば状況の変

化に も対応でき,結 果的には早 く実用化でき

ることになると思います。

それか らもう一つは,こ れは全然違 う問題

ですが,WE-NETは28年 間にわたる長期

の開発で50万kWの 水素燃焼 タービンとか,現

状の10倍 の 日産300ト ンの大規模 な水素液化

装置を造ろうとかの壮大な計画があります。

しか しあまりにも先の 目標なので,も う少 し

身近 な具体的パイロッ トプラントの中問目標

が欲 しいと思います。今す ぐといっても無理

ですが,早 い時期にその 目標 を作 りたいです

ね。WE-NETを 説明する時に,「28年 でこ

のようなスケールの大 きい技術開発をや るの

だ」といって も,「な一んだそのころには誰 も

残っていないじゃないか」などといわれまし

て……。(笑 い)

3.プ ロ ジ ェ ク トの 推 進 体 制

司会 貴重なご意見 をあ りが とうございまし

た。

それでは次に,プ ロジェク トが実際にスタ

ー トして,その体制 も固まってきたのですが,

プロジェク ト全体 の推進体制につ いて福 田さ

んのほうから簡単にご紹介 をお願いします。

福田 プロジェクト推進体制は,サ ブタスク

制,国 立研究所の活用,国 際協力,WE-N

ETセ ンターによる総合調整など,い くつか

のキーワー ドで特徴づけることが出来ます。

WE-NETは 複合技術であ り,か つ,総 合

的技術でもあるという特徴は,全 体 システム

だけでな く,各 要素技術について も言えるわ

けで,こ の意味では,WE-NETは 重層的

な構造をもっています。そのため研究内容を

七つの要素技術開発(サ ブタスク)に 分け,

それぞれの要素技術の総合的展開 を図るとと

もに,全 体 システム構築のための要素技術間

の調整 ・評価 を行 うサブタスクと,さ らに国

際協力を一つのサブタスクとして設定 し,合

わせて九つのサブタスクを設定 して,研 究推

進を図ることになってお ります。

その場合に,通 常のプロジェク トでは,研

究組合をつ くるか,あ るいは一つの新 しい受

け皿の財団法人をつ くって,そ こが窓口を引

き受けるという形になるのでしょうが,今 回

はサブタスクごとに公益法人が受け皿になっ

ているということで,従 来の研究組合方式 と

はかなり違 うや り方になっています。これは,

ある意味では実験だと考 えています。サブタ

スク制が最 もふさわしい体制なのか どうか と

いうことは,そ れ 自体プロジェク トを進めて

い くなかで検討すべ き問題ではないかと思っ

ています。

さて 「国立研究所の活用」 とい う点につい

て私の考え方 を述べておきたい と思います。

これは 「国立研究所のポテンシャルが一段 と

優れているか ら,そ れに皆さんがついてきて

指導を受けなさいよ」 ということを言ってい

るわけではあ りません。技術が多面性 を持っ
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ている,あ るいは総合力が必要だ というとき

に,あ る種の求心力 を働かせて集約 してい く

という機能がどこかにないと,ど うしてもそ

の要素が発散的に,分 散的になってしまう傾

向が出て くるという意味で,国 立研究所 とい

うのはたまたまそういう役割 を組織的にも社

会的にも負える機能を持 っている,そ ういう

意味での国立研究所の機能を活用 して くださ

い,と いうことだ と私は思っています。それ

か らもう一つ,WE-NETセ ンターについ

て一言申し上げたいと思います。WE-NE

Tプ ロジェクトではサブタスクの成果を単純

に積み重ねればWE-NETシ ステム という

ものができるということではな くて,全 体 を

通 して整合性のあるシナ リオをつ くらなけれ

ばいけない。そういう意味では,要 素技術 を

全部 を見た上で総合調整 をす る機能が どこか

にないと,シ ステム技術の場合はなかなか う

まくいかないだろうということで,実 はその

総合調整 という機能を引き受け るとい うこと

でWE-NETセ ンター とい うのが設置され

た というように思 っています。そういう意味

で,こ れも従来のプロジェク トの推進体制に

はない新 しい組織体制 だな と思ってお りま

す。

どちらか というと,本 来,NEDOが そう

いう機能 を十分持つべ きなので しょうが,そ

の部分を財団法人エネルギー総合工学研究所

に委託 します ということなので,NEDOの

機能を補完 して全体の総合調整をWE-NE

Tセ ンターが実施す るというように理解 して

お ります。

もう一つ推進体制の上で重要な要素は国際

協力 ということなのですが,こ れは私 よりも

岡野さんにコメン トしていただいたらどうか

吉 澤 均 専務理事

((財)エネルギー総合工学研究所)

と思います。

吉澤 若干補足 させていただきます とWE-

NETセ ンター構i想は,サ ブタス ク1の 業務

をプロジェク トマネージャー を中心にして円

滑に進めていくためには,サ ブタスク2か ら

サブタスク9ま での受託機関と恒常的な情報

の交流,そ れか ら計画調整の関係 を維持する

必要があ ります。現在のところ,こ れをどう

や ってや るか ということにつきましては,ほ

かの受託機関の方の研究者の代表の方をエネ

総研 に併任をさせていただいて,、そこでこの

サブタスク1の 調整をうまくやるとい う構想

です。

現在設けてお りますのはこのWE-NET

センターの準備室でございまして,平 成6年

度になり実際の このWE-NETの 業務 が開

始する,す なわちNEDOと の委託契約が結

ばれて本格的に立ち上が りました段階 ぐらい

には本格的な,こ の 「準備室」 という3文 字

が とれたセンター構想になるのではないか と

の見通 しをもっています。

司会 それでは,そ の点 も含めて,実 際にこ

のプロジェク トを担当されて進め られている

私 どもの研究所の外川さん,そ れか らエン振
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協の岡野さんに,ス ター トか ら約半年 とい う

ことでございますので,そ の辺の感想 と今後

に向けての考 え方等 を,ま ず外川さんのほ う

からお願 いします。

外川 私 は,サ ブタスクの1と3と9を 担当

しているわけですが,サ ブタスク1は 「総合」

ということで,と にか くいろいろなサブタス

クの ものをすべて把握 しなければいけない訳

です。先ほ ど言いましたように,水 素 を使 っ

たロケ ッ トエンジンをや ってお りましたの

で,あ る程度,使 うほうとか,貯 蔵 とか,そ

のようなところはわりと馴染みがあるのです

が,最 初のつ くる段階の「製造」,こ の辺はい

ままであまりや ってなか ったものですか ら,

この辺はしっか り勉強 していきたい と思いま

す。

次のサブタスク3の 「安全」の部分ですが,

やは り安全が各 システムの基本だとい うこと

ですね。ですか ら,こ のサブタスクを受けて,

安全は本当に重要なのだということをつ くづ

く認識 しました。

それか ら,サ ブタスク9の 「革新的,先 導

的技術の調査」ですが,こ れは要す るに長丁

場のWE-NETで,い ま現時点では反映 さ

れていないような技術でも,や っているうち

に使われて くるべ き技術があるはずで,そ れ

を発掘 してゆこうとい うのがこのサブタスク

の役割 です。昨年度は公募によって,テ ーマ

を募集 したのですが,こ れから先はもっとい

ろいろな方法で発掘 していかなければいけ ま

せん。

どのようにして発掘 したらいいか とかい う

のがいま問題なのですが,こ れについては,

今 日も委員長の小宮山先生のところへ行 って

お話 をしてきたのですが,普 通の委員会のよ

うに,前 回の議事録の確認などをやっていて

は,2時 間や3時 間ではとて も時間が足 りな

いので,1泊 か2泊 ぐらい してブレーンス ト

ー ミングをやろ うではないか と言われ まし

た。「革新的技術の調査」 をや るのだったら,

まず委員会 も革新的にしなければいけないと

い うことです。

司会 あ りが とうございました。それ じゃ岡

野さんお願いします。

岡野 エン振協では「国際協力」,「水素製造」,

「液体水素の貯蔵 ・輸送」,「水素利用」,の タ

ス クを担当してお ります。技術的課題は対象

と目標がはっきりしているのでや りやすいの

ですが,「 国際協力」は対象がぼやけていて難

しい課題 ですね。しか しWE-NETは 国際

協力なしには成立 しない計画ですから,う ま

くや らなければならないと思っています。 ま

ずWE-NETが 日本のためだけではなく,

世界の将来のエネルギー と環境問題の解決に

つなが る技術開発 を伴ったプロジェク トであ

ることを世界の人々に理解 して貰 う必要があ

るのでしょうね。

私の経験か ら国際協力を成功させ るポイン

トは三つ くらいあると思います。一つは海外

の政府 とか研究機関 とか,あ るいは企業 とか

で水素エネルギーに関係す る人 と人 との親密

な人間関係 をつ くること,こ れが一番の基本

ではないか と思います。ただ問題は,そ うな

るためには時間がかかるわけでして,短 期間

で転勤 とかポジションが変わ ります と人間関

係が作 りに くいですが,人 が変わって も良い

関係 を続けられるように各組織の中で配慮す

べ きだ と思うのです。

二っ 目はグローバルな技術開発 ということ

ですか ら,海 外の研究機関や企業に門戸 を開
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放 して一緒に研究開発 をや ることで しょう

ね。すでにWE-NETで は海外企業にも参

加 して貰っていますが,参 加 しやすい条件づ

くりや,か なりの研究開発資金 を用意する必

要があ りますね。

もう一つは,日 本の水素関連の技術が海外

にとって魅力的であるようなものになって行

かないと,海 外の人達が関心 を持って 「一緒

にやろう」 ということにはならないと思いま

す。技術開発をしっか りや って海外から信頼

されるようになれば国際協力もうまく行 くの

ではないで しょうか。

4.第 一期での研究内容とプロジェク トの将

来展望

司会 それでは,第 一期の内容 についての期

待 とか課題,あ るいはその最終的な目標であ

る28年 後へ の展望 とか夢 とい うよ うなこ と

で,簡 潔にお話をいただ くとあ りがたいので

すが……。若い人か らいきましょうか。

堤 私はサブタスク9に コ ミッ トしている関

係 もあ りまして思 うのですが,先 ほど岡野さ

んのほ うか らお話 しがあった短いタームでの

具体的な実用化の 目標設定 も非常に重要 であ

るとは思 うのですが,も う一つ,折 角 これを

ロングタームでやろうとい うわけですから,

もっとワクワク,ド キ ドキす るような新 しい

技術がどん どん出て くるような,ま たそ うい

ったアイデアがた くさん出て くるような一私

たち大学のほうもそういった責任があるとは

思 うのですが,一 体制でプロジェ ク トが進め

られたらいいのではないかと思います。

ブレークスルー というのは簡単に言えない

話でしょうけれど,そ ういうものを拾い上げ

られるような体制 というのが一番重要なので

はないか と思います。水素エネルギーはエネ

ルギー問題 地球環境問題 を解決してい く鍵

ですので,こ のWE-NETプ ロジェクトを

通 してグローバルな意味でどのようなエネル

ギー システムがベス トなのか具体的に考えて

明 らかに してい く,そ してその実現に向けて

一歩つつ進んでいけるのではないか と期待 し

ています。

司会 ありが とうございました。次は赤井 さ

んですか。

赤井 いまのお話 を受けて一言申し上げ ます

と私はやは り革新先導技術のタスクの成果が

WE-NETの ス トー リー全体 を引っくり返

すようなものが出て くれば大成功ではないか

と思 ってお り,堤 先生 も非常に期待 してお り

ます。

それか ら,こ れはWE-NETか らは少し

離れた話になって しまうか もしれませんし,

む しろ吉澤専務 などのご経験などを機会があ

ったちぜ ひ聞かせていただきたいと思います

が,先 ほ ど岡野理事が,プ ロジェク ト期間が

28年 という非常にロングタームで中間 目標が

必要であるとおっしゃったことに関連 します

が,こ のシステムは先ほど福田さん もお っし

ゃったように,水 から水素 をつ くって液化 し

て運んで使って しまうという非常にシンプル

なものである反面,エ ネルギーシステムとし

て考えたときに一番重要なロバス トネスに欠

けているような印象 を持ってお ります。 と申

しますのは,例 えば,「液体水素の海上輸送な

どはまか りならぬ」 と,ど こかで決まってし

まったら,も うこのプロジェクト全体がつぶ

れてしまうわけですね。そういう意味では,

28年 とい う長期の間には,も しか したらそれ
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に類 したこともあるかもしれない。そうした

場合 をも想定 して,例 えば,先 ほ ど話題に も

なったメタノールのチ ェー ンに組み込む と

か,そ のようなオプ ションを常に意識してお

かなければいけないという気がいたします。

その意味からも,28年 の間,全 部液体水素

で通 して,最 後にデ モプ ラン トが できれば

万々歳ですけれども,そ の間に,そ のひとつ

のライン上の成果だけではな くそこか ら枝葉

のように分かれたいろいろな成果を,こ こで

こういうものを出す という目標 を設定 し,例

えば5年 とか7,8年 ごとにみんなで祝える

ようなプ ロジェク トにな らないか と思 いま、

す。今のプロジェク トはシンプルなのですが

単純過 ぎるような気がいたします。

そのような意味か らすると,例 えばメタノ

ールに関わる政策 ということでは資源エネル

ギー庁 との関係が非常に大切になると思いま

すが,そ の辺については私はぜひいいお考え

があれば挙げていただ きたい と思います。

それか ら,さ らに話 を大きくします と,2050

年で20%と 言ったエネルギー供給量を目指す

ならば,こ れは石油に匹敵するような量です

ね。そうなると,OPECに 代わるようなこ

とをやろうとしているわけで,日 本 としては

やは りOPECな どの国々の感触 も見なが ら

の国際協力 というのも検討 して行 く必要があ

るのではないか と思ってお ります。言い換え

れば,OPEC諸 国も関心 を示すようなプロ

ジェク ト体制 の検討 とい うことにな ります

が,こ れは工技院のWE-NETプ ロジェク

トの枠 を超えてしまう話で しょうか ら,通 産

省の拡大WE-NETの ような,超 長期のエ

ネルギー政策の検討の場がないのか,と いっ

た私の能力をはるかに超えるようなことを考

えた りしてお ります。

司会 ありがとうございました。外部の方が

続 きましたから,先 に岡野さんのお話 を伺い

たい と思います。

岡野 将来の話ですが,化 石燃料が乏 し くな

った時は問題ないのですが,安 い化石燃料が

残っている時からコス トの高い水素 を使 って

行かねばなりません。水素は地下か ら出て く

る化石燃料 よ りどんなにして もコス トが高

い。だが実際に水素供給のシステムを作 った

り,利 用 して行かない と技術が育ちませ ん。

化石燃料がな くなってから,「 さあやろう」と

いっても遅いですね。その間国が大 きな資金

を投入してバ ックアップ しなければ実用化が

難 しい と思われます。これは将来の大 きな問

題 ですね。

それから,夢 を一つ言いますと,水 素 の利

用 で世の中が クリー ンになることと関連があ

りますが,燃 料電池が水素燃料によって様変

わ りになることです。燃料電池は今までコス

ト高や信頼性などの課題があって,ま だ本格

的に利用 されるところまで行 ってお りませ

ん。水素が燃料 として容易に供給できるよう

になれば,燃 料電池のシステムは著 しく単純

にな り,大 きさは他の燃料 を使 う場合の半分,

コス トも下が り,信 頼性 も上が ります。 そこ

で電力用,自 家発電用,自 動車用,船 舶用な

どクリー ンな発電装置として燃料電池時代が

や って来 る。そんな夢 を抱いています。

司会 岡野さん らしい。 それでは,所 内のほ

うはまず外川さんお願いします。

外川 全体 システムのほうで,き ょう各サブ

タスクの代表の方が来 られて研究 リーダー会

議 というのをや りましたが,個 々の作業 を進

め るために全体システムのフロー を早 くはっ
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福 田 健 三 プロジェクトマネージャー

(鯉 秘 灘 鮭 学研究所WE-)

きり出してほしい,と いうような要望が強い

ですね。要するに,輸 送 とか,製 造 とかをそ

の辺のロス とか効率 とか,ど こで どれ くらい

使われているのか とか,減 らされているの と

か,全 体,ど こが一番効いているのか,そ れ

がよくわかるようなフロー。 これは昨年度の

サブタスク1の 宿題事項にもなっていたので

すが,そ れがやは り今 回もなるべ く早 く出し

てほしいという意見が出ています。

ところが,全 体システムをや っているほ う

では,お のおののデータが出てこなければそ

れはできない と言ってきます。鶏 と卵の関係

だとも言える訳です。 とにか くわれわれ とし

て も概略的なデータでもいいから入れて全体

システムを出そ うと思 っています。また,第

一期 としてはなるべ く早 くそれを進めてい き

たいと思ってお ります。

それから,燃 焼ター ビンのシステム選定で

すが,こ れ もかな り時間がかか る見通 しなの

です。 システムがキーですか ら一期の中でや

ればいいことなのですが,な るべ く前倒 しで

や っていってほしい と思 っています。

最後に夢 というか,化 石燃料のような本質

的に生 き物の死骸 を燃や し続けて人類が生存

外 川 守 人 主管研究員

(鶴 杢蠕 塁総合工学研究所WE"NET)

していくというのはあまりいいこととは思い

ませんので,で きるだけそのようなものは使

わないで,再 生可能なエネルギーでいきたい

と思います。 このプ ロジェクトがきちんと立

ち上がるようにレールを早 く敷きたいと思っ

てお ります。

司会 次は福 田さんにお願いします。

福田WE-NETを 担当してからよ く外部

の方からL体 何が新 しいのですか」 と言わ

れ るのですね。「水素エネルギーという話はも

う何十年 も前からいろいろと言われているの

ではないのですか。WE-NETの 話 を聞い

ても,何 が新 しいのかわか らない」 と。言い

方によっては 「何が 目玉 なのですか」 と言わ

れ ます。一つ一つの要素 でいうと,確 かにコ

ンセプ トはほとん ど全部 出されていたのです

ね。相対的に新 しいといえば,水 素燃焼 ター

ビンぐらいかな と思います。そういう意味で,

説明に困るんですね。 たまたま太田時男先生

にお会 いした折に,ポ ルシェ計画 という形で

水素エネルギー ・システムのコンセプ トを出

したときには,水 素 を運ぶ ということが合理

的にできるものなのかどうか,長 距離の海上

輸送などできるのか どうか と,そ の時そのよ
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うな全体 システムのフィージビリティー まで

立ち入った検討はしていなかった。今度のW

E-NET構 想のなかでは,お そらく準備段

階では輸送を中心に現実的な可能性 を相当程

度検討 した という意味では,コ ンセプ トを提

案 した段階よりずっと進んでいる,と いう評

価 をして くれているのです。

さきに堤先生がおっしゃったように,実 際

にこれをや ってみせ るのだ という方向で手を

つけたということが,定 性的に言えば新 しさ

だと思っています。

それか ら夢を一つ語ると,で きれば瀬戸内

海でもいいし,東 京湾でもいいし,ど こかに

1平 方キロ ぐらいの公共的性格 の島を借 り

て,そ こでとにか く入って くるエネルギー源

としては水素だけです というような実験をす

る。燃料電池もター ビンも含めて一つの ミニ

水素エネルギー ・システム ・アイラン ドのよ

うな実験ができたら,も のすごくインパ クト

があるのではないか と思 うのです。要素技術

が物理的に隔離していて,あ っちに行 ったと

きには電解 しか見えない,こ っちへ行 ったと

きはタービンしか見えないとい うのではなく

て,1平 方キロな り2平 方キロ ぐらいの とこ

ろに集約 してつ くってみたいな というのが私

の夢です。

岡野 島でな くて もいいのではないですか。

福田 安全の問題 とか何かを考慮 して,た ぶ

ん一番すっき りい くのではないか という思い

つきであって,島 でなくても勿論かまわない

と思います。

岡野 東京湾をもう少 し埋め立てて何 とか し

ようとか,そ んなプランもあるわけです よ。

そういうところにハイ ドロジェンアイラン ド

とい うのを造る。夢があっていいのではない

高

(望勢 査鰯 塁齢 工学研究所WE　NET)

ですか。燃料電池もその島でどん どん使 った

らよい。

司会 折角盛 り上がってきたのですが,時 間

がだいぶ過 ぎてお りますので,最 後に吉澤専

務に夢 と,で きればまとめも含めてお願いを

したい と思います。

吉澤WE-NETプnジ ェクトのこれか ら

28年 間の進め方につ きましては,第 一期は平

成5年 度か らの4年 間 とされてお り,そ の作

業の第一の目的は第二期段階に予定されてい

るパ イロットプラン ト建設構想を明確にする

こととされていますので,い ま初年度ですが,

2年 度,3年 度へ と進むにつれて第二期研究

開発段階のイメージが浮かんで くると思 って

います。
ひつきよう

それから,畢 尭 コス トは高いか ら,少 々高

くてもこの水素エネルギーが実用面で使われ

るためには強力な政策的後押 しが必要である

と考えます。 また,同 時にこのWE-NET

による水素利用 システム というのはいかに魅

力があるか ということ,国 民の前に早い時期

に提示する必要があると思われます。そうい

う意味で,水 素燃焼 ター ビンの開発を大車輪

で急 ぐべ きだと思います。水素燃焼ター ビン

縛

繋
倉

ご縫
耀 繍 雌 難

擁 懸
園 博 許 巡.、 舞欝霧

齢菟 瓢 懸 嘩"・ 章'

毅 室長
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を開発すれば,こ ういう条件で発電効率60%

台,排 ガスについても純水が得 られることを

実証するモデルプ ラントを早期に提示す るこ

とが,特 に電力業界,都 市ガス業界などのエ

ネルギー関係業界において海外の大規模水力

開発に立ち上がる気運 を引き起こす もとにな

るのではないか と,考 えています。

それから,「夢の水素エネルギー」というこ

とか ら,こ のプロジェクトは水素エネルギー

を実際に使 うシステムを提示す るところに意

義があるといま福 田さんからお話があ りまし

たが,ま ことにその とお りと思います。平成

2年 に 「海外 クリーンエネルギー輸送技術」

という名称 でプロジェクトを起こした ときに

は,水 素エネルギーの使い方について示され

ていたのが横浜国立大学太田時男先生のPO

RSHE計 画,そ れか ら三洋電機㈱桑野幸徳

さんのGENESIS構 想でありまして,こ

れらの構想がいかに偉大であるか とい うこと

は広 く認め られていたのですが,私 はこれ ら

のPORSHE計 画及びGENESIS構 想

とい うものを,た だの構想に終 らせず何 とか

これらを実用化す るための現実性のあるプ ロ

ジェク トとして 「海外 クリー ンエネルギー シ

ステム技術」を考 えたということです。

また別の面か らは,電 気は送電線で しか送

れないのだという認識をどうやって覆 して,

電力業界の事業活動 を本格的に国際的に展開

させるか という狙いか らもこのプロジェクト

を起 したということです。

それか ら,太 陽光発電や風力発電はどうし

て もわが国では立地条件に恵まれないために

経済性が今後 とも出ないであろうと考 えられ

ますが,海 外の立地条件に恵まれたところで

大量集中的に太陽光発電や風力発電等を立地

すれば安 くなると見通されますので,グ ロー

バルな見地からこうい う新エネルギーの普及

も図れ るとい う狙いもございます。

各サブタスク2～9ま での受託機関の皆様

との連係 をうま くとりながら,そ ういう目的

でこのWE-NETプ ロジェクトが今後 とも

弾力的,か つ情勢の変化に機動的に対応 しな

が ら進んでいくことを期待 しています。

本 日司会 を務めて頂いた高倉さんにはWE

-NETセ ンター準備室長 ということで,ほ

ん とうに裏方の世話役の業務が多いわけでご

ざいますが,今 後 ともひとつよろしくお願い

します。

司会 それでは,ま とめ をしていただいたと

い うことで,ち ょうど時間もまいりましたの

で,今 日の座談会はこれで終 わりにしたいと

思います。 どうもあ りが とうございました。

(1994.6.1)
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潔葵潔潔潔濾潔潔潔潔潔潔潔潔潔潔湊湊潔潔潔潔潔湊濾潔潔潔潔灘潔潔濾潔葵潔潔

平成6年 度電力施設計画の概 要

山 本 哲 也※

潔潔潔潔潔灘 慈湊潔潔潔濾潔潔濾潔潔潔湊潔潔灘 蒸潔潔潔潔灘 慈湊潔潔葵灘 鷺潔潔

と,個人消費の低迷や民間設備投資の減
は じめ に

少など,循環的な要因やバブルの崩壊の

平成6年 度電力施設計画は,3月 に指定電

気事業者15社 か ら,通 商産業大臣に届け出が

行 われた。

本施設計画の概要は,こ れら15社 に加え,

公営,共 同電力等その他の電気事業者の計画

をも含めて,全 電気事業者(66事 業者)と し

て とりまとめたものである。今後電力需要が

内需を中心 とした安定的な経済成長に伴って

着実に増加す ると見込まれること,さ らに,

電力が国民生活,産 業活動の基盤を支える重

要なエネルギーであることに鑑み,当 省 とし

ては,電 力の安定供給を図るため,本 施設計

画に沿った電源及び送変電等の流通設備の計

画的開発が不可欠であると考 えている。

1.需 要電力量,最 大需要電力及び年負荷率

の見通 し

今 回の施設計画の前提 となった,平 成15年

度 までの需要電力量,最 大需要電力及び年負

荷率の見通 しは次の通 りである(表 一 の

(1)需 要電力量

① 平成5年 度の 日本経済 の動 向を見 る

影響に加え,円 高等の影響 もあって総 じ

て低迷 している。

このため,平 成5年 度の総需要電力量

は8,028億kWh,対 前年比0.6%(気 温補正

後1.2%)と 円高不況に見i舞われた昭和61

年度の伸 び(0.4%,気 温補 正後1.6%)

以来の低 いもの となる見込みである。 ま

た電気事業用需要電力量について も,

7,077億kWh,対 前年比0.4%(気 温補 正後

1.1%)と 低い伸び となる見込みである。

これは,景 気後退による減産の動 きを

反映 して,産 業用需要が前年割れ となる

とともに,民 生用需要において も,消 費

低迷 と冷夏を背景 としたエアコンなど家

電販売の不振や ビル空室率の増加等景気

後退の影響により,伸 び率が鈍化 したこ

とによる。

② 今後の需要電力量については,内 需を

中心 とした安定的な経済成長,経 済社会

の高度化,国 民生活の高度化等を反映 し

て,中 長期的には着実に増加 してい くも

の と予想されている。

すなわち,電 灯需要については,家 電

※ 通商産業省資源エ ネルギー庁 公益事 業部 開発課 計画班長
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機器の省電力化,住 宅の断熱化等の進展

による減少要因はあるものの,所 得水準

の向上 に伴 う住宅の質的向上,ア メニ

ティ志向の高ま りや ライフスタイルの変

化 による家庭用電気機器の大型化 ・多様

化,冷 暖房兼用エアコンの普及拡大等に

よって堅調な伸びが見込まれる。また,

業務用需要については,労働時間の短縮

省エネルギー型 ビルの建設等による低下

要因はあるものの,サ ービス経済化 ・情

報化 ・国際化等の進展,オ フィス環境の

改善に伴 う冷暖房需要の増加,OA化 の

進展等の増加要因により,堅 調な伸びが

見込 まれる。 この結果,民 生用需要につ

いては,平 成4年 度から平成15年 度まで

年平均3.3%の 伸びが見込 まれている。

一方,産 業用需要については,素 材型

産業が生産 の伸 び悩みなどにより,現 状

程度の需要水準で推移するもの と見込ま

れるとともに,機 械等の加工組立型産業

も従来のような高い伸びは見込めない も

のの,製 品の高付加価値化や合理化 ・省

力化投資などが下支えとな り拡大傾向が

表一1需 要

続 くものと見込まれることから,平 成4

年度か ら平成15年 度 まで年平均1.1%の

伸びが見込 まれている。

③ この結果,総 需要電力量は,民 生用需

要の堅調な増加が見込まれるものの,産

業用需要の伸び悩みにより,昨 年度見通

しを下回る伸 び とな り,平 成4年 度 の

7,978億kWhに 対 し平成15年 度には10,095

億kWhとなり,平 成4年 度か らの年平均伸

び率は,2.2%と なるものと見込まれてい

る。また,こ のうちの電気事業用需要電

力量は,平 成15年 度は9,035億kWhと な り,

平成4年 度か らの年平均伸び率は,2.3%

となるものと見込まれている。なお,平

成4年 度の高気温の一時的な要因を除い

た場合(気 温補正後)の 年平均伸び率は

各々2.1%,2.3%と なる。

(2)最 大需要電力

最大需要電力(電気事業用夏季 ピー ク電力)

は,こ れまで主 として民生用需要における冷

房機器の普及拡大による夏季需要の増加によ

り需要電力量を上回る伸びを示 して きた。

見 通 し

年 度 平成4年 度

(実績)

平成5年 度

(推定実績)

平成15年度 平成15/4年 度

年平均伸び率%

総需要 電力量

(億kWh)

7,978

(1.0)

8,028

(0.6)
10,095

2.2

〔2.1〕

電

気

事

業

用

需要電力量

(億kWh)

7,048

(9.9)

7,077

(0.4)
9,035

2.3

〔2.3〕

最大需要電力

(万kW)

15,086

(2.6)

14,377

(▲4.7)
19,175

2.2

〔2.4〕

年 負 荷 率

(%)

56.6

〔57.7〕

59.5

〔56.8〕

57.0 一

(注)1.平 成4,5年 度の()内 は対 前年 度伸 び率(%)

2.年 平均 伸 び率 及 び年 負荷 率 の欄 の 〔 〕 内は気温 補正 後 の数 値
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平成5年 度の最大需要電力は,景 気の低迷

による産業需要の減少 に加 え,記 録 的な冷

夏 ・長雨による民生用冷房空調機器の低稼働

が重なったため,昭 和57年 度以来11年 ぶ りに

4.7%の 大幅な減少となった。

今後については,引 き続き冷房機器の普及

拡大が見込まれるほか,サ ービス経済化の進

展による業務用電力の増加,産 業用需要にお

いても機械等の昼間操業型業種の増加等が予

想され ることなどにより,需 要電力量とほぼ

同程度の伸 びが見込まれている。

この結果,最 大需要電力は,平 成4年 度の

1億5,086万kWに 対 し,平成15年 度には1億9,

175万kWと な り,平成4年 度からの年平均伸び

率は2.2%と 見込まれる。なお,平 成4年 度の

気温補正後か らの年平均伸び率は2.4%と な

る

(3)年 負荷率

年負荷率は,冷 房需要の増加等を背景に経

年的に緩やか な低下傾向にある。今後につい

ては,ヒ ー トポンプ暖房需要の増加,情 報化,

国際化の進展 を背景 とする長時間稼働 型ビル

の増加,深 夜電力,蓄 熱式ヒー トポンプの普

及拡大,及 び夏季 ピー ク時の需要 を他 の時

期 ・時間帯にシフ トす ることなどを目的 とす

る需給調整契約の拡充等の負荷平準化対策の

推進等による改善が期待 される。 しか しなが

ら,ア メニティ志向の高まりによる冷房空調

需要の増大,負 荷率の低い業務用電力の比率

の上昇,負 荷率の高い素材型産業の比率 の低

下等の低下要因が見込まれるため,年 負荷率

は中長期的には今後も穏やかな低下傾向が続

くもの と予想される。

この結果,平 成4年 度の年負荷率56.6%に

対 し,平 成15年 度においては57.0%と 改善す

るものと見込まれているが,平 成4年 度の気

温補正後の年負荷率57.7%に 対 しては0.7ポ

イン ト低下する見通 しである。 こうした年負

荷率の低下は,最 大需要電力の増加,そ れに

対応 した電源設備の開発が必要になるととも

に,電 源設備の利用効率の低下 をもたらし,

ひいては供給コス トの上昇につ ながるため,

負荷平準化対策を従来にも増 して積極的に推

進 していく必要がある。

(注:年負荷率とは,最 大需要電力に対する年平均

需要電力量の比率をいい,夏季ピークが大き

くなるに伴い,年負荷率は小さい値となる。)

2.電 源開発計画と需要バ ランス

電力は,需 要に応 じ安定的に供給する必要

があ り,か つ,貯 蔵することができないとい

う特性を有 しているため,常 に最大需要電力

の増加 に対応 し得 るよう電源設備 を計画的に

開発 していく必要がある。電源設備の開発に

あたっては,認 可出力か ら定期検査,水 力発

電の出力減少等を控除 したうえで,異 常気象,

景気変動等の予期 し得ない事態が発生 した場

合においても電力を安定的に供給することが

できるように,想 定され うる最大需要電力に

対 して一定の予備力を加えた供給力を確保す

る必要がある。 また,近 年著 しくなってきた

地域的な需給構造の差異等に鑑み,全 国的な

視野から,広 域開発,広 域融通が検討され,

各社の計画に反映されている。

こうした観点から,各 社は,電 力の安定供

給 を図るため,平 成6年 度に,42基2,161万kW

(水力622万kW,火 力1,039万kW,原 子力501万

kW),平 成7年 度に,63基2,517万kW(水 力353

万kW,火 力1,405万kW,原 子力759万kW)の 電
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源 を電源開発調整審議会に上程す ることを計

画 している。(表 一3)

この中で本計画で新 たに上程す ることと

なった原子力発電所 として表一一2に 示す地点

が計画 されている。

また,現在建設中の電源84基2,885万kWに つ

いては,引 き続 き円滑な建設を進め るととも

に,電 源開発調整審議会通過後未着工の地点

(着工準備中地点)52基1,237万kWに ついても計

画的に着工 を目指すこととしている。(表一3)

今後 とも,将 来の電力の安定供給確保の観

点か ら,平 成8年 度以降着手が予定されてい

表一2

る電源 も含め,電 源開発を計画的に遂行する

必要がある。

3.電 源多様化の推進

本計画が実施された場合の平成15年 度末の

発電設備 の構成は表一4,図 一1に,発 電電

力量の構成は図一1に 示す とお りであ る。

電源構成は,非 化石エネルギーの中核 とし

て原子力の開発を推進するとともに,電 源の

多様化の観点から,原 子力に加え,石 炭火力,

LNG火 力,水 力(一 般及び揚水)等 につい

てバ ランスのとれた開発をすることとなって

新たに電調審上程が計画された主要な原子力地点

・中部 電 力㈱ 浜 岡 原子 力5号(135万kW) (平成7年 度上程)

表 一一3電 源 開発 計 画(全 電 気事業) (単位:万kW)

建 設 中 着工準備中
6年 度
電調審上程

7年 度
電調審上程

水 力 532(39) 209(24) 622(20) 353(28)

一 般 28(32) 17(21) 6(16) 53(26)

揚 水 504(7) 192(3) 616(3) 300(2)

火 力 1,683(39) 862(26) 1,039(17) 1,405(29)

石 炭 704(10) 820(10) 286(4) 584(9)

LNG 897(13) 32(3) 749(5) 817(9)

地 熱 15(3) 6(2) 3(1) 一(一)

LPG 一(一) 一(一) 一(一) 一(一)

歴青質混合物 ・

廃 棄 物

35(1)

一(一)

一(一)

3(1)

一(一)

一(一)

一(一)

一(一)

石 油 等

(内燃力を除く)

32(12)

29(2)

2(10)

一(一)

1(7)

一(一)

4(11)

一(一)

原 子 力 671(6) 165(2) 501(5) 759(6)

合 計 2,885(84) 1,237(52) 2,161(42) 2,517(63)

(注)1.()内 は基数 を示す 。但 し,水 力 につ いて は地 点数 に よ る。

2.四 捨 五 入 の ため,合 計 値 は合 わ ない こ とが あ る。
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いる。 また,石 炭火力,LNG火 力について

は,地 球環境問題への対応及び省エネルギー

の推進の観点から,高効率発電方式を採用 し,

発電効率の向上に努めることとしている。さ

らに,我 が国の国産エネルギーである一般水

力及び地熱発電についても,着 実な開発を進

めることとしている。

型電源(燃 料電池,太 陽電池,風 力)に つい

ては,現 在,電 力会社において鋭意各種の実

証試験,技 術開発が行われているところであ

り,今 後電気事業用電源としての技術的信頼

性の確保,経 済性の向上等が図られることに

より施設計画に盛 り込 まれることとなってい

る。

当省 としては,か ねてから電源の多様化 を

実現すべ く電気事業者を指導 しているところ

であ り,本 計画 どお り,原 子力,石 炭火力,

LNG火 力を中心 とする石油代替電源の開発

が着実に進むことが期待 される。なお,分 散

本計画に盛られた電源開発計画の実現にあ

たっては,近 年国際的議論が盛んな地球環境

問題への対応に も配慮 しつつ,国 民の理解 と

協力を得ながら,電 源立地対策等の各般の施

策を講 じてい く必要がある。

表一4年 度 末 電 源 構 成

(単位:万kW,%)

年 度

電 源

平成5年 度末 平成10年度末 平成15年度末

(実績) 構成比 構成比 構成比

水 力 3,859 20.3 4,393 19.6 4,995 18.7

一 般 1,965 10.3 2,003 8.9 2,162 8.1

揚 水 1,894 9.9 2,390 10.7 2,832 10.6

火 力 11,346 59.6 13,535 60.3 16,406 61.5

石 炭 1,597 8.4 2,606 11.6 3,997 15.0

LNG 4,173 21.9 5,505 24.5 6,815 25.6

地 熱 26 0.1 50 0.2 80 0.3

LPG 100 0.5 100 0.4 268 1.0

歴青質混合物 ・
廃 棄 物

0

0

0.0

0.0

51

3

0.2

0.0

51

3

0.2

0.0

石 油 等 5,450 28.6 5,222 23.3 5,194 19.5

原 子 力 3,838 20.2 4,508 20.1 5,275 19.8

合 計 19,043 100.0 22,437 100.0 26,676 100.0

(注)1,

2.

3.

4.

自家 用 発電 施設 を除 く。

石 炭,LNG及 び歴 青質 混合 物 に は石 油 混 焼 プ ラン トも含 む。

LNGに は天然 ガ ス も含 む。

四捨 五 入 のため,合 計値 は合 わ な い こ とが あ る。
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図一1年 度末発電設備及び発電電力量の構成

するとともに,系 統電圧の安定化等供給信頼
4.送 変電設備の増強 度

の一層の向上 を図 るため,広 域運営の進展

今後見込 まれている電力需要の増加に対応 にも鑑み,送 変電設備についても基幹系統等
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の一層の強化,拡 充が図 られる計画 となって

いる。

この うち,送 電設備については,送 電ロス

の少ない超高圧送電線(18.7～50万V>の 整

備が重点的に行 われ ることとなっている。ま

た,こ れに合わせて50万Vの 変電設備の整備

も進められる計画 となっている。

この結果,平 成6年 度末の架空線亘長は80,

544kmに,変 電所設備容量は63,647万kVAに なる

ものと見込まれる。(表 一5)

表一5送 変電設備増強計画

5.広 域運営の推進

電力需給の地域間アンバランスの増大 とい

う状況を踏まえ,従 来の突発的需給変動 リス

クへの対応及び経済性確保の観点だけではな

く,電 気事業者全体による長期的供給力の確

保 という観点から広域電源開発,広 域融通等

の広域運営 を一層強力に推進することが必要

である。

このため,既 に記 した電源開発計画及び送

変電設備の増強の中でこれらが盛 り込 まれて

(9電 力,沖 縄 電 源 開発)

(単位:km,万kVA)

平成5年 度末設備

(推定実績)
平成6年 度末設備

伸び率

(%)

送

電

線

亘

長

架 空 線

50万V

18.7～27.5万V

15.4万V以 下

5,156(6.5)

14,108(17.6)

60,677(75.9)

5,368(6.7)

14,021(17。4)

61,155(75.9)

4.1

▲0.6

0.8

計 79,940(100.0) 80,544(100.0) 0.8

地 中 線

18.7～27.5万V

15.4万V以 下

398(4.5)

8,533(95.5)

428(4.7)

8,778(95.3)

7.6

2.9

計 8,931(100.0) 9,206(100.0) 3.1

変

電

所

変電設備

容 量

50万V

18.7～27.5万V

15.4万V以 下

14,799(23.8)

16,731(26.9)

30,663(49.3)

15,099(23。7)

17,461(26.8)

31,502(49.5)

2.0

1.9

2.7

計 62,194(100.0) 63,647(100.0) 2.3

(注)1.電 圧 は使 用電 圧 に よ る。

2.()は 全亘 長 又 は全 変 電所 設備 容 量 に 占め る割 合。

いるところである。広域電源については,今

年度以降10年 間に開発す るものは,既 に計画

済みのものに加え,新 たに磯子火力新1号 等

が計上 され,合 計で659万kWが 開発 される計画

となっている(表 一6-1)。

これ らの供給力を原資 として,9電 力会社

間の広域融通電力は,平 成6年 度427万kW,平

成15年 度838万kWが 計画されている。

また,広 域連系については,今 後の電力需

給の地域間のアンバランスへの対応 という観

点から計画的かつ強力に推進 され るこ とと

なってお り,既 に計画済みの ものに加え,今

般新たに(表 一6-2)に 示す連系強化策が

計画 されている。また,50Hz/60Hzの 異周波

一28一



数問の連系強化策 として周波数変換設備 の増

強について早急に計画の具体化を図ることと

してお り,さ らに将来の増強についても検討

が進められ るとともに,そ れに伴い必要 とな

る関連の交流系統の増強についても調査が進

め られることとなっている。

度の設備投資額は,全 電気事業者総額で約5

兆4,676億 円と見込まれている。このうち,10

電力会社の設備投資額は,表 一7に 示す とお

り,5兆439億 円で,平 成5年 度実績見込み5

兆203億 円に比し,0.5%増 となってお り,今

後の電力需要増に対応 した設備投資により,

過去最高の投資水準 となる。
6。 設備投資計画

以上の計画の推進に必要 とされる平成6年

表一6-1本 計画に盛 り込まれている主要な広域開発電源

電 源開 発㈱橘 湾 火力1,2号(105万kW×2基)

同 社 松 浦火 力2号(100万kW)

同 社 大 問原 子力(60.6万kW)

同 社 磯 子火 力新1号(60万kW)

相 馬共 同火 力㈱ 新地1,2号(100万kW×2基)

(平成12年 度)

(平成9年 度)

(平成14年 度)

(平成13年 度)

(平成6年 度, 7年 度)

表一6-2今 般新たに計画された連系強化策

関西 ・中国新連系線新設及び関連系統の新設

阿南紀北直流幹線の新設(直 流±25万V)

(平成13年 度)

(平成12年 度)

表 一一7設 備 投資 計画(10電 力会 社)

(単位:億 円)

年度

部門

平成4年 度
(実績)

平成5年 度
(推定実績)

平成6年 度

電 源
13,575

(6.3)

14,800

(9.0)

14,712

(▲0.6)

非 電源
32,419

(9.7)

35,404

(9.2)

35,727

(0.9)

計
45,994

(8.7)

50,203

(9.2)

50,439

(0.5)

(注)1.()内 は対前 年度 伸 び率(%)で あ

る。

2.四 捨五 入 の ため,合 計値 は合 わ な い こ

とが あ る。
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環境調和型エネルギー コミュニティ調査

(大規模 コージェネレーションシステム)

佃 堕 ※
豆
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1.は じ め に

わが国の最近のエネルギー消費量は,景 気

後退の影響 を受け,産 業部門の伸びは,低 く

とどまっているものの,国 民生活の向上によ

る生活面でのアメニティ志向によ り民生部

門,及 び運輸部門においては高い伸びを示 し

ている。

今後国民のアメニティ志向の高 まりととも

に,ま す ます民生用のエネルギー需要 は増大

す ることが予測されてお り,今 後の省エネル

ギー,環 境の維持のほか,都 市のセキュリテ

ィ確保の点か らも都市のエネルギー インフラ

の構築が課題になっている。

この課題の解決には,欧 米先進諸国で行わ

れているよ うな大規模 コー ジェネ レー ショ

ン,未 利用エネルギー等を組み込んだ地域熱

供給 システムを導入するといった大胆 な発想

の転換が求められている。

このため,本 調査では大都市部 のモデル

地域 におけ る省 エネルギー型供 給 システム

導入の可能性やその効果につ いて調査 し,

それを実現可能 ならしめるための条件や制

度等の影響度につ いて検討 をお こなった も

のである。

2.調 査 目的,調 査 方 法 等

2.1調 査 目的

本調査における検討では,省 エネ型エネル

ギー供給 システムの整備に係 り,都市計画上,

通常問題指摘のされる外部要因(制 度的環境

等)に ついて,そ の影響度 をある程度定量的

に示すことを目的 として,そ の方法の一つで

あるシステム設計手法の検討,評 価を行 うと

共に各要因の把握に際 しては,既 成の法体系

の是非を直接 的に議論す ることは 目的 とせ

ず,シ ステム整備側の論理が荒唐無稽になら

ぬよう,諸 法の法益 をチェック要因として考

慮す るにとどめるもの とす る。'

都市計画上の外部要 因

1.配 管敷設に係 わる制度等の影響

2.施 設設置制度(都 市計画法等)の シ

ステムに与える影響

3.建 物用途,面 積等(容 積率)が 事業

性に与える影響

4.余 剰電力の取扱が事業性、省エネル

ギー性に与える影響

5.シ ステム整備 とNOx等 大気汚染防

止法等の関係

6.緑 地,透水性舗装等の整備が同時に行

※(財)エ ネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部部長(副 主席研究員)
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われた場合の省エネ性等に与える

影響

7.燃 料系統におけ る取扱の影響

8.地 方自治体の役割 等

3.大 規 模 コ ー ジ ェネ レー シ ョ ン シ ス テ

ム(大 規 模CGES)・ モ デ ル 調 査

3.1モ デルエ リア設定

モデルエ リアの設定に関 しては,近 い

将来において,自 治体等が都市開発計画

を検討 しているエ リアを参考 とし,都 市

計画上の熟度,大 規模 な熱需要 を想定で

きる事 により,大規模CGES導 入の可能

性があること,未 利用エネルギー等の有

効利用によりエネルギー供給システムの

表(1)モ デ ルエ リアの供 給敷 地面積,用 途別 延 床面 積

エ リア(A) エ リア(B)

供給敷 地面積 19ha 65ha

用途別延床面積 58万m・
145万 ㎡(94万m・,

住 宅 無 し)

構成比率の特徴
業務,商 業以外 に
娯 楽施 設,ホ テル
が 多い

業務,商 業 以外 に
住宅 の 占め る割合
(35%)が 大 きい

2.エ ネ ル ギ ー 需 要 量

エ リア(A) エ リア(B)

ピー ク需要 年間需要 ピー ク需要 年間需要

電力 29,500kW 81,960MWh 46,400kW 158,340MWh

冷熱
51,800Mcal/h
(17,100RT)

40,900Gcal 69,300Mcal/h
(22,900RT) 93,100Gcal

温熱 51,400Mcal/h 31,000Gca1 54,400Mcal/h73,700Gcal

参 考:日 本 の平 均 的 地 域 冷 暖房 年 間 熱 需要

36,700Gcal/年,敷 地面 積30.3ha)

効率化が図 られるエ リアであるなどについて

考慮 を行 い,規模,地 域特性,エ ネルギー需要

特性の異なる二つのモデルエ リアを想定 した。

3.2モ デルエリアの条件設定

1.モ デルエ リアの供給敷地面積,用 途別延

床面積,概 略敷地形状は,図(1)及 び表(1)

に示 す 。

3.3シ ミュ レーシ ョン 条 件 設 定

3.3.1シ ミュ レー シ ョン フ ロ ー

本 ケ ー ス ス タ デ イ で は,モ デ ル エ リア の エ

ネ ル ギー 需 要 パ ター ン 及 び ピ ー ク 需 要 よ

り,図1に 基 ず い て,シ ミュ レー シ ョ ン を

規

模

エ リ アA

些

敷 地 面 積19ha延 床58ha

エ リ アB

肥
ヒ

1

i/
,OHCフ'ラ ント

口口口

口口口
ノ

1潮 ロ 期

敷 地 面 積65ha延 床145ha

図(1)モ デ ルエ リア概 略 敷地 形状
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エ ネ ル ギ ー需 要 量
・ピー ク 、年 間 負荷
・月 別 、 時 間 別負 荷 パ タ ー ン

(冷 房 、 暖房 、給 湯 、 電 力)

⊥L
シ ス テ ム 構 成

・コー ジ ェネ レーシ ョ ンシ ス テ ム

・吸収 式 冷凍 機+ボ イ ラ

・電 気 ヒー トポ ンプ シ ス テ ム 等

・熟 供 給 管

地 域 特性 、 規 模
・業種 別 、 ピー ク、年 間 負 荷
・業 種別 、 月別 、 時 間別 負 荷 パ タ ーン
・業種 別 延 床 面積

」⊥

コー ジ ェネ レ ー シ ョン機 嘉
・機 器 効 率(発 電 、排 熱 回 収)
・環 境 負 荷

・コ ス ト

各 種 計 算
・イ ニ シ ャ ル コ ス ト

・ラ ン ニ ン グ コ ス ト

・コ ー ジ ェ ネ レ ー シ ョ ン 稼 働 率

9

熱供 給 管
・敷 設 方 法(共 同溝 、専 用 溝 、直 埋 等)
・コ ス ト

＼ 施 工 、 建 設
・規 模 、 方 法
・時 期

運 転 方 法
・熱 主 運 転

電 主 運 転
・昼 間 運 転(夜 間 停 止)

燃 料
・都 市 ガ ス

・石 油

・電 力

・コ ス ト

エ ネ ルギ ー消 費 量 の算 出

エ ネル ギ ー コス トの算 出

環 境 負 荷 排 出 ■ の算 出

省 エネ ル ギ ー 性

評 価

経 済 性

評 価

環境改善性

評 価

図1シ ミュ レー シ ョ ン フ ロー

おこなう。

3.3.2シ ステム構成

システム構成 として,大 規模 コー ジェネレ

ー ションを用いた地域冷暖房 システム と
,

比較対象 として従来型の地域冷暖房 システ

ム(従 来型DHC)を 想定する。システム

構成は図2に 示す。

1.大 規模CGES… …ガスタービン発電

機十蒸気ボイラ十吸収式冷凍機による構成

とし,発 生電力は熱供給プラン ト動力に利

用されるほか,余 剰分は,電 力会社に逆潮

流す る。

2.従 来型DHC… …エネルギープラン ト

に蒸気ボイラ+吸 収式冷凍機 による構成 と

し,温 熱,冷 熱を供給す る。地域内の電力

は商用系統から供給 され る。
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→ 従来システ勾

〉 電力編蔓電力会社

郁市ガス

一 Ψ プラント電力
L

猛 〉 温燃 要ジ⑨1砦

無気ボイラ

日 ⊃D

)
議気吸収式冷濠機

レ 冷鰍 票

エネルギープラン ト

図2シ ステム構 成 図

3.3.3運 転方法

地域熱需要に合 わせて発電機 を熱主体運

転 とし,熱 不足の場合は,蒸 気ボイラにより

賄 う。発生電力については,プ ラン ト内部 で

必要な電力を除いて,電 力会社 に逆潮流す

る。

40

賭
当

■

♪ノ'
,ノ''

1!

'ノ

3.3.4機 器 特 性

各 種 機 器 の 効 率 等 の 原 単 位 は 図(3-1,3-

2)に 示 す 。5,000kW以 上 は 台 数 分 割 を 行

う。

3.3.5各 種 費 用

エ ネ ル ギ ー コス ト,機 器 コ ス トを表1に 示

茎30

課20

10

100 10CX)10000100000

発 電 機 容 量lkW】

ガ ス ター ビ ン 発 電 効 率
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表1エ ネ ル ギー ・機器 コス ト

電 力 都 市 ガ ス

種 別 特別高圧電 力(6DkV) 空調用B契 約

基本料金

(夏 季) 1,550円/kW・ 月 45,090円/月

(冬 季) 56,000円/月

流量基本料金

(夏 季) 330円/㎡/h・ 月

(冬 季) 2,7BO円/㎡/h・ 月

従量料金

夏季 10.78円/kWh 27.92円/㎡

その他季 9.80円/kWh

その他 1.逆 潮流電 力単価

昼 間12.50円/kWh

夜 間4.20円/kWh

2.上 水 道料金

基 本 料 金393,600円/月(200A)

従 量料金360円/r㎡

3.下 水 道料金

従量 料金285円/㎡

(水 量は上水量の30%と す る)

機器 コス ト

機 器 名 称 機 器 容 量 機 器 単 価

1.吸 収 式冷凍機 4,000USRT程 度 130千 円/USRT

2,500USRT程 度 140千 円/USRT

200USRT程 度 190千 円/USRT

2.蒸 気 ボ イ ラ 25.Ot/h程 度 10,0GO手 円/t

12.5tハ 程 度 12,000千 円/t
一 伽0

3.ガ ス タ ー ビ ン 型 発 電 機 10,000kW程 度

5,000kW程 度

180千 円/kW

200千 円/瑠

す。エ リア(A),(B)そ れぞれの電力,ガ ス

料金は大阪,東 京地区管轄の電気,ガ ス会社

の料金 として設定す る。
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3.4影 響 度 定 量 評 価

3.4.1エ ネ ル ギ ーバ ラ ン ス の検 討

1.年 間 エ ネ ル ギー バ ラ ン ス



2.コ ー ジ ェネ に関 す る諸 量(稼 働 率,熱 依

存率,逆 潮 流)

3.4.2省 エ ネ ル ギ ー性 の 評 価

・省 エ ネ性 の 評 価 に あ た っ て は
,電 力,都

市 ガ ス共,一 次 エ ネ ル ギー 量 に 換 算 後 に

行 う。

一 次 エ ネ ル ギ ー換 算 係 数

都市ガス 9930/9940kcal/Nm2 エ リア(A)/エ リア(B)

電気会社 2450kcal/kWh 供 給端 熱効 率35.1%よ り算 出

・省エネ性の評価式

(従来 システム)一(コージェネレーションシステム)

省 エ ネル ギ ー 率=

電力会社の発電所があげられる。 コー ジェ

ネレーション発電電力の電力会社への逆潮流

分は,電力会社の発電 を削減す るもの として,

火力発電所の排出原単位で換算する。

3.5大 規模CGES導 入の効果

……従来型DHCと 比較 して……

3.5.1省 エネルギー性の評価

年 間エ ネル ギーバ ラ ン

ス,省 エネ率を図(4-1,4-

2)に 示す。

両エ リアともそれぞれ発

電 機容 量の増加(エ リア

従来システム

供給区域内の電力及び熱需要に必要な

エネルギーを一次エネルギ量 として算出

し,上 記の式に基ず き評価す る。

3.4.3経 済性の評価

経済性の評価手法 として,一 般的には熱供

給事業者から見た地域内に供給され る熱単価

が採用される。実際の熱料金は事業収支計画

等に基ず き算出され るが,簡 易的に経済性の

傾向をマ クロに評価す るため に下記の熱単

価,又 は総経費の指標 を用いる。

(手法1)

(電力料金+ガ ス料金)一(売 電収入)
熱単価1= 年間熱供給量

(A)10,000kW,エ リ ア

(B)20,000kW)に 対 して ほ ぼ 比 例 して

省 エ ネ ル ギ ー率 が 高 くな る もの の,以 降

緩 や か に な り,20,000kW,(40,000kW)

以 上 で は 省 エ ネ率 は一 定(16%,[19%])

と な る。

発 電 機 容 量 増 加 に対 して 省 エ ネ率 が 一

定 とな る原 因 は 発 電 機 の稼 働 率 の 低 下 と

コー ジ ェ ネ 排 熱 依 存 率 が ほ ぼ 飽 和 状 態 と

な る ため で あ る。

3.5.2経 済 性 の 評 価

例 と し て エ リア(B)の 経

熱単価2=

輔 固定費(原 価償却費,金 利維 持 修 理 費 等)

(円/Mca1)

年間熱供給量

(手法2)総 経費=比 例費+固 定費一売電収入(円/年)

3.4.4環 境 性 の 評 価

環 境 性 の 評 価 の 条件 に つ い て は,様 々 な 評

価 項 目が あ るが,評 価 指 標 と して 窒 素 酸 化 物

(NOx),及 び 二 酸 化 炭 素(CO2)排 出 量 を採

用 す る。CO、,NOx排 出 量 を排 出 す る機 器 と し

て,コ ー ジ ェ ネ レー シ ョ ン,蒸 気 ボ イ ラ の 他,

(円/Mca1)

一35一

も経 済 性 が 良 くな り,

は単 調 に増 加 傾 向 と な る。

(2)発 電 機 容 量 が(10,000kW[20,000

kW])ま で は,従 来DHCシ ス テ ム の 熱 単

価 とほ ぼ 同 じ経 済 性 で あ るが,そ れ 以 上

で は経 済 性 は 悪 くな る。 コス トが こ の よ

済 性 の 結 果 を,図5に 示 す 。

(1)両 エ リア と もそ れ ぞれ,熱

単 価(1+2)の 上 昇 傾 向 に っ

い て は 同 様 な パ タ ー ン を示 し

て お り発 電 機 容 量 が(10,000

kW[20,000kW])の 場 合,最

そ れ 以 上 の 容 量 で



うな 推 移 を た ど る の は,あ る容 量 以 上 で

は ラ ン ニ ン グ の 削 減 メ リ ッ トよ りイ ニ シ

ャ ル コス トの 負 担 が 大 き くな る こ とに よ

る。 経 済 性 の最 適 点 と省 エ ネ 性 の 最 大 点

とは一 致 しな い 。

3.5.3環 境 性 の 評 価

例 と してCO2排 出量,NOx排 出量 を,

200000

180000

160000

冒
1;140000

Σ12。OCO一

嘲100000

R80000

耀 … 。・

40000

20000

0

図(6-1,6-2)に 示 す 。

(1)CO2の 排 出量 に つ い て は,コ ー ジ ェ ネ

レー シ ョン シス テ ム の 導 入 に よ り従 来D

HCよ り減 少 す る こ とが予 想 され る 。 エ

リア(A),(B)に つ い て 同 様 な 減 少 傾 向

を示 し発 電 機 容 量 が,20,000kW(40,000

kW)の 時 に は,約10%の 減 少 とな る。
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(2)NOxの 排出量については、現状規制値

レベ ルである排 ガスNOx濃 度50ppmで

は,従 来システムよりやや増加する事が

予想 される。排 ガスNOx濃 度 を40ppm

まで脱硝効率 を上げた場合,NOxの 排出

量は従来システムと同レベルとする事が

出来 る。

3.5.4考 察

代表モデルエ リアで設定 したようなエ

ネルギー需要特性やエネルギー需要量が

想定出来き,制度面等の制約がなければ,

適切なシステム,発 電機容量を選択す る
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図6-2窒 素 酸化物(NOx)排 出量

ことにより省エネ性,環 境性 に優れ経済

性はほぼ同等であるシステムを構築で き

る可能性がある。

4.都 市計画上の外部要因(制 度的環境等)

による影響度調査

4.1配 管敷設に係 る制度等の影響

4,1.1背 景

道路法第36条 には,水 道,電 気,ガ ス事

業等のために道路占有特例があり,各 事業

者が 自治体等の道路占有基準に合致 した申

請を行 った場合,道 路管理者は占有許可 を

与えなければならないと定められている。

しか し,地 域冷暖房施設はこの特例の対象

となっていないため,道 路部分以外に配管

を敷設 しなければ ならないこ とがあ り得

る。従 って道路 占有許可が得 られなかった

場合の次のケースについて経済1生に与える

影響 を検討 した。併せて配管敷設に係 る制

度等の影響や敷設方式の違い,即 ち専用溝

方式(市 街地,更 地),直 接埋設方式(更 地)

一38一

50000

による影響 を検討 した。

4.1.2検 討内容

(1)道 路 占有許可が得 られる場合 と道路

占有許可が得 られない場合の比較

① 配管敷設ルー トを迂回させるケー

ス

② プラン ト分割のケース

(2)配 管敷設方式の違い

① 専用溝方式(市 街地)ケ ース

② 専用溝方式(更 地)ケ ース

③ 直埋方式(更 地)ケ ース

4.1.3検 討結果、評価

(1)道 路占有許可が得 られる場合 と得 ら

れない場合 との比較

① プラン ト分割のケースに於いて,

設置する発電機の容量が小さくなる

ため発電機単機の効率が低下 し,省

エネルギー性,経 済性に影響を与え

る。

② 迂回,分 割ケースとも,建設費に占

める配管敷設コス トの比率が大 きく



建

設

費

百

万

円

な る とか な 悼 業 性に影 響 を与 え る
。

(影 響 蹴 彫 一 ス2-5円/M
,a1,

分 割 ケ ー ス0 .8-5.6円/Mca1)

(2)酉 己管敷 設 斌 の 違 い に よ る影 響

① 配 舗 設 方 式 の 違 い に よ 碓 設

費,熱 単 価(2)を 図(7-17-2 -1

2--2)に 示 す
。

② 事 業 性に 与 え る影 響 度 と して は
,

一`一一ケース博 申溝 備 馳)1

配舗 設方式の違いによる影響のほ

フが・道路占有許可が得 られない場

合の影響 より駄 きい
.特 に市街地

での雛 工法(ケ ース1)と 開削工

法(ケ ーx2)の 違いによる影響が

大きい・(影 響度6-7円/M
ca1)

4・1.4課 題

環欄 和型エネルギ コミ
ュニテイを構

r・1・…
,・・苺 癖 灘4。 鷲

発電機容量(kW)

図 ア陶1醗 綴 工法差による経離(建 設
費)

配管

敷設費
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図7-2-2熱 単価2ブ レー クダウン例(ケ ー ス1,発 電容 量20,000kW)

成す る上での熱供給のための配管敷設は不

可欠の ものであり,こ の配管敷設費用の低

減を図ることが経済i生上最 も重要 な要素 と

なる。対応策 として下記の事が考えられる。

(1)配 管敷設が開削工法でできる。……

現実には臨海副都心地区,MM21地 区,

幕張地区等のように更地での建設 また

は再開発事業で当初から配管敷設計画

がなされている場合であれば可能であ

るが現状の既存の市街地においてはこ

の工法の採用は不可能に近い。

(2)エ ネルギー供給媒体 を変える……熱

供給媒体 としては,冷 水,温 水,蒸 気,

電力の順にコス トが安 くなると考 えら

れ るため,シ ステム自体 を検討する。

(3)共 同溝により負担を低減す る。……

現状では,臨 海副都心地区,千 葉ニュ

ータウン地区
,関 西国際空港地区等 し

か実例がな く,こ れらは全てインフラ

設備が新設 される場合であ り事業 自体

が特殊 である。このことは,共 同溝 を

促進する制度,費 用負担の按分に関す

る取決め等がないことが原因であると

推測される。

(4)配 管敷設費に対す る補助……配管敷

設の経済性に与える影響 は大 きいので

都市計画の全体の中で関連法規制の円

滑運用,タ イム リーな配管敷設に対す

る指導 とともに適切なる補助が必要で

ある。

4.2施 設設置制限(都 市計画法等)の シス

テムに与える影響

この制限のシステムに与える影響 は,4.1

配管敷設に係る制度等の影響の項の配管敷設

ルー トを迂回させた り,プ ラン トの分割のケ

ースと同じ状況 となる。

4.2.1課 題

熱供給施設は,そ の他の供給施設として

位置付けられているが、都市計画決定を受

けた後でなければ,都 市施設 として認め ら

れない。そのため,次 の課題が生 じる。

一40一



(1)都 市計画決定 を受ける必要があ り,

手続 き上の煩雑さがある。

(2)都 市計画決定を受けることが熱供給

配管の道路 占有許可の条件 としている

道路管理者 もある。このため,そ の計

画に当たっては,他 の電気,ガ スの供

給施設と同様に都市計画担当者 と早い

時期からの調整が必要 となる。

4.3建 物用途、面積等(容 積率)が 事業性

に与える影響

4.3.1背 景

建築基準法等では,都 市計画区域内の建

(
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築物 に対 して容積率 の上限 を設定 してい

る。地域冷暖房事業において,供 給区域の

容積率が大 きくなると熱供給密度が高 くな

り同じ配管延長でより多 くの熱供給が可能

とな り,容 積率が事業性に影響を与える事

が予想 され るため供給区域内の建物用途,

面積等(容 積率)を 変えた場合の影響につ

いて比較検討 を行 った。

4.3.2検 討内容

(1)Aエ リア ①供給 区域の容積率 が

300%,600%,1000%の

場合

(2)Bエ リア ①供給区域の容積率 が
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場 合

4.3.3検 討結果,評 価

省エネ性を図(8-1)にCO2,NOx排 出量

を図(8-2,8-3)に 示す。

(1)両 エ リアとも設置した発電機の大型

化が図れ るため,発 電機の総合効率向

上,エ ネルギー供給システムのスケー

ルメリット等により省エネ性,経 済性,

環境性 とも向上が図られる。 また両エ

リア とも同様 な傾向を示す。

(2)経 済性に与える影響 としては,建 設

費に占め る配管敷設費の比率を小さく

できるため,固 定費に対 してかな りの

影響 を与える。(影響度3円/Mcal～6

円/Mca1)

4.3.4課 題

(1)熱 供給事業 を行 うには,供 給区域の

熱負荷密度が事業性に対して大 きく影

響す るため,適 切なエ リア設定がなさ

れなかった場合 には,熱 需要家に対 し

てかな りの負担をかけることになる。

(2)容 積率の増加 はエネルギー密度の増

一42一
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大になって も,必 ず しも需要量は リニ

アに増加 してい くとは限らない。容積

率は熱供給事業の一つの判断基準にな

っても,全 体都市計画,都 市インフラ

の確保(水 道,電 気,ガ ス),供 給区域

の環境維持(ゴ ミ処理,下 水道),都 市

のセキュ リティ,都 市美観 の維持等の

都市 ・建築行政からの視点があ り,総

合的な視点か ら適切なる容積率の設定

が望 まれる。

4.4余 剰電力の取扱いが事業性,省 エネ性

に与える影響

4.4.1背 景

地域熱供給システムに大規模 コー ジェネ

レーションを導入する場合,電 力供給方式

のあ り方について,熱 供給 システムの動力

に利用 される以外の余剰電力分については

大きく分けて電力会社に供給する方式(逆

潮流方式)と 熱供給地域内に供給する方式

(系統連系方式,地 域独立システム方式等)

の方式が考 えられる。後者の方式は第三者

供給であ り現行制度下ではこの方式は認め
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られていない。

4.4.2検 討内容

各方式の概念図を図(9-1),運 転パ ター

ンを図(9-1-1)に 示す。

(1)逆 潮流方式;余 剰電力は全量電力会

社に売電。運転方法は熱主電従。

(2)系 統連系方式;地 域需要家へ電力供

給,不 足分は電力会社から買電。熱主

電主。

(3)独 立システム方式;地 域の全電力需

要を賄 う。運転方法は電主熱従。

4.4.3検 討結果,評 価

各3方 式の省エネルギー率の結果 を図(9

電 力供 給方 式 に よる運転 パ ター ン

ー2)に 示 す
。

(1)各 方 式 の 省 エ ネ性 を比 較 す る と,逆

潮流方式が最 も省エネ性が高 く,系 統

連系方式 もほぼ同等の省エネ性 を有す

る。独立システム方式は春,秋 の中間

期での排熱の有効利用 を図ることが出

来ないため省エネ性は低 い。

(2)経 済1生については,発 電部分 と熱製

造部分 とのコス トアローケーションの

方法が確立されていないため,電 力 ・

熱一体 とした年間総経費評価方法 を採

用 した。

① 逆潮流料金が,経 済性に与える影

一43一
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響 を図(9-3)に 示す。

逆潮流方式で買い取 り料金を現行 よ

り10%上 昇させた場合,年 間総経費

で1%程 度減少が見 られる。(影響度

0.37円/Mcal程 度)そ の評価におい

て発電機容量がある範囲(自 家発の

範囲)内 であれば,現状買い取 り制度

でも,従 来DHCと 比べ経済性に関

して大きな差はないと考 えられる。

②3方 式の経済性に与える影響 を図

(9-4)に 示す。3方 式の比較 におい

て一定の前提条件の下で,現 行 の逆

潮流料金制度で,コ ージェネがある

容量範囲であれば,系 統連系方式〉

独立 システム方式〉逆潮流方式の順

に経済性が優位 となったが,系 統 と

逆潮流方式のその差は年間総経費で

8%レ ベル(影 響度2.8円/Mca1)と

なる。影響度については,さ らなる

詳細検討が必要である。

4.4.4課 題

(1)① 逆潮流方式……発電機容量に比例

して省エネ性は向上するが,導 入容

量が ピー ク需要の50%を 越えるとコ

ー ジェネの稼働率が下が り経済性が

悪 くなる。 また逆潮流量が大幅 に増

大 した場合,電 力会社 との調和 を考

慮 した系統運用の検討が必要。

② 系統連系方式……経済性,省 エネ

性はほぼ満足するもののバ ックア ッ

プ電力を電力会社に頼 るという特徴

を有する。系統連系す ることにより

コー ジェネ側が受けるメリッ ト(供

給電力の安定性,品 質,バ ックア ッ

プ等)が 発生す るが,定 量的に評価

一45一

する手法は確立 されておらず,こ れ

らの考え方の整理,検 討が必要。

③ 独立システム方式……電力会社の

バックアップは不要であるが,中 間

期には排熱の有効利用が図れず,上

記2方 式に比べて省エネ性は劣る。

供給電力の信頼性向上(予 備機の持

ち方,バ ックア ップ等)の 検討が必

要。

(2)熱 電併給システムの合理的コス トア

ローケーションのあ り方

現行の熱供給事業法では,熱 供給の

原価に熱供給以外の費用は計上で きな

いため,発 電部分 と熱製造部分 との コ

ス トアローケー ションが必要 となる。

仮に熱製造 コス トを従来DHCシ ステ

ムと同等 と評価す ると,現 状の余剰電

力買い取 り価格では発電部分の採算が

とれな くなることが予想される。今後

電力,熱供給コス トの算出については,

発生量,質,時 間帯等を考慮すること

が必要である。 「

(3)中 質電力供給構想について

地域冷暖房エネルギー供給システム

(大規模CGES)の バ リエーション

の一つ として,高 コス トな冷温水供給

配管の代替に,供 給責任 を重視 しない

中質電力による空調用エネルギー供給

方式が提案されてお り経済性向上策の

一環 として検討が必要である。

4.5シ ス テ ム 整 備 とNOx等 大 気 汚 染 防 止

等 の 関係

4.5.1背 景

ボ イ ラ、 ガ ス ター ビ ン 等 の 機 器 に 対 す る
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図 田 システム整備が環境性に与える影響

NOxの 排出基準は,大 気汚染防止法で定め

られているものの他,東 京都,大 阪府等の

自治体 が条例等より独 自の排出規制,指 導

を行 っている。今後 さらに厳 しい排出規制

がなされた場合,NOx排 出濃度削減のため

のシステム整備に伴 う環境性の評価,機 器

コス ト上昇が経済性に与える影響について

の検討 を行った。

4.5.2検 討結果、評価

システム整備が環境性に与える影響 を図

(1のに示す。

(1)広 域エ リアで考えれば,排 ガス濃度

が40～50ppmで あれば,従 来型DHC

とほとん ど同 じレベ ルのNOx発 生量

となる。

(2)コ ー ジェネ発電機 において,現 状の

排 ガスNOx濃 度50ppmを ク リア に

するために既にアンモニア注入による

脱硝装置が設置されてお り,さ らに従

来DHCの 排ガスNOx量 と同 じとす
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る た め の20ppm程 度 ま で 濃 度 削 減 を

行 う場 合 の コ ス トの 増 加 分 と して は,

触 媒 量 の 増 分 とア ン モニ ア 注 入 量 の 増

分 程 度 で す む た め に,経 済性 に 与 え る

影 響 は小 さ い と思 わ れ る。(試算 例 影 響

度0.08～0.1円/Mcal)

① イ ニ シ ャ ル コ ス ト増 加 分;約

2.5%の 増 加(発 電 機 コス ト20万 円/

kWに 対 し)

② ラ ン ニ ン グ コ ス ト増 加 分;約

2.6%の 増 加(メ ン テ コ ス ト2円/

kWhに 対 し)(① と② の 影 響 は0.1

円/Mcal程 度)

4.5.3課 題

(1)検 討 エ リア(狭 域 エ リア)内 で の

NOx排 出量 をみ た場 合,コ ー ジ ェ ネ レ

ー シ ョ ンの 導 入 に よ り排 ガ ス量 が 増 え

る ため,発 生 量 は,従 来 よ り増 え る こ

と に な る。

も し,狭 域 エ リア で従 来DHCシ ス



テム と同じ排ガス量にするには,排 ガ

ス濃度 を20～30ppm程 度に削減 す る

ことになる。今後規制強化が どのレベ

ルまで実施 され るかは自治体 の内部で

も技術動向,経 済性の点で評価が分か

れるところである。 また地域住民に と

ってエ リア密着型の問題でもあり,限

りなき低下要望が強い。

(2)低NOx化 に伴 う,シ ヌ、テム整備 に

関 しての必要エ リアの増加,危 険物の

取扱い,運 転管理上の配慮が必要。

(3)将 来 のNOx規 制 強化 の方 向の 中

で,低NOx化 のための,低 コス トなシ

ステム技術導入,技 術開発の促進や,

環 境維持 のための補助策が望 まれ よ

う。

4.6燃 料系統における取扱の影響

4.6.1背 景

大規模 コージェネレーションシステムの

原動機であるガスタービン、ボイラの燃料

として都市ガス及び石油が考えられるが,

一般に石油燃料は都市ガスに比べて安価で

あり、経済1生に関 しては優れるものの環境

性については劣ると言われている。

また石油燃料の場合には貯蔵のためのタ

ンク設備が必要になるが,建 築基準法上,

都市計画区域内の用途地域別,燃 料別,タ

ンクの形式別に設備設置制限が設けられて

いる等の制約 を有す る。従 って,燃 料系統

におけ る取扱いの影響の検討内容 として,

燃料価格変動による経済性の影響 と,石 油

をピー クカッ ト用に使用することによる経

済性と取扱いの影響について検討 した。な

お石油燃料 については環境性を配慮 して灯

油使用 と想定する。

4.6.2検 討内容

(1)燃 料価格の影響 ①現状,②10%低

下,③20%低 下

(2)都 市ガス/灯 油併用の影響(ピ ー クカ

ット用に灯油を使用する場合の経済性)

① ガス発電機(1万kW×3台)+ガ ス

焚 きボイラ(標 準ケース)

② ガス発電機(1万kW×2台)+灯 油

発電機(1万kW×1台)十 ガス焚 きボ

イラ

③ ガス発電機(1万kW×2台)+灯 油

発電機(1万kW×1台)+灯 油焚 きボ

イラ

4.6.3検 討結果、評価

燃料価格が経済性に与える影響について

図(11-1,11-2)に 示す。

(1)燃 料価格の影響

燃料価格が10～20%低 下す ると,年

間総経費は,約2～4%の 減少 となる。

(影響度0.7～1.4円/Mca1)燃 料価格

の変動 を考 える場合は,従 来DHCと

の相対 コス ト差 で評価 す る必要 が あ

る。その場合燃料10%低 下に対す る感

度は,従 来DHCの 総経費 も2%減 少

となるため,経 済性への影響は相対的

にノ』・さくなる。

(2)都 市ガス/灯 油併用の影響

① 省エネ性は,発 電機効率によ り決

まるため燃料の違いによる影響は殆

どない。

② 環境性にっいては,CO、 発生量は

灯油の方が大きいが,NOxの 排出量

は脱硝効率 により決まるため効率 を

上げることにより都市ガスと同レベ

一47一
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ルにすることは可能である

③ 年間燃料 コス トは,標 準ケース①

と比較 して,ガ ス焚 きボイラの場合

② は,18百 万円(標 準 よ り1.6%削

減),灯 油焚きボイラの場合③は111

百万円(9.6%削 減)の 大幅な削減 と

なる。単純回収年比較では、各々12

年,と3年 とな り,③ の運転パター

ンの場合の方が メリットがある。(但

し大規模なオイルタンクスペースコ

ス トは考慮せず)

4.6.4課 題

(1)今 回のケーススタデイに使用 した灯

油価格 は,1年 前32円/e前 後の もの

が,現 在(94'3)27円/2と かな り安 く

なっている。 また灯油使用の比率 を増

やす運転方法により都市ガスの基本料

金カッ トの効果が生 じ,大 きなメリッ

トが得られる結果 となった。各種の燃

料 を使用す る検討 を行 う場合,燃 料料

金構成や価格動向に関する特性を充分

踏 まえ,エ ネルギーのベス トミックス

を含めた検討が必要である。

(2)燃 料変更に関する総合評価において

は,経 済性のみならず,環 境性,エ ネ

ルギー供給セキュ リティ,燃 料取 り扱

い上(エ リア確保,受 入れ頻度),保 安

上の問題等の要因 も含めた幅広い視点

の評価方法の検討が必要 である。

5,ま と め

欧米先進国では大規模 な熱電併給エネルギ

ー供給 システムの導入がすすんでいる。 日本

では,エ ネルギー需要がます ます増大するな

かで,省 エネルギー化,環 境保全,地 球環境

問題等の背景か ら,欧 米先進国で既に導入 さ

れているコージェネレーションや未利用エネ

ルギー等 を組み込んだ地域熱供給システムの

導入検討,普 及促進が図られようとしている。

大規模CGESは,大 規模に熱 と電気 とを

併給す る高効率なシステムのため省エネルギ

ー,環 境保全,都 市エネルギー インフラとし

て都市計画上総合的,一 体的に検討,評 価さ

れるものであろう。本調査の結果では,代 表

モデルエ リアで設定 したようなエネルギー需

要特性や大規模なエネルギー需要量等が想定

出来き,制 度面等の制約がなければ,従 来型

DHCと 比較 して,経 済性は同等レベルで省

エネ性 と環境保全性に優iれたシステムを構築

できる可能性がある。しか し熱電併給のエネ

ルギー供給 システムであるがため,エ ネルギ

ー需要量の計画 との差,余 剰電力の取 り扱い

及び地域の特性等による熱供給配管敷設に係

わる諸要 因によ り建設 コス トの負担が大 き

く,熱 電供給事業者に とって大 きな課題,リ

スク等を抱 えるエネルギー供給システム とも

な りうる。外部要因(制 度的環境等)の 影響

調査の個所で記述 したように、

1.都 市計画法上では,既 存の都市インフラ

施設に比べ て,従 来型DHCシ ステム と同

様都市計画上の位置づけが不明確なため,

計画的導入が図 りに くい状況もあ りうる。

今後既設のインフラ施設 と同 じ様に計画的

かつ早期の対応や指導等の配慮が望 まれよ

う。

2.道 路法上では,熱 供給配管の敷設の位置
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付けが不明確のため,タ イム リーな施工時

期の逸失や,経 済性ある配管敷設工法が採

用 されず,コ ス ト面で大 きな課題 を有する。

道路 占有 に関する位置づけの明確化,と



共に財政的援護措置の活用を図ることが必

要 となる。

3.建 築基準法上の容積率に関 しては,エ ネ

ルギー需要密度 を上昇させ,経 済性 を向上

させ るには大 きな容積率の設定が望 まれる

が,こ の要 因は都市インフラ(水道,電 気,

ガス,ゴ ミ処理,下 水道等)の 確保,都 市

美観等を含めた都市,建 築行政か らの視点

により設定がなされている。今後省エネル

ギー,効 率の良いエネルギー需要供給の確

保等のエネルギー行政の視点も含めた幅広

い視点か らの適切な容積率の設定が望 まれ

る。

4.余 剰電力の取扱いに関 しては,① 電力供

給 との系統連系,余 剰電力の取扱い ②従

来型DHCに 比べてコージェネ部分を主 と

した追加的建設コス トの増加,③ 電力供給

方式のあ り方 ④コー ジェネの保安体制の

あ り方等が熱電併給事業者か らみた主な課

題 として挙 げられている。

需要家は,よ り安価な,質 も含めたエネ

ルギー供給の機会 を要望 しているが,地 域

需要家のみのメ リッ ト享受だけではなく,

電気の一般需要家の利益保護や電気事業の

健全な発展のために大規模CGESの 導入

規模,導 入時期,電 力供給運用パターンの

適正化,電 力供給の信頼性向上等の検討が

望まれる。

5.燃 料の取扱いに関しては,各 燃料の価格

動向に関する特性 を踏まえ,エ ネルギーの

ベ ス トミックスを含めた経済性検討のみな

らず,エ ネルギー供給セキュ リティ(地 震

時の緊急時対応等),環 境性,燃 料取扱上(エ

リア確保,受 入頻度),保 安上の問題 も含め

た幅広い検討が必要である。

おわ りに環境調和型エネルギー コミュニテ

ィ構想に代表 される,都 市のエネルギー イン

フラ構築 は,大 規模CGESを 活用 した地域

冷暖房事業の普及促進等 を目指 してお り,コ

ージェネレー ションシステムは,省 エネルギ

ー性,環 境保全性,都 市セキュ リティ,電 源

の確保等 という,現 在我が国が直面している

課題に対 して一つの解にな りうるものであろ

う。その意味か ら環境調和型エネルギー コミ

ュニティプロジェク トの普及促進については

既に通産省,NEDOに よ り支援 をされてい

るのはその証左であろう。

今後はこの環境調和型エネルギー コミュニ

ティの普及拡大 を最重要課題 として取 り上

げ,関 係事業者においてはこの コミュニティ

の更なる低 コス ト化,高 効率化,高 信頼化を

目指 して,シ ステムの開発 ・改良 を積極的に

推進することが必要であろうし,ま た諸規制

の緩和,制 度の整備等によ り,国 の強力なる

施策推進,自 治体の指導が望 まれ るところで

ある。
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分散型電源の系統連系技術

一 平成5年 度 「分散型新電源技術実用化実証研究に関する

系統連系課題の解折 ・評価」調査研究の概要 一

土 持 綱 久 ※
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に対 して連系のための技術的事項を示す 「系
1.は じめに

統連系技術要件ガイ ドライン(高 圧 ・低圧配

地球環境問題への寄与などエネルギーを巡

る内外の諸情勢の変化 を背景 として,需 要地

近接型の太陽光発電,風 力発電,燃 料電池発

電等の比較的小規模な電源,い わゆる分散型

電源 は,環 境への調和性,立 地条件の緩和,

送配電 コス トの低減などの観点から,そ の積

極的な開発・導入が進め られている。 しか し,

この分散型電源を電力系統に連系するために

は,連 系にあたって生 じると思われる電力品

質や系統保護,保 安面などの課題の解決が不

可欠であり,ま た,そ のためには,実 際に近

い形での実証運転研究が必要 となる。

㈲エネルギー総合工学研究所では,新 エネ

ルギー ・産業技術総合開発機構(NEDO)

からの委託研究 として,昭 和60年 度か ら平成

5年 度の9年 間に渡 り,こ の実証運転研究に

資することを目的として,分 散型電源の系統

連系に関する技術的課題の解析 ・評価 の調査

研究を実施 してきた。

一方
,こ の間エネルギー環境問題への関心

の高まりなどを背景 として,通 商産業省資源

エネルギー庁において,分 散型電源の設置者

電線への逆潮流あ り連系)」が,当 初平成5年

度末までに策定す るスケジュールを前倒 し

し,平 成4年 度末に策定された。

この系統連系課題に関 しては,そ の 「系統

連系技術要件ガイ ドライン」の策定にあたっ

て も検討がなされているが,本 稿では,当 研

究所で実施 して きた調査研究の内,最 終年度

である平成5年 度に実施 した 「調査研究のま

とめ と今後の課題」の検討結果について,そ

の概要 を紹介する。

2.系 統連系のために解決すべき課題

本調査研究では,初 年度の研究において連

系のために解決すべき課題を抽出し,そ の解

決のために実証運転研究において確認すべき

内容を次の6項 目に分けて整理した。

① 分散型電源運転の安定性

② 電力品質面への影響

③ 保護協調

④ 作業停電時等における保安確保

⑤ 分散型電源の有効性

⑥ 分散型電源設置時における系統連系手

※ 働エネルギー総合工学研究所 主任研究員
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法の確立

以下,そ の内容について簡単に説明する。

2.1分 散型電源運転の安定性

(1)単 体の安定性

分散型電源 を系統 と連系す る上で,分 散型

電源が単体 として長期にわた り安定 して動作

することが実証 されなければならない。

(2)系 統擾乱に対す る安定性

系統側 で生 じる瞬時電圧低下や位相急変 な

どの種々の擾乱に対 して,連 系 されている分

散型電源の安定性が影響 を受けないか,ま た

分散型電源が擾乱を増大 させないかを確認す

る必要がある。

2.2電 力品質面への影響

(1)電 圧変動

連系の条件 として,分 散型電源のいかなる

運転状態においても電気事業法で定め られて

いる配電電圧の適正値(100V系 で101±6V,

200V系 で202±20V)が 維持されなければな

らない。 しか し,現 在の配電線の電圧運用は

変電所か ら配電線末端へ と一方向に潮流が流

れることを前提に実施 しているため,分 散型

電源からの逆潮流が生 じると一部配電線の潮

流の向きが逆になり,配 電線の電圧が上昇す

るなど電圧運用が困難になることが考 えられ

る。従って,分散型電源を連系 した状態での電

圧変動特性の把握,電 圧調整対策の検討及び

その効果などを確認す ることが必要である。

(2)出 力変動

太陽光発電や風力発電の出力は気象条件の

影響 を受け非常に変動が激 しいので,配 電線

の運用に影響 を与えることが考 えられ る。従

って,蓄 電池などによる出力変動抑制対策が

必要 となることが考 えられ,そ の効果の確認

が必要である。 また,太 陽光発電が広域に分

散配置 された場合,こ の各々の出力変動の不

等性により全体 としての出力変動が緩和 され

る可能性があるため,そ の効果 を調べ ること

も必要である。

(3)高 調波

太陽光発電や燃料電池発電などの直流出力

を系統の交流に変換するインバー タか ら高調

波が発生する。技術的には高調波 を系統に影

響のない程度に抑えることは可能であるが,

高調波の発生をどのように規制すべ きかを検

討すること,及 び分散型電源間の相互干渉,

系統の局所的な高調波共振特性 を確認す る必

要がある。

2.3保 護協調

(1)系 統事故時保護協調

系統故障時は,分 散型電源側でも故障 を検

出して 自ら系統か ら解列 しなければな らな

い。 しか し,太 陽光発電や燃料電池発電のよ

うな直流電源では短絡故障電流が増加 しない

など従来の電源である回転機 と異なった故障

様相 を示す上にインバー タを介 して系統に連

系されるため,従 来の保護 リレーでは保護に

限界があるものと予想される。従って,分 散

型電源 を電力系統に連系 した場合の保護特性

の把握,従 来型保護装置の適用の可否など保

護方式 ・協調の確認が必要である。

また,分 散型電源は比較的小規模であ り,

保護装置に大 きなコス トをかけることは導入

促進の観点か らは望 ましくない という事情 も

あ り,イ ンバー タが内蔵 している電子 リレー

の適応の可否に関して,電 子 リレーの信頼性

の評価 を実施す ることも必要である。
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(2)一単独運転検出

分散型電源が電力系統の停電時に系統に連

系されたままで配電線の一部の負荷 を供給す

る 「単独運転」を行 うようなことがあると,

人身や電気設備 に害 を及ぼす恐れがあるとと

もに電力系統の迅速な復旧を阻害す ることに

なる。従って,分 散型電源側で確実に電力系

統の停電を検出 しなければならない。しか し,

逆潮流がある場合は,当 該配電線の電源出力

と負荷の条件により,従 来型の連系用 リレー

だけではこれを検出できないことが起 こる。

このため新 しい単独運転検出技術の開発 とそ

の有効性,信 頼性の確認が必要である。

(3)内 部事故波及防止

分散型電源の内部事故の影響で配電線が不

要に停止 しないように分散型電源側で確実に

事故 を除去す る必要がある。このため内部事

故特性の把握,保 護方式および配電線 との保

護協調などの確認が必要 である。

2.4作 業停電時等における保安確保

2.3-(2)項 でも述べ たように系統側が停電

している時に分散型電源が配電系統に連系さ

れた状態で単独運転を行 うことがあってはな

らない。従来の自家用発電設備においては,

電力会社 との間に電力用保安通信設備 を設置

す ることが義務付けられているので,作 業や

緊急保安のために線路 を停止す る場合は電話

連絡により各需要家に発電機 の解列を要請す

ることが可能であった。 しか し,分 散型電源

の場合容量の小さな電源が不特定 多数に導入

されることを想定 しているのでこの対応は難

しいもの と考えられる。

分散型電源が一般に広 く普及す るためには

極力自動化 を図るべ きで,こ のための方法 と

しては分散型電源側で 自律的に解列す る方法

や電力会社からの遠方制御により各分散型電

源の連系用の開閉器 を制御する方法などが考

えられ,そ れらの有効性について確認するこ

とが必要である。

2.5分 散型電源の有効性

分散型電源が円滑に導入 されてい くために

は,分 散型電源の導入が設置者にとって有効

であることが実証されるばか りでな く,電 力

系統側か ら見て もその有効性が実証されるこ

とが望ましい。電力で系統から見た有効性 と

して昼間ピーク抑制効果などの確認が必要で

ある。

2.6分 散型電源設置時における系統連系手法

の確立

分散型電源 を新たに設置 し,配 電線に連系

する場合,関 連装置の試験方法や供給支障 を

極力生 じさせ ない接続工法等について確認 し

てお く必要がある。

3.これまでの研究成果

平成5年 度の調査研究においては,前 項の

解決すべ き課題に対 して,本 プロジェク トの

成果のみならず関連プロジェク トの成果 も含

めてこれ までの研究成果のまとめを行 った。

以下にその内容 の一例 を示す。

3,1分 散型電源運転の安定性

(1)単 体の安定性

太陽光発電 システムについては,六 甲実験

センター において2kW×100台 の太陽光ア レ

イ,イ ンバー タ個々の信頼性 ならびに連続運

転による故障実績が5年 間にわた り実測評価
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表1光 発電用インバータの信頼性実績(平 成元年度～3年 度通算)

メ ー カー

(台 数)

障害件数
障 害 内 容 ・ 件 数

MTBF

(103時 間)初期不良 取扱 ミス 自然劣化 サ ー ジ等

A社(29) 1 0 1 0 0 >381

B社(29) 8 0 5 3 0 127

C社(8) 3 0 1 2 0 53

D社(13) 7 4 0 2 1 57

E社(8) 16 0 0 6 10 7

F社(13) 28 26* 1 1 0 171

合 計(100) 63 30 8 14 11 53(94)

注)・ 各社MTBFは 初期不良,取 扱 ミスを除いたもの。合計括弧内は自然劣化のみ。
年間稼働時間4,380時 間(一 日12時間で計算)

・サージ等は,各 種の配電線事故試験,逆 充電運転等を実施 した際 過電圧,過 電流に
より破損 したもの。主として主回路障害。

・*印:初 期不良のため改良,改 良後は同一原因による障害な し。
・すべて自律的に停止または配電用遮断器の トリップで停止 しており,配 電線に事故波
及 した例はない。

され,表1に 示すように平均故障間隔(MT

BF)は 平均で9万 時間以上(米 国等の信頼

性実績3～4万 時間)に 達 し,信 頼性が十分

に高いことが確認 されている。

また,燃 料電池発電システムにおいては,

現在開発途上のシステムであ り,電 池寿命4

万時間の運転 を目標 として研究開発が進め ら

れている。国産の燃料電池では,こ れまでの

最長運転時間は16,000時 間程度,連 続長時間

運転時間は5,000時 間程度である。

各システム ともにこれまでの実証試験結果

によると連続運転による特性変化等はな く,

燃料電池発電システムについても初期 トラブ

ルはあるものの故障頻度 は減少 して きてお

り,単 体 としての信頼性は向上 しているもの

と考えられる。

(2)系 統擾乱に対する安定性

系統で生 じる位相急変,電 圧変動,電 圧不

平衡 といった事象に対 しては,そ の変化の度

合いによって制御遅れによる位相ずれ とな り

過電流を生 じる可能性がある。 これ らの系統

擾乱に対す る制御方法については,イ ンバー

タの制御方式に よるところが大きく,現 状の

インバー タで許容できる変化範囲は概ね表2

に示す とお りである。 また,各 システムにお

いては,分 散型電源設置者の利便性や電力系

統への影響 を考慮す ると,その系統擾乱が「系

統停止」か 「系統動揺」かを判別 し,適 切な

運転を行 うことが必要 となる。

そのためには,数 秒程度のインバータゲー

トブロック等での対応が必要 となるが,燃 料

電池発電システムの場合,イ ンバータゲー ト

ブロック時の電池オフガスの燃焼方法など燃

料改質系全体の運転制御方法の問題等の検討

すべ き課題があ り,現 状においては数秒程度

のインバー タゲー トブロックは困難である。
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表2系 統擾乱に対する運転継続許容値

一般仕様のシステム 特殊仕様のシステム

高圧連系
3相 インバータ

低圧連系
単相インバータ

高圧連系
3相 インバータ

低圧連系
単相インバータ

位相急変 10度 以内 20度 以内 20度 以内 180度 以 内

電圧変動 10%以 内 20%以 内 30%以 内 100%以 内

電圧不平衡 3%以 内 30%以 内

注)上 記許容 値 は,イ ンバ ー タ単体 と して の性能

これらの課題 を解決す るためには,熱 バラ

ンス等のプラン トの制御性,プ ラン トの設計

条件等 を十分考慮 したシミュレーションによ

りデー タの蓄積 を図る必要がある。

3.2電 力品質面への影響

(1)電 圧変動

図1は 高圧配電線モデル系統において,分

散型電源を各地区のフィー ダ末端に集中 して

連系 した場合 と均等に連系 した場合の逆潮流

容量 とそれによる電圧上昇率の関係を示 した

シミュレーション解析結果例である。この結

果か ら見ると,例 えば,高 圧配電線の電圧上

昇限度を1%と すると逆潮流容量(末 端連系)

の上限値はフィーダ容量の

繁華街 ・工場地区:約25%

住宅地区:約20%

農山村地区:約5%

が 目安 となる。

しか し,図2に 示す ように分散型電源に無

効電力制御機能 を付加 し発電設備の運転力率

を85%に すると,連 系容量に関係な く電圧上

昇 を1%程 度に抑制できる。

(2)出 力変動

図3に 太陽光発電 システムの蓄電池がある

4.0

逆3.5

潮

流

3.0

に

よ

る2.5

電

圧
2.0

上

昇

率1.5

(%)

正.0

0.5

0

農山村地区1
末端集中

ζ←一農山村地区

均等

住宅地区
末端集中 く____工 場地区

末端集中

購 地区

繁華街地区
.・ 末端集中

鶏馨地区

LO%電 圧上昇

繁華雛 区

oo渇200コ2005100ゆー

恥脈量容流潮逆

oo5

0.5%電 圧上 昇

0轟
街地区器。,.蓬 量比 品50

020406080100

工 場,住 宅,農 山村 地区 の フィー ダ容量比(%)

図1分 散型電源の逆潮流による高圧配電線の

電圧上昇率
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線路亘長4km
軽負荷 時 フィーダ当た りの負荷容量780KVA均 等分布

分散型電源 末端連系2,860kW(フ ィーダ容量100%)で 無効電 力を変化
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図2住 宅 地 区 系 統 の 高 圧 配 電 線 の 電 圧 上 昇 と無 効 電 力 制 御 に よ る抑 制 効 果

場合 とない場合の発電特性例 を,図4に 風力

発電システムの出力変動特性例を示す。この

ような太陽光発電システムおよび風力発電 シ

ステムの出力変動 は,電 力品質面に影響を与

える要因であ るが,分 散型電源の容量が電力

系統の容量 と比較 して十分小 さな場合には特

に問題 とはな らない。 しかし,離 島などの小

容量系統や将来的には,こ の出力変動の抑制

対策が必要である。その対策 としては,分 散

型電源側 の対応策 として,蓄 電池を設置する

方法や他 の電源 とハ イブ リッドにする方法が

あ り,ま た風力発電の場合 には,翼 ピッチ制

御速度の向上 を図る方法や集合型 とす る方法

などがある。 これ らの対応策の中で,蓄 電池

を併設することについては,現 時点において

は蓄電池自体 のコス トが高いため,将 来的に

は低 コス トの蓄電装置の開発が望 まれる。

(3)高 調波

図5に 小型太陽光発電 システムの電流歪み

率の測定例 を示す。高調波の抑制に関 しては,

.3%)

.0%)

.8%)

:翻

8%)

4.0

平成2年6月 に系統連系技術要件ガイ ドライ

ンの一部改正が行われ,分 散型電源からの高

調波発生量が規制 されるようになった。 この

規制値(総 合電流歪み率5%,各 次3%以 下)

を厳守すれば,分 散型電源からの高調波に対

しては問題はないもの と考えられる。 また,

現状の太陽光発電インバータのスイッチング

周波数は10kHz～20kHzと 高 く,上 記の電流

歪みを満足することは容易に可能であり,燃

料電池発電インバー タにおいてもスイッチン

グ周波数は数kHzと 高 く,フ ィルタ等を挿入

す ることにより容易に規制値 を満足すること

は可能である。

3.3保 護協調

(1)系 統事故時保護協調

分散型電源を系統連系した場合の系統事故

時の保護協調で特に従来と異なるのは短絡事

故時の電源挙動である。燃料電池発電や太陽

光発電が直流端子で短絡した場合の短絡電流
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は,燃 料電池発電で定格の数倍程度,太 陽光 実験センター等で確認試験が行われている。

発電では定格 の1.5倍 程度であり,従来型の過 現時点においては,こ れまでに提案 されて

電流 リレー での検出が困難iである。これに対 いる各検出方式はそれぞれ何 らかの局面にお

してはこれまでの実証試験により,高 圧連系 いて検出が困難である。 しか しながら各検出

の場合の電力系統の短絡事故については,電 技術 において欠点 となる局面はそれぞれ異な

圧低下 リレーでの検出が可能であり,ま た,る ため,複 数の方式を組み合わせ ることによ

電力系統の地絡事故についても電圧 リレーや り単独運転防止対策 としての信頼性は高 まる

周波数 リレーで検出が可能であることが明ら もの と考えられる。

かになっている。(3)内 部事故波及防止

(2)単 独運転検出 内部事故にはいろいろな形態が考 えられる

図6に 燃料電池発電システムの単独運転試 が,配 電線に影響する事故 としては,内 部短

験結果例 を示す。 この結果から明らかなよう 絡による過電流の発生 と,絶 縁不良による地

に発電出力 と負荷容量が平衡すると単独運転 絡,お よび直流分の流出が考えられる。現状

が継続する場合がある。この単独運転 を検 出 の各システムにおいては,内 部短絡 ・地絡事

する技術 として本プロジェクトでは図7に 示 故時には瞬時にシステムを停止 させ る仕様 と

すような連系点の電圧 と分散型電源の出力電 なってお り,ま た,直 流分の流出に関 しては,

圧 との相関 をとる相関法による検出技術 を提 絶縁変圧器の設置またはガイ ドラインで規定

案 した。また,こ のほかに も表3に 示すような されている直流電流漏洩防止対策により防止

検 出技術が提案されてお り,そ の一部の検出 できることから配電線への事故波及に関 して

技術の有効性については,六 甲新エネルギー 技術的な問題はないものと考えられる。

覧

●● ●●●

単独運転継続

継

続3

時

間2

(秒)

1

0

0 0.51.01.5

燃料電池発電出力/負 荷

・燃料電池発電(5kW)1～3台
・無効電力はほぼ平衡
・負荷は静止型負荷

図6燃 料 電 池 シ ステ ムの単 独運 転 試験 結果

2.0
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単 独 運 転 に な っ た場 合系 統 が通 電 され て い る場 合(b)

図7相 関 法 に よる検 出 原理

(a)

単独運転検出機能の種類と概要表3

単独運転検 出機能の種類 各 方 式 の 概 要 各 方 式 の 長 所 と 短 所

受

動

的

方

式

(1)電 圧位相跳躍検
出方式

系統連系状態か ら単独運転状態
へ移行す る時の系統電圧の位相
の急変量を検出する

長所 ・単独運転の検出感度がよい

短所 ・発電出力と負荷のバランス度合 いによって は検出不可

(2〕第3次 高調波電
圧歪急増検出方式

系統連 系状態か ら単独運転状態
へ移行す る時の系統電圧の歪み
の急変量を検出する

長所 ・発電出力と負荷のバランス度合い に左右 されない

短所 ・平衡 した3相 回路では検 出しが たい

(31周 波数変化率検
出方式

系統連 系状態か ら単独運転状態
へ移行する時の系統周波数の急

変量を検出す る

長所 ・単独運転の検 出感度が非常によい

短所 ・発電出力 と負荷のバランス度合いによって は検出不可

能

動

的

方

式

(41周 波数シフ ト方
式(
回転機による連系
には不適用)

系統周波数よ り0.i%程 度 低い周波数
で逆変換装置を運転させ

る方式で,単 独運転状態になっ
た時の周波数の変化を検出する

長所 ・発電出力と負荷のバランス度合 いに左右 されない
・(1}の方式や周波数継電器 との併用 によ り高感度となる

短所 ・バイア ス周波数を過調整す ると同期が不安定 となる

⑤

出
力
電力

変
動方

式

① 有効電力変
動方式
(回転機 による
連系には不適
用)

逆変換装 置の 出力有効電力を常
に微小変動 させ る方式で,単 独
運転状態になったときの周波数
や電圧の変化を検出す る

長所 ・発電 出力 と負荷のバランス度合いに左右されない
・周波数継電器との併用 により高感度 となる

短所 ・逆変換装置の制御系と相 互干渉 して不安定化の恐れ有

り

② 無効電力変動方
式

逆変換装 置又 は発電機の出力無効
電力を微小変動させ る方式で,単独

運転状態 になったときの周
波数や電流の変化を検 出す る

長所 ・発電 出力 と負荷のバラ ンス度合いに左右されない
・周波数継電器との併用により高感度 となる

短所 ・発電装置の制御系 と相互干渉による不安定化の恐れ有

り

⑥ 負荷変動方式 逆変換装置又 は発電機の外部に
設置 した微小 負荷を系統に一定周期

で短時間挿入 し,挿 入周期
に一致する電圧や電流の変化を
検出する

長所 ・発電出力 と負荷のバラ ンス度合いに左右されない
・逆変換装置等の内部機能 に依存 しないため単独製造 が

可

短所 ・系統側のイ ンピータンスが高い と誤動作する場合があ

る

が発生す ると,そ の前後では周波 数や電圧 などに何 らかの変化があるので,こ の

の周波数,出 力,負 荷 などを常時変化させ る機能を持 ち,系 統連系 している状 態
力が強いので微量の変化は系統 に影響を与えないが,発 電設備が単独運転になる
がな くなるため,発 電設備自身の微量の変化量が系統 に現れるので,こ の変化を
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また,小 型太陽光発電システムの例 として

「太陽光発電 システム実用化実証研究(サ ン

シャイン計画)」の中では,① 過電流検出機能

と地絡検出機能 を有す る漏電遮断器(ELB)

の設置,② 過電流発生時にはインバータゲー

トブロックの実施,③ 直流分の漏洩防止は,

絶縁変圧器の設置または直流分検出機能の設

置による方法の条件下で内部事故時の検証が

なされている。実証結果 としては,3年 間に

約60件 の障害(ほ とん どが主回路の障害)が

発生 したが,障 害は確実に検 出され,配 電線

に影響を及ぼ したケースはなかったことが報

告 されている。

3.4作 業停電時等における保安確保

分散型電源は,本 来電力系統が停電した場

合,自 律的に解列 しなければならない。本プ

ロジェク トにおいては,分 散型電源が自律的

に解列 できない場合のバ ックア ップ用 とし

て,親 局1/子 局1で 構成 される保安連絡シ

ステムユニットと,連 系用開閉器,シ ステム

用開閉器及び接地装置 を一体化 した遠方制御

型複合開閉器 を試作 し,そ の有効性の確認を

行った。その結果,応 答時間の短縮など今後

検討すべ きところは残 っているものの,系 統

連系に係わる保安面の技術的な問題点はおお

よそ解決 され得 ることが分かった。

しか しなが ら,こ の保安面に関 しては,当

面は系統連系技術要件ガイ ドラインで規定さ

れている単独運転防止機能の設置 と屋外開閉

器の設置を行 えば問題はなく,本 システムの

ような保安連絡システムは必ずしも必要では

ない。

今後,多 数の分散型電源が連系する場合に

は,技 術開発の状況,種 々の実証試験を通 し

て保安連絡 システムのあり方が再検討 される

べきであると考えられる。

3.5分 散型電源の有効性

実用化の観点から見ると太陽光発電 システ

ム,風 力発電システムは,シ ステムの簡素化 ・

低 コス ト化の課題 を除けば,実 用化の レベル

に達 していると考えられる。燃料電池発電シ

ステムは,低 コス ト化はもとより,発 電シス

テム としての実用化は,信 頼性や運用性 を含

みまだ開発 中である。

分散型電源の有効性 として太陽光発電 シス

テムの一例 を示す。図8に 示すように夏期 の

ピーク電力需要は,日 射量 とほぼ比例す る。

また,太 陽電池は日射量および温度依存性

のV-1特 性 を持っているため,太 陽光発電

システムが最大電力追従制御を行 うことによ

り,太 陽電池出力は日射量にほぼ比例す る。

従って,太 陽光発電システムの出力は電力需

要 と比例 し,ピ ー ク電力需要の削減に効果が

あると考えられる。

3.6分 散型電源設置時 における系統連系手法

の確立

電力会社が行 う連系保護装置の性能確認方

法 としては以下の手段がある。

① メーカー工場 においての立ち会い試験によ

る型式 としての性能確認

②メーカー工場における納入品の試験成績書

による確認

③公的試験機関(日 本電気用品試験所)に よ

る性能確認(任 意認証制度)

④現地据え付け後における総合動作試験によ

る確認

この中で④は最終状態での確認のため,そ
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図8夏 期 の ピー ク主要 最大 上位5日 各 日にお け る全 国平 均 日射 量 の経 時 特性(平 成元 年8月)

のデータは最 も信頼できる。 しかし,特 に単

独運転防止機能 など現地での単体性能試験 を

実施することが極めて困難な項 目もあり,ま

た電力会社 ・分散型電源設置需要家双方の負

担 も大 きい。 このため,現 時点での電力会社

の性能確認手法 としては,② と③のデータを

有効に活用 した書類審査 と現地確認(状 況に

応 じ簡易測定器による現地試験)に より行 う

ことが一般的 と思われる。

4.今 後の課題

3項 に課題に対 してこれまでの研究で明ら

かになった事項の一例を示 したが,こ の中に

は今後さらに検討 を進めるべ きと考 えられる

事項がある。

(1)分 散型電源の安定性

分散型電源の単体の安定 陛に関 しては,各

システムにおけ る長期運転(15～20年 程度)

の検証や燃料電池発電システムにおける電池

本体の長寿命化などがある。

また,系 統擾乱時の安定性に関 して,燃 料

電池発電システムにおいては,過 渡時のプロ

セス系などの挙動がシステムに及ぼす影響 を

定量的に解析 し,イ ンバータゲー トブロック

許容時間の向上 を図ることが必要である。 さ

らに,多 数の分散型電源が連系 してきた場合

は系統側への影響 も異なって くることか ら,

今後の普及状況 も考慮 した運転制御方法の検

討 を行 うこと,そ の結果が現状のシステムに

対 してどれだけのメリットがあるのか も明確

にしてい くことが必要である。

(2)電 力品質面

電圧変動抑制面に関 しては分散型電源が多

数連系されて,個 々の設備が独立に電圧抑制

制御 を行 った時の電圧変動の大 きさや発電設

備間の相互干渉の有無等の現象解析を行い,

問題があればそれを解決するためのインバー

タの運転制御方法等の検討が必要 となる。

(3)保 護協調

単独運転検出に関して,こ れまで提案されて

いる能動的な検出方式は少なからず配電線の

電圧およびインバータへ影響 を与えることが

考えられるため,そ の影響 の度合 いについて

今後の実証試験などでの確認が必要である。
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また,単 独運転の継続許容限度の定量的な

明確化やさらに効果の高い単独運転防止方式

の開発(保 護信頼度の維持 ・向上のために配

電線総合 自動化 システムの利用やニュー メデ

ィアの適用など)な どの検討 も必要 であると

考えられる。

超えるような分散型電源が連系される時点)

になると,電 圧管理,配 電系統の保護や保安

に対 して新たな問題が生 じるおそれがあ り,

分散型電源の併入限度,電 圧管理手法,配 電

系統の保護方式や単独運転防止対策等 を再検

討す ることが必要になるもの と考えられる。

5.ま と め

分散型電源の連系実績は確実に増えてきて

いるものの,表4に 示す ようにまだその実績

は少ない。そのため,機 器 ・装置の初期 トラ

ブル,経 年性能劣化などは実績の積み重ねに

よる課題の洗い出しや解決が必要 となる。

また,こ れ までの研究において概ね当初の

研究課題は解決 されてきたと考えられるが,

分散型電源が配電系統に多数導入 された時点

(フィーダの最低負荷やバ ンクの最低負荷 を
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表4新 エネルギー発電設備の系統連系実績

平成5年11月 末現在

太 陽 光 発 電 風 力 発 電 燃 料 電 池

低 圧連系 高圧 連系 高圧連 系 高圧連 系

件数 kW 件数 kW 件数 kW 件数 kW

北海道 2 93.0 1 82.5

2 93.0 1 82.5

1 63.0

東 北 1 5.0 1 322.5

1 5.0 1 322.5

1 322.5

東 京 8 24.0 7 125.5 5 800

8 24.0 4 68.0 2 450

3 9.2 2 35.0

中 部 3 37.0 8 104.9 1 250.0 2 150
2 18.9

北 陸 5 50.7 1 100.0 1 50

4 45.7 1 100.0

関 西 4 90 3 90.0 6 1120

4 9 0 2 75.0 2 320

2 6 0 2 75.0 2 320

中 国 2 12 4 3 29.0 1 33.0 1 200

1 10 0 2 9.0 1 200

1 5.0 1 200

四 国 2 6.0 1 10.0 1 100.0 1 50

2 6.0

九 州 2 7.0 7 100.0 1 250.0

2 7.0 3 60.0 1 250.0
2 τ0

沖 縄 3 750.0 1 500.0

3 750.0 1 500.0

2 700.0 1 500.0

合 計 22 100.4 39 1353.1 8 1638.0 16 2370
18 61.0 22 1119.6 5 1255.0 5 970
7 22.2 8 878.0 2 822.5 3 520

(電事連まとめを基に集計)
上段:合 計
中段:逆 潮あり(再 掲)
下段=逆 潮ありの内新ガイ ドライン準拠の連系(再 掲)

単独運転検出機能(低 圧 ・高圧),転 送遮断装置(高 圧)採 用分
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高度負荷集中制御システム
負荷平準化の一方策

福 井 康 博 ※
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負荷制御 と、需要家の負荷機器を直接制御す
1.は じめに

る直接的な負荷制御に分け られる。前者は既

電力負荷の平準化(ロ ー ド・レベ リング)

は古 くて新 しい問題である。古 くは昭和30年

代 の後半 よ り導入 された深夜電力制度が あ

り、割安 な料金適用によ り夜間の需要開拓が

図られてきた。

一方、昼間に発生する最大電力需要は、社

会生活水準の向上に伴 う快適性志 向を反映

し、冷房機器の普及拡大により着実な伸びを

示 してきた。特に近年においては、深夜の需

要開拓にもかかわらず、 ピー ク需要が発生す

る夏季においては昼夜間の需要格差が拡大 し

てきてお り、年間負荷率 も低下の傾向にある。

この昼夜間お よび季節問の需要 の格差拡

大、並 びに年間負荷率の低下は、設備利用率

の低下 につなが り、ひいては供給コス トへの

悪影響が懸念されている。

もちろん、このような状況に対 し、電力各社

は従来に増 して負荷の平準化に努め、産業用

大口需要家への季時別料金制度の導入、一般

需要家 を対象 とした時間帯別電灯料金制度な

ど新たな諸方策 を講 じているところである。

このような負荷の平準化方策には、大別す

ると前述のような料金制度面による間接的な

になじみ も深いが、後者はわが国においては、

まだな じみが少 ない。

本稿で紹介す る高度負荷集中制御システム

は、この後者にあたるもので、需要家 と電力

会社間でデー タのや りとり等(双 方向通信)

を行い、需要家の利便性を損 なわない範囲で、

需要家の負荷機器 を直接制御 し、効率的な負

荷平準化 を進め ようというシステムである。

以下に鹿児島市内で行われている実証試験

の結果について紹介す る。

なお、本研究は当研究所が新エネルギー ・

産業技術総合開発機構(NEDO)の 委託 を

受けて実施 したものである。

2.直 接負荷制御の概念

負荷平準化のための方策 としては、ボ トム

アップ、ピー クカッ ト及び負荷シフ トなどが

あるが、ここでは電力会社か らの直接負荷制

御の対象 として①深夜最低負荷時間帯のボ ト

ムアップのための温水器個別制御、② ピー ク

電力抑制(ピ ークカッ ト)の ためのエア コン

制御における負荷制御手法の概念について述

べ る。

※ 元㈲エネルギー総合工学研究所 主任研究員
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2.1温 水器個別制御 によるボ トムアップ

需要家の負荷機器 を電力会社から直接制御

す る方法 としては、 リップルコン トロールに

よる温水器制御にみられるような一方向(電

力→需要家)で のON/OFF制 御 と、双方

向通信(電 力←→需要家)シ ステムを用いて

制御対象機器(温 水器)の 必要通電時間など

のデー タを把握 し、電力側のロー ドカーブを

合理的かつ計画的に平準化 を行 う個別制御が

ある。個別制御の概念を図1～2に 示す。

(kW)

個別制御前の
温水器負荷

＼

/

個別制御後の
温水器負荷

(時)

図1温 水器の個別制御によるボ トムアップ概念

個別 温水器 の必要通 電 時間の収 集

この個別制御 では、個々の温水器が残湯量

か ら算出す る必要通電時間をセンターで収集

し、 この情報 をもとに通電時間分布 を作成す

るとともに、 ロー ドカーブを予測 し、ボ トム

時間帯に温水器負荷の配分計算を行い、各々

の温水器 に通電開始時刻 を通知する。

その後、通電開始時刻に温水器は通電 を開

始 し、沸き上が り完了時に温水器は通電 を終

了するものである。

温水器負荷の配分処理は、当夜の温水器無

しの時のロー ドカーブを予測 し、ここに温水

器 より収集 した必要通電時間と温水器容量か

ら温水器の使用電力量を求め、要求される電

力量のブロックを通電時間の長いものか ら順

に割 り当て、負荷曲線の深夜ボ トム帯がフラ

ッ トになるように温水器負荷を配分す る。

↓

通電 時間分布 の作 成

↓

温 水 器 を 除 く ロ ー ドカ ー ブ の 予 測

↓

ボ トム時 間帯へ の温水器 負荷 の

配分 処理

も

温 水器通電 開始 時刻 の通知

図2個 別制御の処理概念

2.2エ ア コン制御によるピーク電力抑制

空調機器による最大電力の増大が今後 も予

測されるなか、ピー クも尖鋭化 し、年間負荷

率低下の大 きな要因ともなっている。このた

め、 ピー ク電力の抑制ニーズは今後 も増 して

くることが予想され、その一方策 として、広

く一般家庭や事務所に普及しているエアコン

の制御が考えられるところである。

家庭用 ・業務用エアコンの制御方法 として

は、図3に 示す ように、稼働中のエア コンを

制御 センターか ら強制的(快 適性を損なわな

い程度)に エアコンのスイッチを一定時間入

切 りを繰 り返すON/OFF制 御 と図4に 示

す ようにエア コンの設定温度 を上げて全体の

エアコン電力を抑制 し、その結果全体の ピー

ク電力を抑制す る方法等がある。但 し、これ

らの制御方法は、需要家 との何 らかの合 意に

基づいて行 うことが不可欠であるが、双方向
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通信機能を活用すれば意思の伝達授受が可能

とな り,一 方的な制御の回避が可能 となる。

グループ1

グループ2

グループ3

エアコンの

稼働状態

稼働率

3分OFF、6分ON

O51015202530
一

一
非制御 制御中

図30N/OFF制 御 の概 念

…
81,rLrL[_[_「

66%60%

1未制御 制御中

… 度(℃)iiE∫ 一

図4温 度制御の概念

時間以下であり、4℃ 未満(冬 季)の 通電時

間は1～8時 間に広 く分布 している。季節別

日毎平均通電時間の推移図6を みると、温水

器の通電時間は冬季が長 く、夏季が短いこと

がわか る。

外 気 温 ℃:

28以 上

24～28

比40

率
3。/

竃2。

/

3.実 証試験結果

負荷平準化のための制御方法は、種々の も

のが考えられるが、ここでは温水器の個別制

御によるボ トムアップならびにエア コン制御

によるピー ク電力抑制 について、九州電力㈱

で実施 している鹿児島での実証試験結果 を紹

介す る。

3.1温 水器個別制御によるボ トムア ップ

鹿児島市内の実証試験 では118台 の温水器

を制御 してお り、これらの温水器を個別制御

手法により制御 した結果について述べ る。

(1)温水器の通電時間分布

外気温別の通電時間分布を図5に 示す。図

か らもわかるように、外気温が24℃ 以上(夏

季)で は、80%以 上の温水器が通電時間2～3

通

電

時

間

(分

通電時間 ランク(時 間)

〔外 気 温:7:00～22:00の 平 均 外 気 温 〕

図5平 均外気温別通電時間分布

↑)'="""'×.X

秋(11月)

賦
く

∀

春(4月)

日 付

図6季 節別日毎平均通電時間

(2)温水器普及による深夜ロー ドカーブ

実証サイ ト及び九州における温水器の普及

率は約4.5%及 び約5.3%で ある。温水器のタ

イプ を通電時間、マイコンの有無、定格容量

の5種 類に分け、各々の普及率 を割 り当てシ

ミュレー ションを行 った。図7は 試験サイ ト

の夏季 ・冬季のデー タに対 して、サイ トの普
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及率 を適用 した場合のロー ドカーブである。

温水器普及によるボ トムアップ効果は、夏季

よりも冬季が効果が上がっていることがわか

る。 また、真のボ トム帯への寄与効果 も薄い

ことが うかがえる。

費400

電

力350

k

500σ 一

4500
}

一
7月11日 一

400〔}
, 一

■
350〔} 藺 一

一

3000 願
一

2500

2000
21 23135 79

時 刻

500

消45費
40電

力35
(30
k
W25)

20

時 刻

図7実 証試験における無制御時の季節別結果例

(3)実証試験における制御効果

温水器制御によるボ トムア ップ効果 を検討

するにあたり、効果の有無をみるために尺度

を定義することとする。 ここでは、温水器制

御が深夜帯負荷のボ トムアップを目的 として

いることか ら、ボ トムアップ率 を次の ように

定義す る。

対策後の最低電力の増分ボトムア
ッフ率= ×100対策前の最低電力

このボ トムアップ率 は、現状では既に温水

器がある程度普及 しており、これによるボ ト

ムア ップ率 とこの温水器 を制御 して得 られる

ボ トムアップ率があ り、効果を検討する上で

は双方を考慮する必要がある。

① 現状普及の温水器 によるボ トムア ップ率

温水器ありの時の

温 水 器 普 及_最 低電力の増分(b-a) ×100
ボトムアップ率 α一 温水器なしの時の

最低電力(a)

② ①の温水器を制御 した時のボ トムアップ

率

婆騨 無響 騰 一
で定義付けられることになる。図8に ボ トム

アップ率の概念を示す。

温水器無制御時の

ロードかブ

＼
温水器制御時の

ロードかブ

温水器無 しの時の

ロードかブ

図8ボ トムアップ率の概念図

以上の概念 をもとに温水器の個別制御 を行

った時の効果について記載す る。

個別制御手法によ り、実証サイ トの約118台

の温水器 を制御 した夏季 ・冬季の制御結果を

図9と 表1に 示す。

温水器普及によるボ トムアップ率αは、冬

季には約9%程 度期待 され るが、負荷率が低下

する夏季の場合はあまり効果が認められない。

この温水器負荷が温水器無 しのロー ドカー

ブに対 し最適に配分 された場合の温水器負荷

によるボ トムアップ率は夏季で約7%、 冬季

で約14%と なる。冬季のボ トムアップが夏季

の約2倍 と大 きいのは、冬季は外気温が低 く

温水器の通電時間 も長いため、温水器負荷が

夏季に対 し増加するためである。

個別制御による通電開始時刻制御のボ トム

アップ率βは、夏季で約4%、 冬季で約5%の

ボ トムアップ効果が期待 され る。
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図9実 証 試験 にお け る個 別 制御 の 季節別 結 果例

表1温 水 器の普 及 に よるボ トム ア ップ状況

夏季 冬季

7月II日 1月25日

ボ トム発生時刻 6:00 5:00

温水器な し
ボ トム電 力(kW) 2,667 2,534

(a) (a2) (a4)

ボ トム発生時刻 6:00 5:00

温

水 温水器 ボ トム 電 力(kW) 2,733 2,753
(器 普及の (b) (b2) (b4)
無 が ボMア ップ

あ 率 α 斜 ムアップ電 力(kの

制 る b-a 66 219

場
御 合 斜ムアガ α(%〉
)

(b-a)/a 2.4 8.6

ボ トム発生時刻 6:00 5:30
温

通電開 ボ トム 電 力(kW) 2,853 2,882

水 始時刻 (c) (c2) (c4)
制御の

器 斜 ムアップ ボトムアップ電 力(kW)

率 β (c-a) 186 348
を

ボトムアップβ(%)

制 (〈c-a)一(b-a>)/b 4.3 4.6

し 御 温水器 ボ トム電力(k紛 2,853 2,882

なしに (c) (c2) (c4)
た 対する

通電開 ボ1ムアガ 電 力(kW)

場 始時刻 C-a 186 348
制御の

合 ボトムァ ボトムアップ率(%)
ップ率 (c-a)/aI 6.9 13.7

(4)温水器制御の全国への展開

全国の温水器普及を全国の実績ロー ドカー

ブに適用 した場合のシ ミュレー ション結果を

示す。全国における温水器の現状の普及率 は、

約5.3%で あ り、温水器の各々の普及率は九州

での普及率を使用 し、温水器の通電時間は実

証試験での実績値か ら予想したものである。

図10が 夏季 ・冬季のデー タに対 して温水器

の負荷 をシミュレーションした場合のロー ド

カーブである。夏季は通電時間が短いため、

ボ トムアップにはあまり寄与 していない。

一方、冬季は温水器1台 毎の通電時間が長

いためボ トムを中心に通電 し、比較的深夜の

負荷平準化が行 われボ トム帯がフラットなロ

ー ドカーブとなっている。このことか ら温水

器のボ トムアップ効果は、夏季は小さ く、冬

季は大 きいことがわかる。次に、 この温水器

を個別制御 した場合のシミュレー ション結果

を図11と 表2に 示す。

この表に示す ように、制御前のボ トムアッ

プ率が冬季で約8.3%程 度、夏季で約2.0%程

度 であるが、この温水器 を個別制御すると無

制御時からさらに冬季で約6.9%程 度、夏季で

約6.5%程 度のボ トムアップ率が増加す るこ

とになる。
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図11全 国 にお け る個 別 制御 の シ ミュ レー シ ョン結 果

3.2エ ア コン制御によるピークカット

ェアコンの制御方法 としては、エア コンへ

の電力供給を間欠的にON/OFFす る方法

やエアコンの設定温度 を変化 させ、エアコン

の稼働状況を低下 させる方法があ り、ここで

は、その実証試験結果にっいて述べ る。

なお、この結果は鹿児島市内の配電線1回

線のエアコン336台 を制御 した結果である。

(1)エア コ ン の使 用 実 態

平成3年 度のピー ク日における時間帯別の

エアコン使用率 を図12に 示す。住宅用エアコ

ンの使用率は、12:00時 頃より徐々に増加 し、

20=00時 頃に使用率は最大 となる。

(2)外気温 とエア コンの使用率

平成2年 度か ら平成4年 度のデー タをもと

に、外気温 とエアコン使用率(平 均値)の 変
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化について図13に 示す。一般的にエア コン使

用率は、外気温が高 くなるに従って使用率は

増加 し、30℃ 以上になるとこの増加傾向は鈍

くなる。

(3)エアコンの設定温度分布

エアコンの設定温度分布を図14に 示す。住

表2温 水 器 負荷 に よ るボ トム ア ップ状 況

温水器普及率5.3%

冬 季(H3.2) 夏 季(H3.8)

温水器 ボ トム電 力(MW) 60,150 63,940

な し (a) (a1) (a2)

温 ボ トム電力(Mの 65,120 65,190

水 温水器 (b) (bl) (b2)
器 普及の

制 轟 ムアップ 斜ムアガ電 力(MW)

御 率 α b-a 4,970 1,250

(

無 ボ1ムアガ α(%)
) (b-a)/a 8.3 2.0

ボ トム電 力(MW) 69,600 69,450

(c) (Cl) (c2)

通電開
始時刻 ボトムアガ電 力(MW)

温 制御の (c-b> 4,480 4,260

水 ボトムアップ

器 率 β ボトムアガ β(%)

制 (c-b)/b 6.9 6.5

御
( 温水器 ボ トム電 力(MW) 69,600 69,450

有 な しに (c) (Cl) (c2)
) 対する

通電開 斜 ムアガ電 力(MW)
始時刻 (c-a) 9,450 5,510
制御の
ボ トムア 斜ムアガ率(%)
ップ率 (c-a)/a 15.7 8.6

股

足

率

%

30

25
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ユ5

10

5

0

宅用一般形エア コンにつ いては、約半数が

24℃ ～27℃ に設定 している。住宅 インバータ

について も住宅一般形エアコンと同 じ傾向に

ある。業務用につ いては、特定 しがたいが一

般的に低めに設定 していることがわか る。

　

使

用

率

%

1

璽
ゆ()4

「
ノ 巳恥 鞠、

/'`""sE"・ ■

6121824

時 刻 〔時 〕

(平成3年7月23日)

図12時 間帯別 エ ア コン使用 率

業務用 一_一 一 一

/

庭 ,一

,'
ρ',戸

,''

'

'

i'
i

:

i5

'i
・

8i
・ 1,

;il
…

.Lii;… 轟 ,
{

・

訟i

1豊 ●1,!19

16℃17℃18℃19℃20℃21℃22℃23℃

股 定 温

図14設 定 温

28未満28～3030～3131～3232以 上

外 気 温(℃)

図13外 気 温 と使 用 率

住宅一 穀

……・… 住宅 イ ンバ ータ

業務用

24℃25℃26℃27℃28℃29℃30℃

度

度 分 布

一70一



朋,1991年7月23日7S…
エ アコ ン:住 宅用1

接客 ・業務 ダ

事務'業 務 電4㎜

力 こごここ 二.

無

攣 。一ダ勧_ン ・。

日 負 荷 電 力 グ ラ フ

ハ ー、、嫉 、噛グ 　
へ

/.～.＼ ＼

_働10tアiiO亥r(ll)'6'8茄2224

(下段)シ ㎜
エアコン電力 コ

謙鱗 蟹
厨寺 亥ll(時)

図15実 験 サ イ トに おけ る 日負荷 曲線(平 成3年 度)

(4)エァコン負荷の実態

平成3年 度のピー ク日における時間帯別の

フィー ダ電力と、それに 占め るエア コン負荷

の割合 を図15に 示す。ピー ク時におけるエア

コン負荷は全体の約38%を 占めている。

(5)エアコン停止による室温上昇

外気温が32℃ 以上の高温時でエアコンを停

止した場合の室温上昇 を図16に 示す。なお,

測定は部屋の中央部による実測である。

℃

3

2

6

4

室

温

上

昇

(
℃

)

123456分

図16室 温 上 昇

(6)エアコン停止による需要家の反応

外気温が32℃ 以上の高温時におけるエアコ

キ

ヤ
ン
セ
ル
率

(%

ン停止による需要家の反応を図17に 示す。な

お、キャンセル率の把握は、需要家側に取 り

付けてあるキャンセルボタンにより情報 を収

集 している。キャンセルについては、業務用

の接客タイプ(小売店舗、理容、 レス トラン、

ホール、喫茶)が 高 く、事務タイプ、住宅の

順 となっている。

100

事 務タイプ業務接轡 ㌧ ジ 乙
主宅一.

「 膠

ろ2<
ノ/.〆ン 住 宅 インハ"一タ

3060
時間(分)

図17キ ャ ン セ ル 状 況

⑦ エ ア コン制 御 に よ る需 要 家 の 反 応

エ ア コン は コ ンプ レ ッサ ー の 保 護 上 、 一 旦

停 止 す る とエ ア ー 抜 きの た め3分 間再 起 動 出

来 な いの で 、OFF時 間 を3V分 に 固定 し、O

N時 間 を9分 、12分 、15分 、18分 の4種 類 に
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分けて試験 を実施 した。 この ときのキャンセ

ル率の変化 を図18と 図19に 示す。なお、制御

継続時間は1時 間、キャンセル率 は外気温

32℃以上 で平成2～4年 度の累計値 である。
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図19キ ャンセル率(業 務用)

キャンセル率は制御開始の最初のOFF時

間+数 分間で急激に増加す る。その後、漸増

傾向を保ち、次のOFF時 間の近傍でまた増

大 してい く。住宅用も業務用 もON時 間が短

い方がキャンセル率は高 く、同 じON時 間で

も業務用が住宅用 よりも高い。

次に、温度制御であるが、現在需要家が設

定 している設定温度 を一律に(例 えば1℃)

上昇 させ る方法である。

設定温度 をそれぞれ1℃ 、2℃ 、3℃ 、4℃

上昇 させたときのキャンセル率の変化 を、図

20と 図21に 示す。

なお、温度制御については平成3年 度の途
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図21設 定温度上昇におけるキャンセル率(住宅インバータ)

中より試験を開始 したため、データの信頼性

が低 く、平成4年 度のデータのみを対象 とし

た。また、外気温についても32℃ 以上のデー

タが好ましいが、32℃ 以上の ものを対象 とし

た場合、データ数が少ないので外気温30℃ 以

上の ものを対象 とした。

サンプル数が少 ないので結論的には言いに

くいが、キャンセル率は設定温度上昇 を大 き

くするに従 って増加する。

(8)エアコン制御における削減効果

実証試験サイ トでのエアコン制御試験デー

タをもとに、サイ ト内のエアコンを制御対象

とした夏季 ピー ク時の電力削減効果のシ ミュ

レーション結果について述べる。

住宅用一般形エアコン、住宅用インバータ

エアコン、業務用エアコンについて、夏季 ピ

ー ク日における負荷 曲線に対 し、制御 を実施
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した場合の昼間電力削減効果 をシミュレーシ

ョンした。

住宅用エアコンのピー クは21時 頃発生する

が1日 の負荷曲線では昼間にピーク発生 とな

るため、住宅用エアコンの電力削減効果は、

制御時間帯(11時 ～16時)に 対 してシ ミュレ

ー ションした。

ON/OFF制 御におけ る電力削減効果を

表3に 温度制御における電力削減効果 を表4

に示す。

表3ピ ーク時における削減効果(ON/OFF制 御)

制御パター ン 削減効果

住
宅
用
エ
ァ
コ
ン

9分 18.5%

12分 15.0%

15分 11.5%

18分 10.9%

業
務
用
エ

ア
コ
ン

9分 16.7%

12分 13.2%

15分 9.9%

18分 9.7%

表4ピ ーク時における削減効果(温度制御)

制御パター ン 削減効果

住
宅
用
一

般

4℃ 上昇 6.7%

3℃ 上昇 2.6%

2℃ 上昇 7.3%

1℃ 上昇 4.1%

住
宅
イ
ン
バ

ー
タ

4℃ 上昇 48.8%

3℃ 上昇 9.3%

2℃ 上昇 6.9%

1℃ 上昇 11.6%

ON/OFF制 御については、ON時 間が

15分 も18分 もあま り変 わらない ことがわか

る。 温度制御については、削減電力を期待

す るには、設定温度を4℃ 以上変化 させ る必

要があると思われる。

(9)エアコン制御の全国展開

実証試験における試験結果をもとに、 ここ

では、エアコン制御 を全国に展開した場合の

削減電力について述べ る。

エア コン負荷が全国でどれだけ占めている

かは、実証試験におけるエアコンの時間帯別

稼働率 と使用率、ルームエアコンのス トック

量及びパ ッケージエアコンのス トック量 より

下記の式で試算す ることができる。

率

率

力

用

働

電

使

稼

量

費

の

の

ク

消

毎

毎

ツ
均

間

間

ト

平

時

時

ス

の

の

の

の

ン

ン

ン

ン

コ

コ

コ

コ

ア

ア

ア

ア

エ

エ

エ

エ

×

×

×

=

の
別
力

ン
帯
電

コア
間
費

工
時
消

この試算結果を図22に 示す。 この試算結果に

よると、全国の 日負荷曲線に占めるルームエ

アコン負荷はピー ク時で約8%、 パ ッケージ

エアコンで約11%と なった。

また、実証試験で実施 している9分ON3

分OFFの 制御における電力削減量について

も試算 した結果、約4.8×106kWの 削減電力 と

なる。

ただし、この結果 は、鹿児島での実証試験

のデー タをもとに試算 した結果であ り、地域

性 を考慮せず、エアコンを設置 している需要

家が、快適性 を損なわず全て制御に参加 した

と仮定 した場合の試算結果である。

4.あ とが き

以上、負荷平準化に資するための負荷機器

の直接負荷制御(高 度負荷集中制御)に つい
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図22エ ア コ ン 負 荷 の 日負 荷 曲 線 に 占め る割 合
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負荷:■ ■

平 成3年5月15Hの

日負荷 曲線:… … …

て述べてきた。

この直接負荷制御は、需要家の快適性 を損

なわない範囲で電力会社から需要家の負荷機

器 を制御 し、負荷平準化 を図るための技術的

実証を目的としてお り、技術的立場か ち制御

可能 という確認が得 られた。ただ、このシス

テムの実用化に当たっては、直接負荷制御の

運用面、制御参加者へのインセンティブ及び

経済性など今後検討 していかなければならな

い課題 もあ り、今後の研究成果がおおいに期

待 されるところである。

(福井氏の現職は,九 州電力㈱配電部近代化

担当)
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製油所 における電 ・熱有効利用に

関す るモデル調査結果

大 門 和 雄 ※

講麟鱒数
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題などを含む幅の広い調査であるが,技 術的
1.は じめに

調査の中心 として策定 したモデル製油所の検

石油業界は進展す る原油の重質化,需 要の

白油化 などへの対応 を迫られている。一方,

電力需要の増加が見込 まれる電力業界では原

子力 をは じめ とする発電所の立地が困難化の

傾向にあ り,電 源開発の リー ドタイムの長期

化などによ り将来電力需給逼迫の事態が懸念

されている。

このような背景の もと需要の低下が進む重

質油の有効活用策の一環 として,電 ・熱需要

が期待 され る大都 市近郊 に位置す る製油所

に,製 油所 内で消費す る蒸気の発生を組み入

れた総合効率の よ り高い発電所機能 を導入

し,電 力供給に資するとともに地域熱供給の

可能性についても併せ調査 を行った。

本調査は,通 商産業省資源エネルギー庁の

平成5年 度技術開発基盤等整備事業の一つ と

して㈲石油産業活性化センター(PEC)か

ら当研究所 に委託 されたものである。調査の

内容 は,代 表的 な現存大都市近郊製油所の

電 ・熱利用状況,米 英の製油所の発電状況 と

これをサポー トす る電気事業制度の概要,現

行の電気事業法の概要,規 制緩和の動向,発

電所機能 を持つ製油所を実現するための諸問

討評価結果 を要約 し報告する。

2.モ デル製油所の コンセプ トとケース設定

2.1コ ンセプ ト

(1)処 理能力

モデル製油所の処理能力は,大 都市近郊

に位置す る製油所の平均処理能力143,400

バ レル/日 を参考に,150,000バ レル/日 とす

る。

(2)原 油性状

モデル製油所の処理原油は,現 状の製油

所の処理原油の多 くがアラビアン系統であ

りその過半数がアラビアンライ トであるも

のの,将 来の重質化 を想定 しアラビアン ミ

デイアム とする。

(3)製 品得率

モデル製油所の製品得率は,平 成5～9

年度石油供給計画の平成9年 度の得率に対

し若干白油化が進む状況を想定 して表1の

値 を目安 とする。

(4)製 品」1生状

モデル製油所の製品性状は,現 行規格 ・

市場製品性状および今後の規制などを考慮/

※ ㈱エネルギー総合工学研究所 副主席研究員
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表1製 品得率(単 位:%)

製 品 モデル製油所
石油供給計画

(平成9年 度)

揮 発 油 28 22.56

ナ フ サ 4 4.08

ジ ェ ッ ト燃 料 油 3 3.05

灯 油 12 11.71

軽 油 22 19.54

A重 油 12 12.15

B重 油 一 0.02

C重 油 10 17.38

表2製 品 性 状

製 品 主 な 性 状

ガ ソ リン リサ ー チ ・オ ク タ ン価(無 鉛)=92

灯 油 煙 点>23mm,引 火 点>40℃

軽 油 硫 黄分 く0.05wt%,セ タ ン指 数=55

A重 油 動 粘度 く20cst@50℃,硫 黄 分 く0.5wt

%,残 留炭素分 く2wt%

C重 油 動 粘 度 く250cst@50℃,硫 黄 分 く1.0
wt%,残 留炭素分 く8wt%

し表2の ように定める。

(5)設 備構成

モデル製油所 の設備は,15万 バ レル/日 規

模 の現存製油所が有する減圧蒸留 ・接触分

解 ・接触改質・中問留分水素化脱硫 ・重質油

水素化脱硫 の設備 を組み入れるとともに,

原油の重質化傾向を考慮 し直接脱硫 ・残油

接触分解の設備 を組み入れた構成 とする。

⑥ 発電システム

製油所の発電設備の現状はボイラ ・ター

ビンによる汽力発電が多いが,幾 っかの製

油所 では副生ガスを燃料 としたコー ジェネ

レーション ・システムを採用 し製油所のエ

ネルギー効率お よび経済1生向上を図ってい

る。一方,モ デル製油所の発電 システムは,

重油需要の減少化傾 向に対処 し売電の可能

性 を検討す るため,減 圧残渣油を直接燃焼

す る直接燃焼発電ケースと一般的に汽力発

電に比べ高効率 ・低 コス トといわれる複合

発電に着 目し減圧残渣油 をガス化 し水添用

水素 を生産すると同時に複合発電の燃料 と

するガス化複合発電のケースを検討す る。

(7)発 電規模

現行電気事業法および関連法規に基づ く

自家発電規模(自 家消費の2倍 以内で150

MW未 満)の ケース とそれ を超 える卸電気

事業規模のケースを検討対象 とする。

(8)熱 供給システム

製油所の更なるエネルギー有効利用のた

め新宿副都心,幕 張,札 幌の地域冷暖房例

を参考に熱需要規模100,50,20Gcal/hの3

ケースについて外部熱供給 を行 った場合の

エネルギー効率および経済性 を検討す る。

2.2ケ ー ス 設 定

上 記 コ ン セ プ トに基 づ きケ ー ス ス タ デ ィ を

行 うた め,ま ず 表3に 記 載 の4ケ ー ス を 設 定

した 。

表3ケ ー ス と方式

ケー ス 方 式

1

9盈

00

4

減圧残渣油の直接燃焼発電(150MW未 満)

減圧残渣油のガス化複合発電(150MW未 満)

減圧残渣油の直接燃焼発電(150MW以 上)

減圧残渣油のガス化複合発電(150MW以 上)

更に,各 種検討評価のため現状の製油所に

見合 う自家発汽力発電+買 電のケー スをベー

スケー スとして設定した。

3.モ デル製油所の概念設計

モデル製油所のコンセプ トとケース設定に

従 い各ケースの概念設計 を行 った結果を以下

に示す。

3.1石 油精製設備

各ケー スとも常圧蒸留 ・ナフサ脱硫 ・接触
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改質 ・灯油脱硫 ・軽油脱硫 ・減圧蒸留 ・減圧

軽油水素化分解 ・残油流動接触分解 ・ガス回

収 ・硫化水素吸収 ・硫黄回収装置が組み込ま

れている。各ケースの相違は,発 電システム

と容量に関連 して減圧残油脱硫 ・水素製造(ス

チーム リフォーマー)・ ガス化装置の有無 と

容量である。各ケー スの主な特徴 を以下に述

べ る。

(1)べ 一スケース

①減圧残渣油の一部 を汽力発電の燃料 とす

る。

②水添用水素はナフサのスチーム リフォー

ミングにより製造する。

③減圧残渣油 の大半 を石油製品 とす るた

め,減 圧残油脱硫装置の容量は最 も大 き

い 。

(2)ケ ース1

①減圧残渣油の一部 を汽力発電の燃料 とす

る。

②水添用水素はナフサのスチーム リフォー

ミングにより製造す る。

(3)ケ ース2

①減圧残渣油の一部 をガス化 し複合発電の

燃料 とす ると同時に水添用水素 を得 る。

②従って,水 素製造装置は不要。

(4)ケ ース3

①減圧残渣油の全てを汽力発電の燃料 とす

る。

②従 って,減 圧残油脱硫装置は不要。

③水添用水素はナフサのスチーム リフォー

ミングに より製造する。

(5)ケ ース4

①減圧残渣油の全てをガス化 し複合発電の

燃料 とすると同時に水添用水素 を得る。

②従 って,減 圧残油脱硫装置および水素製

造装置は不要。

ケース1お よび2の ブロックフローを例 とし

て図1お よび図2に,各 ケースを構成す る装

置の能力を表4に 示す。

3.2発 電 設 備

各 ケ ー ス の主 な特 徴 を以 下 に 述べ る。

(1)べ 一 ス ケー ス

①100kg/cm・,510℃ 級 ボ イ ラ で 減 圧 残 渣 油 を

直 接 燃 焼 す る。

② ボ イ ラか ら発 生 し た蒸 気 は全 て 背 圧 ター

表4装 置 能 力(単 位:バ レル/日)

装 置 能 力
装 置 1べ 一 ス ケー ス ケー ス1 ケー ス2 ケー ス3 ケー ス4

常圧蒸留 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000

ナフサ脱硫 44,060 43,940 43,840 43,200 43,200

接触改質 28,000 28,800 28,800 28,600 28,600

灯油脱硫 13,710 13,710 13,710 13,710 13,710

軽油脱硫 18,810 18,810 18,810 18,810 18,810

減圧蒸留 74,750 74,750 74,750 74,750 74,750

水素化分解 43,860 43,860 43,860 43,860 43,860

滅圧残油脱硫 28,710 24,640 21,390 一 一

残油流動接触分解 22,200 22,200 22,200 17,100 17,100

ガス化 一 一 9,500 一 30,890

水素製造(H2MMNm3/日) 1.50 1.24 一 0.26 一

硫黄 回収(ton/日) 480 420 480 225 490
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ビンに送 る。

③ タービンからの抽気および排気蒸気で製

油所にて必要 とする蒸気を賄 う。

(2)ケ ース1

①ボイラ用燃料は減圧残渣油を直接燃焼す

る。

②139kg/cm・,538℃蒸気による再生再熱サ イ

クルを採用。蒸気ター ビンか らの抽気 を

出来るだけ行 いター ビンでの復水損失 を

抑えている。

(3)ケ ース2

①減圧残渣油 をガス化 しガスター ビン燃料

として使用する複合発電。

② ガスター ビンは1,100℃,100MW級 を想

定。

③製油所の蒸気所要量 とガスター ビン用排

熱回収ボイラで発生す る蒸気が丁度見合

うので背圧 タービンを使用した。

(4)ケ ース3

① ケース1と 同じ再生再熱サイクルを大容

量 化 した 。

② 但 し,蒸 気 レベ ル を超 臨 界 圧 の246kg/cm・,

566℃ 級 に上 げ て効 率 を高 め て い る。

(5)ケ ー ス4

① ケー ス2と 同 じ減 圧 残 渣 油 の ガ ス化 複 合

発 電 を大容 量 化 し た。

② 但 し,ガ ス ター ビ ン は1,300℃ 級 に 改 良 し

た150MW級 タ ー ビ ン を4系 列 設 置 。

ケ ー ス1お よび2の ブ ロ ッ ク フ ロー を例 と し

て 図3お よび 図4に 示 す 。

4.モ デル製油所の検討評価結果

4.1電 ・熱バランスの評価

発電設備の電 ・熱バランスの計算結果を表

5に 示す。

この結果,

①ベースケースは,背 圧タービンを使用した

ので出力および発電効率は低 いが,製 油所

への熱供給を含む総合効率は極めて高い。

②ケース1は 製油所への熱供給の効果で比較

表5発 電 設 備 電 ・ 熱 バ ラ ン ス

摘 要 べ 一 ス ケー ス ケ ー ス1 ケ ー ス2 ケ ー ス3 ケ ー ス4

発 電 方 式 ボイラ/背 圧 タ 再熱ボイラ/再 10万即級ガスタ 再熱ボイラ/再 15万1酬 級 ガ ス タ
一 ビ ン 生 ・復 水 ター ビ 一 ビ ン,排 熱 回 生 ・復 水 ター ビ 一 ビ ン,排 熱 回

ン 収 ボイラ/背 圧 ン 収ボイラ/背 圧
ター ビ ン ター ビン

系 列 数 1 1 1 1 4

出 力(kW) 25,700 149,100 118,400 972,600 847,200

発電 総 合・ 発電 総合 発電 総合 発電 総合 発電 総合
効率 効率 効率 効率 効率 効率 効率 効率 効率 効率
(%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)

外部熱供給量
OGca1/h 15.8 91.2 31.9 60.2 37.5 83.2 42.2 49.0 48.9 61.7

20Gcal/h 『 一 31.0 64.3 一 一 41.9 49.9 48.8 63.1

50Gca1/h 一 一 29.2 69.9 一 一 41.4 51.2 48.3 65.0

100Gcal/h 一 一 26.2 79.4 一 一 40.6 53.4 47.6 68.1

備 考:⑦ 出力は外部熱供給が無い場合の発電端 の値。

④発電効率=(発 電端 出力)/(燃 料 消費量 ×低位発熱量)

⑰総合効率=(発 電端 出力+熱 供給量一入熱量)/(燃 料消費量 ×低位 発熱量)

㊥燃料低位 発熱量:減 圧残渣油9,500kcal/kg,ガ ス化燃料2,640kca1/Nm3。

㊥燃料はボイラあ るいはガスター ビンでの消費量 を基準 としてい る。従 って,ガ ス化装置 での損失は含

まない。
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的に高い総合効率が得 られている。

③ケース2は,蒸 気バ ランスの関連で背圧 タ

ービンを使用 したので極めて高い総合効率

が得 られている。反面,通 常の天然ガス複

合発電に比べ蒸気タービンの出力が低い。

④ケース3お よび4は,発 電設備 自体の消費

熱量 ・蒸気発生量が製油所での熱供給量あ

るいは外部熱供給量に対 してはるかに大き

いため,ケ ース1お よび2程 の効果が得 ら

れていない。

⑤汽力発電(ケ ース1,3)に 比ベ ガスター

ビン複合発電(ケ ース2,4)の 方が高い

発電効率が得 られてお り,発 電のみ とらえ

れば複合発電が有利である。

一方
,上 記の検討はガス化複合発電におけ

るガス化装置の燃料損失などを含 まない発電

設備のみの比較になっている。そこで,ガ ス

化装置の損失を考慮し比較 した結果を表6に

示す。

表7建 設

表6ガ ス化装置の損失を考慮した効率

(外部熱供給が無い場合)

ケ ー ス 発電効率(%) 総合効率(%)

べ 一 ス 15.8 91.2

1 31.9 60.2

2 28.5 63.3

3 42.2 48.6

4 37.4 47.2

この結果,汽 力発電の方が発電効率が高 く

複合発電の高効率性が生かせ ていない。ガス

化装置の熱バ ランスなど今後更に詳細な検討

が必要であろう。

なお,ケ ー ス1～4の 発電効率 ・総合効率

の考え方を図5に 示す。

4.2経 済性評価

ガス化複合発電におけるガス化装置を含む

発電設備 を対象 として経済性の評価 を行 うた

めに使用 した主な数値 を表7に 示す。なお,外

部熱供給は温水 とし供給配管長を3kmと した。

費 他

摘 要 べ 一 スケー ス ケー ス1 ケ ー ス2 ケー ス3 ケ ー ス4

建 設 費(億 円)

発 電 設 備

ガ ス 化 装 置

合 計

外 部 熱供 給設備

(100Gcal/h)

(50Gcal/h)

(20Gcal/h)

68

-

68

工
一

316

-

316

18.3

15.2

12.7

207

177

384

二
}

1,751

-

1,751

18.3

15.2

12.7

1,186

595

1,781

18.3

15.2

12.7

触媒 ・薬 品 ・用役他 費 用

(億円/年)
9.10 10.92 5.17 41.33 12.93

発電設備の年間稼動時間,負

荷率
8,000時 間/年,100%

人 件 費 1千 万 円/年 ・人

原価償却 期 間 15年

一83一
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(1)発 電原価

各ケー スの発電原価 を図6に 示す。

単15

価

燃10

料

費

灘 懲

匿璽 蜀その他発電 費(円/kWh)

醗翻 羅 燃料費(円/kWh)

幽■一 事 業用火力燃料費

(4.7円/kWh)

図6発 電 原 価 と 燃 料 費

備考:⑦ 外部熱供給 を行 わない場合。

④ 燃料価格15,000円/k2,100%負 荷。

この結果,

①発電原価は発電規模が大 きくなるほど低

下する。

②汽力発電に比ベガス化複合発電のほうが

若干原価が高い。

③発電原価に占める燃料費 を10電力会社の

火力発電全体の燃料費4.71円/kWh(平

成4年 度)と 比較すると,べ 一スケース

を除 き優れている。

(2)回 収期間(年)

べ一 スケースに対する追加設備を回収する

ケース1～4の 回収年数 を図7に 示す。

図7回 収 年 数(ケ ー ス1～4)

備考:⑦ 外部熱供給 を行わない場合。

④ 燃料価格15,000円/k2,売 電単価7.5円/kWh。
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図8外 部 熱供 給 が 回収年 に 及ぼ す影響(ケ ー ス1)

備考:⑦ 熱供給価格40円/1,000kcal。

ケー ス1に おける外部熱供給が回収年にお

よぼす影響 を図8に 示す。

この結果,

①発電設備の回収年は4.2～7.1年 の範囲 と

な り,設備構成 が最 も単純 なケース1(汽

力発電)の 回収年数が最 も短い。

②外部熱供給が回収年数に与える影響は立

地条件や配管施設費などにもよるが,予

想以上に大 きい。

(3)ケ ー ス1～4の 発電原価 は負荷率100%

の場合6.2～10円/kWhと な りその内燃料 費

は3.2～4.7円/kWhと なるが,売 電需要 など

の事情によ り負荷率 を下げざるを得ない場合

は発電原価にはねかえることとなる。従 って,

発電効率 は変わ らないとして負荷率70%の 場

合 の発 電単 価 を算出す る と図9の よ うに

7.5～12.2円/kWhと なる。

次にケース1～4の 単純回収年数 を4年 と

した場合の売電単価 を逆算すると,負荷率100

%お よび70%の 場合表8の ようにな り,実 現

15
発

電

単

価

図9発 電 原 価 と 燃 料 費

備考1⑦ 外部熱供給 を行 わない場合 。

④燃料価格15,000/k2,70%負 荷。
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化のためには売電単価が大きなインセンティ

ブになると考える。

表8回 収年数を4年 とした場合の売電単価

(ケース1～4)

負荷率(%)
売電単価(円/kWh)

ケー ス1 ケー ス2 ケー ス3 ケー ス4

100

70

8.16

9.88

17.64

23.53

9.59

12.18

10.62

13.52

4.3省 エネルギーの評価

各ケースの省エネルギー の評価 を行 うた

め,べ 一 スケースと電力会社の発電所 を組み

合わせたシステム(以 下 「現状 システム」 と

いう)の 供給電力量とケース1～4の 売電量

を同一 とし,表9の 数値を使用して燃料消費

量を算出し比較検討 を行った。

表9事 業 用 発 電 所 発 電 効 率 他

項 目 対 ケー ス1・2 対 ケー ス3・4

・事 業用発電所発電効率(発 電端,%) 38.2(高 位 発 熱 量べ 一 ス) 43.2(低 位 発 熱 量 べ 一 ス)

・発電所内損失(%) 4.9 3.8

・高位 発熱量/低 位発熱量比 1.05 一

・低硫 黄C重 油製造損失(%) 8.0 8.0

・重油輸送損失(%) 1.0 1.0

・送配電損失(%) 5.8 5.8

備考:⑦ ケース3・4は 事業 用発電所 に匹敵する規模であるので,

発電所効率 ・所内損 失は負荷率 などの影響 を考慮 し補正 した。

計算結果の例 としてケース1の 場合 を図10

に示す。

低硫黄重油の翰送

29.2tlh28911hL

事業用
発電所

製油所
3131現

一

減圧残さ一一
46.6σh

100%14.9【 へ

残油脱硫装量 (0.3Vh)

発電所か らの送竃
54。1MW121!7MW■

一

発餓設備

汕所所内動力

25.7MW

F

磯MW (乳1MW)

▼
60.5MW

需要家への送電

(1〕 攻状のシステム

(ペースケ・一スと事業用発電所の綴み合わせ)

製油所

減1:!三残さ

423乳/h

90.8%

讐,MW 爾/
605MW

周辺需要家への送電

〔2〕 ケース1の システム

図10燃 料供 給,発 電 シ ステ ム(現 状 システム とケー ス1)
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ケー ス1～4の 比 較 検 討 結 果 を表10に 示 す 。

表10燃 料削減 効果(ケ ー ス1～4)

現状システムの ケー ス1～4の 燃料削減率
ケー ス 燃料 消費量 燃料消費量

(t/h) (t/h) (%)

1 46.6 42.3 9.2

2 39.1 37.5 4.1

3 233.3 208.7 10.5

4 206.6 204.8 0.9

当検討結果によるとケース1～4と も燃料

消費の削減が可能であり,更 に遠隔地の発電

所 と比較すれば送電線の送電損失分 も期待出

来 る。

更に,外 部熱供給を行 うことによる省エネ

ルギーの効果 を確認するために,ケ ース1に

ついて図11に 示す検討 を行 った。

製汕所

全燃料量

減圧裁 さ換算

49.2tn,

100%

　リユ

糺
灯汕

残油脱硫装置

発電設備

讐辮 動力

25.7MW

低硫黄重油の餉送

27.Oth26.7t!h

(03t!h)

発電所からの送電

54.1MW1125MW

(65MW)

需要家への送鷺

51.9MW

事業用
発亀所

灯油

47.1GcaVh

5.0吻(減 圧残さ換算量)

O

〈]

〈]

熱需要40GcaVh

(効率85%)

(1》 現状のシステム 〔ペースケースと事茎用発電所の綴み合わせ)

然洪給40Gca1/hの 時

製汕所

全燃料量

減圧残さ 一一
42..3》h発 電設備40GcaVh

86.0%

　お 　　　

鵯辮 動力 燗W」 欝 「

周辺の電気.熱鴛要家

(2)ケ ース1の システム

図11燃 料供給,発 電システムと熱供給(現 状システムとケース1)

検討結果は表11に 示すように燃料消費量は る。 また,燃 料 を灯油から減圧残渣油に振替

86%程 度 となるが,外 部熱供給を行わない場 が出来 るので資源活用の面か らも有意義 とい

合に比べ燃料削減率は更に5%程 度改善 され えよう。

表11外 部熱供給による燃料削減効果

外部熱供給無しの場合 外部熱供 給40Gca1/hの 場合

現状 システムの
燃 料 消 費 量

(t/h)

ケー ス1の

燃料 消 費 量

(t/h)

燃料 削減率

(%)

現状 システムの
燃 料 消 費 量

(t/h)

ケー ス1の

燃料 消 費 量

(t/h)

燃料削減率

(%)

46.6 42.3 9.2 49.2 42.3 14.0
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4,4環 境評価

(1)炭 酸ガス

表10に 示す ようにケース1～4の 燃料消費

量は現状 システムに対 し約1～11%削 減可能

である。従 って,炭 酸ガスの排出量 も燃料消

費量に比例 して約1～11%削 減出来る。

(2)硫 黄酸化物

事業用発電所で使用する低硫黄C重 油中の

硫黄含有率が0.5%以 下であることに対 し,減

圧残渣中の硫黄含有率は4～5%と 一桁高い

が直接燃焼 システムでは2段 脱硫などの高効

率排煙脱硫設備 を設置す ることによってほぼ

同様 な硫黄酸化物排 出量 まで抑えることが可

能である。 また,ガ ス化複合発電においては

ガス化装置中の脱硫設備の脱硫率が高いので

直接燃焼発電 とほぼ同様な排出量 となる。

(3)窒 素酸化物

直接燃焼発電においては低NOxバ ー ナー,

乾式触媒脱硝装置を設置す ることにより極め

て低いレベルまで窒素酸化物 を抑制可能であ

る。ガス化複合発電においてはガスター ビン

の排ガス量が同規模の汽力発電に比べ約2倍

あ り,ガ ス化燃料の理論燃焼温度が高 くサー

マルNOx生 成量が 多くなることが予想 され

るため,窒 素酸化物の排出量に関 しては不利

である。

表12に ケース1～4のSOx,NOx排 出量 を

示す。

表12SOx,NOx排 出 量(ケ ー ス1～4)

脱 硫 ・ 脱 硫 ・ 年 間
ケー ス 排 ガ ス 脱 硝 率 脱硝後濃度 排 出 量

(%) (ppm) (ton/年)

量(Nm3/h-DB)520,000

1 SOx(ppm-DB)2,560 99.5 12.8 152.1

NOx(ppm-DB)180 80.0 36.0 307.5

量(Nm3/h-DB)958,300

2 SOx(ppm-DB)6.2 一 6.2 135.4

NOx(ppm-DB)320 80.0 64.0 1,007.6

量(Nm3/h-DB)2,569,000

3 SOx(ppm-DB)2,559 99.5 12.8 751.5

NOx(ppm-DB)180 80.0 36.0 1,519.4

量(Nm3/h-DB)4,749,000

4 SOx(ppm-DB)6。8 一 6.8 737.4

NOx(ppm-DB)320 80.0 64.0 4,993.2

5.今 後の課題

近年欧米ではガス化複合発電の実施あるい

は計画が盛んに行われているが,本 調査では

そのメリッ トなどが表れていない。本調査 で

はガス化装置の詳細な熱バランスをとってお

らずガス化率などを推算していることに起 因

す ることも考えられるので,今 後更にガス化

装置の詳細 な検討 を行 うことが望 ましいと考

え る 。

6.お わ り に

本調査 をま とめ るにあた り絶大 なるご支

援 ・ご協力をいただいた九州大学吉 田教授殿

および分科会委員各位,PEC企 画調査部土

屋部長殿 ・鈴木殿並びに当モデル製油所の概

念設計などを担当された東洋エンジニア リン

グ㈱の各位 に心 より厚 くお礼 申し上げます。
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「人へ のや さしさ」 を 目指 した

原 子力の技術 開発 の方 向性 につ いて
く卑

む
をゑ

繋講1響

原 田 義 也 ※

1.は じめ に

総合エネルギー調査会原子力部会中間報告

(通産省審議会)に 見られるように 「人への

やさしさ」が今後の原子力発電 を展開 してい

く際のキー コンセプ トとして示 されている。

「人へのや さしさ」 というキーワー ドは,

ここ2～3年 の間,社 会環境の変化,真 の豊

かな生活の実現指向という文脈の中,心 地 よ

い響 きを持 って広 まりつつある。 しか しなが

ら,何 をもって 「やさしい」 と考えるのか,

そしてそれをどのように具現 してい くのか等

については,あ まり議論 されておらず,曖 昧

であったと言わざるを得ない。当研究所では

東京大学近藤教授のご指導の下,時 機 を得て

「人へのや さしさ」に係わる一連の命題 につ

いて応えようと試みてお り,本 報ではこの結

果を紹介す る。

なお,本 調査は通商産業省資源エネルギー

庁か らの委託事業で実施 したものである。実

施にあた り財団法人産業創造研究所にご協力

いただいている。

II.「 人 へ の や さ しさ」 とは

1.各 産業界の例

例えば家電業界では物がない時代の 「安い

ものを大量に」が通用 しな くなり,よ り機能

の高いもの,使 いやすいもの,持 つことに意

味 を感 じられ るものが売れている。即 ち欠乏

が消費動機であった時代から,心 地 よさや 自

己実現 といったレベルが要求される時代へ と

変化 してきている。また,プ ラン トの場合,

景観 ・環境を配慮/創 造 した発電所等,単 な

る環境の問題を越えて,地 球環境面が重視さ

れてきている。 さらに,産 業活動 を越えた企

業市民活動 にも期待 と評価が寄せ られてい

る。従って,「人へのやさしさ」という言葉は,

高度技術社会における人間の適応性や地球環

境の問題等に関す る形容詞 と考えられる。「人

へのや さしさ」 を実現す るためには,そ の技

術 に関係する人々の希望 に基づ く設計,つ ま

り 「人間中心設計」 を行 う必要がある。様々

な分野でその様な方向を目指 した動 きが見ら

れる。

2,マ ズローの心理モデル

最近流行の 「やさしさ」 とい う言葉は,欲

求 ・希望に対応 した応答 として捉 えるならば,

具体的に考えやすいので,人 の欲求 を5段 階

で整理 したマズローの心理モデルを適用 した

※(財)エネルギー総合工学研究所主任研究員
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(図一1)注1。 人は生来上昇志向を持ってお

り,暑 さ ・寒 さ ・飢え等の最 も基礎的な生存

欲求が満たされ ると,さ らに高い欲求を生 じ,

遂には 「や りがい」 とか 「真の豊かさ」等の

最 も高い次元の 自己実現 を求め る。つまり人

の欲求 ・希望は階層性を持 っていると考えら

れる。各産業界の例は,こ のモデルによりよ

く説明される。

技術開発の成功が期待 される技術 シーズを

把握す るために,消 費者のニーズをマズロー

のモデルで分析す るシステムエンジニア リン

グのアプローチ もあ り注2,実 際問題 として人

の欲求に合致 した製品が ヒット商品となるこ

とを勘案すると,分 析手法 としては極めて有

効である。

III.「人 にや さ しい 」 原 子 力

1.求 められるブレークスルー

今後の基数の増加,一 層の世界的な普及 を

考えると,安 全性,経 済性及びパブ リックア

クセプタンスの面で,原 子力はさらに形を変

えるもの と考 えられる。 しか しながら,こ れ

までに も関係者による種々の技術開発の努力

があ り,ま た必要性について一般公衆か らの

理解があるにも関わらず,立 地等実際的な面

で容易には進んでいない。 これは即ち,真 に

社会の求めに応えていない,従 って関係者の

欲求 ・希望に応えるという形での,ブ レー ク

スルーが求められている,と いうことを示 し

ている。

自 己 実 現

成長欲求※ 真
(存在価値) ,叢

(メタ欲求) 昊
躍 動
個 性
完 全
必 然
完 成
正 義
秩 序
単 純
典 官旦 田

楽 し み

無 凝
自己充実
意 味

自 尊 心
他 者 に よ る 尊 敬

愛 ・ 集 団 所 属
基本的欲求 安 全 と 安 定 ＼
(欠'欲 求)

生 理

空気 ・水 ・食物 ・庇 護 ・睡 眠 ・性

的

＼
外的環境

欲求充 足の前提条件
自由 ・iFl?SE・秩 序
挑発(刺 激)

※成長欲求はすべて同等の重要さをもつ(階層的ではない)

図 一1マ ズ ロー の欲求 階 層心 理 モデ ル

2.原 子力に対す る 「人」の欲求構造

原子力について,関 係者の欲求 ・希望をマ

ズローの心理モデルを適用して実際問題 とし

て考察 してみよう。原子力は,そ の安全性の

確保,シ ステムの大 きさ,経 済的な波及効果

の大 きさ,社 会基盤であること等 を勘案す る

と,エ ネルギー問題ならびに地球環境問題の

中で,広 く社会 システムの一部 として設計 し

てい く必要がある。そのように考えると 「人

へのや さしさ」の 「人」を,ど う考 えるべ き

か。ここでは,比 較的均質な欲求 を持つ と仮

定される分衆(セ グメント)を 構成 している

利害関係者 ・ステー クホルダーズとして,

a.運 転員 ・保守員等の直接当事者

b.立 地地域周辺の公衆 ・社会 ・自然環境

c .一 般公衆 ・社会 ・地球環境

の3者 を対象 として考えている。 これ らの関

りあう人々の欲求 ・希望が,マ ズローの欲求

階層モデルに概ね従 うと仮定 し,各 々の欲求
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に応える目標 を摘 出す ると,表 一1の ように

なる。横軸には関わ り合 う「人」,縦軸には「欲

求 ・希望」のレベル,各 欄には 「どう応える

か」具体的な欲求の内容 とそれに対する対応

の方策が体系的に表されてお り,原 子力施設

の 「人へのやさしさ」 を分析的に考 える上で

のフレームワー クが提供 されている。ただ し,

やさしさの度合いが異なるために,複 数の欲

求レベルに同様の目標が繰 り返 し現れるもの

もある。 このため,い かに設計すべ きかを考

えるためには,な お整理が必要である。

3.「人にやさしい原子力」設計指針

表一1に 繰 り返 し現れる同様の目標を整理

することで,表 一2に 示す設計の考 え方 ・指

針 を得ている。以下,27項 目の指針及びその

具体的方策案 について概略の説明を加 える。

なお本指針 は,従 来の機能分析的な視点を

否定するものではな く,む しろさらに追加 し

て 「人間の感性を満足す る上で何が必要か」

とい う視点で書かれている。「人」の高次な欲

求にはハー ド的な 「設計」ばか りでは応える

ことがで きない。従 って,設 計指針 を標榜 し

ながら,原 子力施設の 「や さしさ」 を実現す

るためのソフ ト的な制度的方策にも触れるよ

うにしている。

3.1直 接当事者に対する指針

(1)人 間の必要 な場所 を,普 通の職場に

(定期保守時を含む,無 人化 をも考慮)

指針1.運 転 ・保守作業を安全且つ容易にす

ること

a)安 全に働けること

労働者の高齢化,減 少加速化の一因とし

て指摘 され る3Kを 排 し,よ り高い労働安

全の確立,労 働負荷の軽減,労 働環境の改

善 を実現すること。

b)安 心 して働けること

設計及び管理において経験 を十分に生か

し,不 意 ・不測の事態を避ける設計により

安心 して運用できること。

c)労 働条件/待 遇 を改善す ること

今後期待され る高齢者 ・女性労働者が作

業分担可能な就労の形態 とす ること。

指針2.放 射線管理,汚 染管理 を不要 とする

こと

立入らない,立 入って も汚れないこと。

具体的には例えば,立 入制限区域放射線量

を1mSv/年 以下,1mSv/年 以上の区域

は遠隔自動化 とす る。

a)被 ば く低減

放射線量を低減 した設計であること。

b)放 射線防護の強化

労働安全の観点から,実 際的な影響 をな

くす ることが重要である。

指針3.三 交替勤務が不要であること

防護管理区域内に隔離された勤務,夜 勤

を含む交替勤務等は肉体的には勿論の事,

精神的負担が大 きく,これを軽減すること。

例 えばシステム無人化 を図り,ユ ニ ッ ト/

サイ ト/本 社の何れかに中操監視センター

を置 く自動化プラントの運用,遠 隔診断技

術等による臨時/定 常現場作業低減設計等

が考えられる。

指針4.快 適で,業 務に集中できること

a)適 度 な緊張感があること

原子力施設は通常の運転操作の必要が少

な く単調化 しがちであるため,業 務に集中

できるような環境づ くりと,適 切な作業時

間配分等を重視す ること。
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表 一1ス テー クホル ダー ズの欲 求 を,マ ズロー の分類 を参 考 に整理 した フ レー ム ワー ク

ステークホルダー ズ

マズローの分類
(1)一般公衆,地 球 環境の欲求 に応え る存在 (2)立地地域公衆,地 域 の環境の欲求 に応 える存在

(3)運転 貝,保 守員等の直接 当事 者の欲求 に応 える存

在(職 場環 境,設 計)

1.〈 生理 的欲求〉基本的欲求 (1)1.〈健康生 活レベ ル 〉
「国 民が健康 で最低限度 の生 活 を送 りたい」

とい う欲求 に応え る存在
・停電 等の実社会生活 に支 障な し

・有害物 質を放出 しない
・子孫へ の悪影響が ない

(2)1.〈物理的 な迷惑 をかけない存在 〉
立地周辺地域 の住民 ・社会 ・環境 に,事 故等の実

際的 な迷惑 をか けない存在
・避難不要

・有害物質 を放 出 しない

・温排水対策
・子孫への悪影響 がない

(3)1、〈肉体 的最低欲求 レベ ル〉

運転 員,保 守 員等 の直接 当事 者に とって,肉 体 的苦

痛等 を与えない,最 低 限の欲求 を満足す る職場環境,

設 計
・子孫 への悪影響が ない

生命活動を維持するための,飢
えや渇き等の最低限の身体的条件
を整える欲求

2.〈 安 全欲求>1.が 前提 (1>2.〈精 神的負荷 レベ ル〉

国民 が脅威 を感 じない存在
・安定供 給

・高 い信頼性で社会生 活に支障な し
・分か りや すい安全防護思 想

・少 ない廃棄物量

・高信 頼性

・低故 障頻度

・廃炉 しやすい

・子孫 への悪影響の恐 れがない

(2>2.〈精神的 な迷 惑 をかけ ない存在 〉
立地周辺地域 の住民 ・社会 ・環境 に とって,安 心

で きる存在 ＼
・家族が安心 して住め る ・情報提供
・親近感 ・理解が しや すい

・接近性 ・解放性 ・家族 が楽 しめ る

・誠意 ある対応

(3)2.〈精 神的最低欲求 レベ ル〉

運 転員,保 守 員等 の直接 当事者に とって,精 神 的苦

痛 を与えない,最 低 限の欲求 を満足す る職場環 境 設

計
・安心 感 ・安 らぎ感
・作 業安 全

危険に さらされ ない、生存に対

す る脅威 を感 じない状況 を確 保す
る欲求

3.〈帰属/愛 情 の欲求>1,2.が 前提 (1)3.〈価値 観共有 レベ ル〉
「わが国が世界の一 員 として認め られ たい」

とい う欲求に応 える存在
・暗 いイ メー ジな し ・努 力 ・協力のア ピー ル

・プラン ト長寿命化 ・立地 地域 との調和

・資源 有効利用 ・信 頼感 ・親近感が ある

・高 エネル ギー効率

・情報 公開

・有用性 のア ピー ル
・自然環 境破壊か らの保護

(2)3.〈存在意義 を感 じられ る存在 〉

地域が わが 国の一員 として認め られ,ま た国に貢

献 して いる と実感 で きる存在
・化石燃料 の消 費削減

・CO ,の 抑制
・他地域へ のエネル ギー送 出

(3)3.〈愛他精神 レベ ル〉

(肉体 的 ・精神 的最低欲 求が満 足 され た上 で生ず

る),運 転 員,保 守員等の 直接 当事 者に とっての,「地

域社会,会 社組織 の一 員 として認め られたい,人 々か

ら愛 された い」とい う欲求 を満 足する職 場環境,設 計
・適 正労働 負荷 ・低被曝

・設計標準化 ・設計裕度 ・耐 力

・少ない現地工事 ・良好な労働 条件
・現地労働力の活用 ・良好な作業環境

・人材確 保 ・雇用拡 大 ・交代勤務 負担軽減

・作業の平坦化

社 会 の一 員 として 認め られ た
い,人 々か ら愛 され たい,そ のた

め には 自己 をも犠牲 にす る とい う

欲求

4.〈 尊 重 欲 求>1,2,3が 前 提 (1)4.〈世 界的主導,貢 献 レベ ル 〉
「わが国が世界 において優位 にあ ると感 じら

れ,ま た尊重 され たい」 とい う欲求,に 応 える

存在
・経済 的優 位1生(安 い電気料 金〉

・長期 的エネル ギー の展望

・社会 に希望 ・夢 を与 える

・力にな る先端技術

'

(2)4.〈優越感 を感 じられ る存在 〉
地域が わが国において優位 にある と感 じられ,ま

た尊重 され るこ とに寄与す る存在
・地域社会へ の貢献

・地域振興 ・経 済発展

・文化的貢献

・地域 の誇 り

・メッセー ジ発信

・社会 基盤整備 への貢献

・発電所付帯 設備 の充実

(3)4.〈満足感 レベ ル〉

運転員,保 守 員等の直接 当事者に とって,満 足感,

達 成感やゆ と り等 の得 られ る職場環境,設 計
・簡単操作 ・簡単作業 ・適度 な緊張 と精神的ゆ とり

・誰で もで きる ・福利厚生の充実

・労働 時間短縮 ・高信頼性 ・低故 障頻 度

・適切 な情報提供 ・休暇取得 が容 易

・専門知識不要 ・作業室が 美 しいこ と

・働 きが い ・誇 り ・スマー トでおしゃれな外観
・楽 しい職場 ・高収入

・対象の構造・仕組が単純

主観的,客 観 的のいずれ であれ,

人々 より優位に立 ちたい,何 か を

達 成 したい,人 々か ら尊 重 された
い とい う欲求

5.〈 自 己実 現 欲 求>1,2,3,4が 前 提 (1)5.〈多様 性許容 レベ ル〉
「多様な価値観 を持 っ国民の欲求」 を実現 で

きる存在
・個 人に希望 ・夢 を与 える

・自然育成 ・環境創成

・文化 的貢献
・魅 力的先端技術

(2)5.〈自活 ・自尊の誇 りある存在 〉
地域 の物 的 ・人的資源 を活用 した総合的 な町づ く

りによる,地 域 の理想 を実現 する存在
・地域企業 との取 り引 き ・学習&遊 びの場の提供
・職員 の定住化 ・産 業誘 致 ・創出

・環境調和 ・人作 りへの貢献

・良好 な景観 ・地域 活用化

・地域 との融合 ・共 存

・雇用提供 ・永住 したい
・住民本位 ・観光 資源

・住民の意思決定への参加 ・多目的利用

・双方向コミュニケーション

(3)5.〈創造意欲 レベ ル〉
運転 員,保 守員等の直接 当事者 に とって,創 造性 の

高い,充 実 した職場環 境,設 計
・時間的 ゆと り
・誤操作に寛容

・曖昧 さ ・ゆらぎの許容

・異常検知の容 易性

・対象挙動の予測性

・状況把握 の容 易性

個 人の価値観 ・世界観 に基づ き,

個性 や能力 を最大 限に発揮 したい
とい う欲求



表 一2人 にや さ しい原 子 力施 設 の設 計 の考 え方 ・指針

設 計 指 針 備 考

(1)人 間 の必要 な場 所 を,安 心 して働 け る,普 通 の職 場 に

(定期保 守 時 を含 む),(無 人化 をも考 慮)

指 針1.通 常運 転,点 検,保 守 作業 を,安 全 かつ容 易 にす るこ と

運 指 針2.放 射線 管理,汚 染 管理 不要(立 入 らな い,立 入 って も汚 れ ない)で マ ズ ロー の欲 求 階

転
員

、

あ るこ と

例 えば,立 入 区域 線量 を1mSv/年 以下、

層,〈身体 的欲 求 〉,

〈安 全欲 求〉,

保 1mSv/年 以上の線量区域は遠隔自動化とする 〈帰属欲求〉に対応

守 指 針3.三 交替 勤務 が 不要 で あ るこ と

員 例 えば,無 人 シ ステ ム と監視 セ ンター の連携 運用

等 指 針4.心 理 的に快 適 で,業 務 に集 中で き るこ と
の
直 (2)事 故等 の 緊急 時 に も安 心 して運 転 で き る

接 指 針5.判 断 を不要 として,無 人化,省 人化 を図 るこ と 〈安 全欲 求〉に,主

当 指 針6。 人間 の判 断 と操作 が 必要 な場合 に,こ れ をサ ポー トす る こ と に対応
事
者

指 針7.人 間 が判 断 と操 作 を誤 った場合 に も,訂 正 され 大事 に至 らない こ と

(3)勤 務 を通 じ,作 業 員 の誇 りと 自己実 現 をか な え るこ と 〈帰属 欲求 〉,

指 針8.社 会 中心 設計(役 割 が 目に見 え る)で あ る こ と 〈尊重 欲求〉,

指 針9.作 業 内容 が創 造性 を排 除 しない,ま たは刺 激す るこ と 〈自己実現 〉に 対応

(1)安 心 で きる こ と

立
地

地

指 針10.オ ー プ ンで あ るこ と

例 えば,公 園,見 学 等 に よ り接近 で き,情 報発 信等 に よ りよ く分か るこ と,

指 針11.安 心 ので きる防 災対策 が あ るこ と

指 針12.安 心 の で きる環境 対策 が あ るこ と

〈身体 的欲求 〉,

〈安 全 欲求 〉に 対応

域 (2)地 域 に共生 し,活 力 を もた らす こ と 〈身体 的欲 求〉,

住 指 針13.地 域 経 済社 会 のネ ッ トワー クに共生 す る こ と 〈安 全 欲求 〉,

民 例えば,熱 供給等による,産 業/生 活面での共生 〈帰属欲求〉に対応
、

(3)地 域 に誇 りと 自己実現 とを もた らす こ と
地

指 針14.地 域文 化社 会 のネ ッ トワー クに共生 す る こ と
域
社
会

例 えば,特 産 品 を活用 して,地 域 の文化 風 土 を生 か す

文 化施 設併 設 に よ る,文 化 面 での 共生

指 針15.地 域 住 民が 設計 に参 加 で き るこ と

〈尊重 欲求 〉,

〈自己実現 〉に 対応

例えば,建 屋外観設計を公募により決定する

指 針16.先 進 的 な地 域 であ る こ とが,よ く分 か る こ と

(1)ト ラブル発 生頻 度 が少 な く,安 心 で き るこ と 〈身体 的欲 求〉,

指 針17.従 前 の 高信 頼度 を確 保 す る こ と 〈安全 欲求 〉,
一

般

公

指 針18.エ ネ ル ギーが安 定 して供給 され る こ と

指 針19.一 般 公衆 に理 解 を求 め る設計 で あ るこ と

〈帰属 欲求 〉,

〈尊重 欲求 〉に対 応

衆 (2)地 球 にや さ しい
、

指 針20.資 源 リサ イ クルす るこ と 〈身体的欲求〉及び

社 指 針21.廃 棄 物 の発 生 ・処 分 に配慮 した設 計 であ る こ と 〈尊 重欲 求〉,

会 指 針22.自 然環 境,景 観調 和 に配慮 す るこ と 〈自己実 現〉に対 応
、

指 針23.人 にや さ しい こ と

地
球
環
境

(3)国 と して,人 類 として,誇 りを持 て る こ と

指 針24.経 済 の発 展 に寄与 してい るこ とが,よ く分 か るこ と

指 針25.平 和利 用 され て い るこ とが,よ く分か るこ と

指 針26.魅 力 的 な先端 技術 を適 用 してい る こ とが,よ く分 か る こ と

指 針27.国 際 的に 貢献 してい る こ とが 、 よ く分 か る こ と

〈安 全欲 求〉,

〈帰属 欲 求〉,

〈尊 重欲 求〉,

〈自己実 現〉に対 応

マ ズ ロー の欲求 階層 モデル … 〈身体 的欲 求〉/〈 安全 欲求 〉/〈 帰属 欲求 〉/〈尊 重欲 求〉/〈 自己実現 〉
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b)す てきな職場であること

例えば人間工学的に良好な環境にあって

も,運 転員には視力減退 を訴えるものが少

な くないので,緑 を配置 して焦点に変化 を

与える等,ス トレス軽減のための工夫が必

要。「清潔」「自然 を感 じさせ る」「芸術性 を

感 じさせ る」「心理的に落ちつかせ る」作業

環境 とす ること。

(2)緊 急時にも安心 して運転できる

指針5.無 人化、省人化を図ること

a)専 門知識を不要化すること

原子力施設に従事する作業員は専門知識

を十分に有するべ きであるが,常 時専門知

識 を必要 とすると作業信頼性の観点か ら好

ましくない。負担軽減のためにも監視業務

を主 とし,専 門知識 を不必要 とすること。

またルーチンワー クも多く,作 業の質に

ある程度左右 されない工夫が必要。

b)機 械化/自 動化 を図ること

全 自動化,監 視プラン ト化等により,一

部の勤務形態に固有な,労 働条件,内 容に

関わる負担,な らびに通常時/事 故時の負

担を軽減すること。

指針6.判 断 と操作をサポー トすること

a)適 切 な情報提供

運転員/作 業員の適切な判断のために,

原子力施設は 自らの状態 を告げる等,十 分

な情報を提供す るものであること。 また,

教育プログラムが充実 していること。

b)曖 昧 さやゆ らぎの許容

人間の誤操作,操 作タイ ミングのずれ等

を補完す ること。

指針7.誤 判断/誤 操作時に大事に至 らない

こと

a)緊 急時等に助言がある

運転貝の負担は身体的に軽減され,思 考

ならびに精神的に増大す る傾 向にあ るの

で,適切な負荷緩和方策が講 じられること。

また,人 間の限られた認識チャンネルに

割 り込むような,「思いこみ」の排除に配慮

すること。

b)時 間的ゆとり

非常時に,人 は全神経 を集中して対応に

当たるが,時 間的ゆ とりが無いとそのまま

ス トレスとなり,人 間信頼性が低下する。

適切な対応が とれる工夫が必要である。

c)誤 操作に寛容

非常時には,慌 てて事態の把握に時間が

かか る場合 もあ り,人 間信頼性を担保す る

論理が求められ る。

d)設 計裕度 ・耐力

設計は十分合理的であるべ きだが,人 間

信頼性がシステムの信頼性に著 しく影響 を

与えるような場合には,ア クシデン トマネ

ジメン ト同様,確 率は低 くとも予測 しうる

事態には,何 らかの対策があること。

(3)作 業員が誇 り,自 己実現できること

指針8.社 会 中心設計(役 割が目に見える)

魅力的な仕事 とするためには,誇 りを感

じられるようにす ること。 また,以 下の方

策以外に,定 年後 も働け る等により人生の

展望が得 られることも大切。

a)ハ イテク化

先端性 を感 じるハ イテク化 を図ること。

b)研 究機関,途 上国等への技術協力

運転経験,運 転データ等の実績等の ノウ

ハ ウや人材が,原 子力及びそれ以外の技術

の発展に寄与 し,誇 りを持てること。
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c)安 定供給,安 定運転

仕事の意義,責 任,達 成感を視覚的に感

じられる表示 システム。

指針9.創 造性に配慮 した作業内容であるこ

と/

以下の具体的な方策以外に,ス タッフ業

務 を選択できる等の適正人事配置 も能力活

用に大切。

a)フ レックスタイム制の導入

定員のある職場では調整が必要だが,要

員数低減等を図 ること

b)創 造性 を考慮 した作業環境

インターフェイス,オ ペ レーターサ イ ド

シ ミュレー タ,CAI等 により,作 業の過程

に創造性 を考慮す る。

c)技 術を伝承する

業務上のノウハウが有効に活用され るオ

ンラインヘルプシステム。

d)技 能向上意欲啓発

オンライン技能達成度評価システム。

3.2.立 地地域に対す る指針

(1)地 域の住民/社 会が安心できること

指針10.オ ープンであること

a)「 正体が分かる」こと

情報提供活動,コ ミュニケーション活動

等 を活発にする,マ ルチ メディアその他の

最新 コ ミュニケー ション技術の適用。また,

事故時等に速やかに対応が とれるようにす

るために,社 内コミュニケー ションシステ

ムならびに即応体制 を確立す る。

b)親 しみが もてること

公園等の形で多 くの人が集 まれるように

し,施 設の接近性 ・解放性 を図ること。ま

た景観設計について,従 来の 「隠す努力」

から 「見せ る努力」へ と,発 想の転換を図

り,良 好な外観,景 観 とすること。

指針11.安 心のできる防災対策があること

例えば実際的に避難が不必要であること

が示 される等,災 害が起 こり得ないと理解

し,信 頼できるものであること。

指針12.安 心のできる環境対策があること

周辺の自然環境が立地に伴い変化 し,損

なわれ,ま た周辺住民の子孫への悪影響が

出たりしないこと。

a)有 害物質 を放 出しない

公害等のように何 らかの影響を及ぼす有

害物質の放出を避けること。

b)温 排水影響対策

温排水影響緩和 は勿論のこと,積 極的な

利用方策 を進め ること。

c)自 然保護

土木工事によ り影響を受ける海岸線 ・山

林等を,保 護または創造する。

(2)地 域に共生 し,活 力をもたらすこと

指針13.経 済のネ ットワー クに共生す ること

地域の理想が裏付け られる経済的 自立及

び発展に寄与す ること。共生の方策 として

は,雇 用提供,地 域産業の活用,社 会的機

能の整備,職 員の定住化,地 域振興,経 済

発展,物 流 ・情報の充実,地 域住民の優遇

等が挙げられる。技術的には,次 の ような

オプションが考えられる。

a)原 子炉熱多目的利用

プロセスヒー ト利用等により,原 子力施

設 を機能的に直接地域に貢献すること。

(3)地 域 に誇 り と 自己 実 現 を もた らす こ と

指 針14.文 化 的 ネ ッ トワー クに 共 生 す る こ と
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地域に固有な文化面において,他 地域 よ

り優れたいという欲求に対応す ること。以

下の設計面でのアプローチ以外に,大 学教

育,学 卒者の就職先等があって一生過 ごせ

ること,メ セナ活動 を通 じて,地 域文化の

保存 ・育成 ・啓蒙を行い,文 化水準向上に

寄与すること,国 際交流の支援等 も考 えら

れる。

a)学 習及び遊びの場の提供

原子力施設に科学 ・博物 ・水族 ・図書館,

体育施設等の教育施設を併設 して文化水準

向上に寄与すること。

b)文 化施設の充実

原子力施設にオペ ラ,コ ンサー ト等が開

ける総合一ホール等の文化 ・催事施設 を併設

して文化水準向上に寄与す ること。

指針15.地 域住民が設計に参加できること

直接/間 接に関与することはアクセプタ

ンス上大変好 ましい。後々残 るような外観

設計のような形で,原 子力施設への関与 ・

参加の機会があること。

指針16.地 域の先進性が,よ く分かること

以下の設計面でのアプローチ以外に,地

域が環境負荷抑制等により他地域に貢献 し

ている事実のPR,炭 素放出量低減/地 球

環境保護に貢献 している立地地域振興のた

めの炭素税の地方交付等が考えられる。

a)誇 れる特徴 を有す ること

・科学技術で貢献すること

・先進技術 を採用 したプラン トとすること

・新エネルギー等,そ の他 も見られること

・先端的な研究機関を設置すること

3.3一 般 公 衆 に対 す る指 針

(1)一 般 公 衆 が安 心 で き る こ と

指針17.従 前の高信頼度 を確保すること

a)安 定運転の確保

b)放 射性物質放出の心配がないこと

c)ト ラブルの少ない,順 調な運転

d)高 い信頼性

運転実績上の順調 より一歩進んで,細 か

い不調や ミスについても十分に低減する。

e)大 事故が起 きない

論理的で誠実な安全への取 り組み とその

PRを 行 うこと。

f)避 難が不要

本質的に避難が不要 とするこ と。

指針18.エ ネルギーが安定供給されること

経済面での自主 ・独立を支える確個 たる

エネルギー源であること。

a)経 済性確保(安 い電気料金)

b)長 期的エネルギー展望

c)原 子燃料サイクルの確立

指針19.一 般公衆に理解 を求めること

身近 に感 じられ,信 頼のできることで,

一般公衆が安心する。以下の技術的アプロ

ーチ以外に,理 解 ・広報活動,意 見収集活

動等が考 えられる。

a)分 か りやすい安全防護思想

b)コ ミュニケーション

見学,通 信等により一般公衆 との コミュ

ニケー ションチャンネルを幅広 く,ま た効

果的に展開す ることが非常に重要。

(2)地 王求にやさしい

指針20.資 源 リサイクルす ること

先進国が尊重 されるためには,地 球環境

にやさしいことが必須 となってきている。

原子力は資源消費が比較的少ない と考 えら

れているが,一 層の有効利用を図ること。
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指針21.廃 棄物の発生 ・処分に配慮す ること

指針12.で も環境への配慮に言及 したが,

地球環境面か らはプラン トライフにわたる

配慮が特に必要である。環境 を汚染 し,健

康 を害す る存在は,立 地地域は勿論,一 般

公衆に受け入れ られない。

a)廃 炉 しやすい

設計 ・廃炉手順 ・廃棄物取扱い方策等に

おいて廃棄物量低減に配慮す ること。

b)プ ラン ト長寿命化

寿命延伸に配慮す ること。

指針22.自 然環境,景 観調和に配慮すること

一般公衆にとって
,自 然環境保護の象徴で

あること。

a)自 然環境破壊か らの保護

b)見 た 目に美しく,親 しみやすいこと

指針23.人 にや さしいこと

一般公衆にとって,人 にやさしいと感 じ

られること。再帰的だが,文 脈 として重要。

具体的には,関 係する人々の希望に応える

設計であること。

(3)国 として,人 類 として誇 りを持てること

指針24.経 済発展への寄与が よく分か ること

経済成長 と人口増加 を支える,希 望ある

エネルギー源であること。一般公衆か ら見

れば立地地域 との調和 ・共生がその象徴。

指針25,平 和利用が,よ く分か ること

核不拡散技術の適用等によ り,原 子力施

設の存在が平和を象徴すること。

指針26.先 端性が,よ く分かること

a)原 子力技術の確立,高 度化

例えば,海 外に受け入れられ輸出 もでき

る,世 界に冠たる設計 となること。

b)高 い信頼性の達成

技術水準,運 転実績等において世界的に

優れていること。

c)経 済的な優位性の確立

d)高 エネルギー効率

e)魅 力的先端技術

原子力技術が画期的 な特徴 と意味 を持

つ,希 望に満ちたものであることが国民の

理想 を実現すること。

指針27.国 際的貢献が,よ く分かること

a)PeaceKeepingTechnology(PKT)

PKTは まだ単なる標語だが,運 転・保守等

の運用 に際 して技術力 をあ まり必要 とせ

ず,発 展途上国が安心 して所有できるよう

な,安 全性/信 頼性及び核不拡散性が高い

設計の開発に寄与すること。

b)人 的 ・経済的貢献 原子力に関わる全

ての立場が,国 際的かつ地球大の視点で考

え,行 動すること。

N.結 論

原子力が真に社会の求めに応えるブレー ク

スルー として期待される 「人へのや さしさ」

を体系的に考察し,「人にや さしい原子力」設

計指針をまとめた。本指針は今後の原子力設

計 に際 して考慮すべ き事項 と位置付け られ

る。ただし各指針は個々において最大限 「人

へのや さしさ」を達成す ることを目標 とした

ので,必 ず しも他の指針 と整合 していない。

従って,設 計指針全てを一意に満足す る設計

を考えるのは難しいことに注意 を要す る。

原子力の 「や さしさ」は地域共生 ・一般公

衆の安心等を広 く含めて考えるべ きであ り,

このように考える以上,設 計面ばか りでな く,

制度的に もアプローチが必要である。

ここで紹介 した指針は目新 しいものではな
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く,む しろ技術的には従来 より指摘 されてい

る範囲 を越 えるものはあまりないというご指

摘があるかもしれない。これまでにも,ヒ ュ

ーマンインターフェイス等の技術的な問題

地域渉外等の組織的な問題,ま たは政策の透

明性等の問題は議論 され,ま た取 り組みもあ

る訳だが,一 方で小文が提案する 「人へのや

さしさ」 というフレームワー クか ら全体 を捉

え直すことにより,諸 々の原子力技術開発課

題が一つの大きな流れの中に体系的に促 えら

れることが再確認できる。 またこのようなフ

レームワー クで考えると,次 元の高い欲求 ・

希望については,従 来あまり配慮されておら

ず,こ れ とい う設 計 方 策 も な い こ とが 明確 に

な っ た。 今 後 は 広 く関係 者 の 間 で こ の よ うな

フ レー ム ワー ク に基 づ い て 共 考 し,真 に社 会

の 希 望 に 応 え る ため の知 恵 を結 集 す る こ と,

そ して 共 通 の 認 識 を 固 め るべ く努 力 を重 ね る

こ とが 必 要 と考 え る次 第 で あ る。 小 文 が 諸 賢

に と り 「人 にや さ しい 原 子 力 」 を考 え る一 端

と な り,ご 意 見 と批 判 を戴 け れ ば 幸 い で あ る。

注1マ ズロー の心理 学,フ ランス ・ゴー ブ ル

著,小 口忠 彦監 訳,産 能 大学 出版部

注2SYSTEMSENGINEERING,Andrew

P.Sage,WileySeriesinSystemsEngi-

nee「1ng
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私たちは内房線沿いの干葉県富津市にやって

きました。房総半島といえば,海辺ののどかな

イメージがありますが,こ こ富津市は今話題

沸騰の場所なのです。東京から特急さざなみ

で約1時 間,君 津の駅を降り私たちが目指す

ところは,昨 年7月 にオーブンしたばかりの

TEPCO新 工ネルギーパー一ク。

ノ
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IAE女 性研 究員取材 チー ム

訪 問記
TEPCO新 工ネルギーパークは東京電力富津

火力発電所に隣接しており,新 エネルギー館と屋

外施設から成る新工ネルギーの展示・研究施設で

す。館内の展示ホールは「研究開発の部屋」,「太陽

の部屋」,「光の部屋」,「風の部屋」,「化石の部屋」という5つ のコーナーとデークルームに分かれ

ていて,新 工ネルギーの技術を映像やパネルを通して見ることができます。それだけでなく,

大がかりな実験装置を操作して実際に新工ネルギーを体験できるようにもなっています。

エネルギー館では副館長の平嶋さん,パ ークレディの川上さんと富津火力発電所の前川さん

のにこやかな出迎えを受けました。そしてまず私たちが通された場所はオリエンテーション

ホール。ここで新エネルギーの原理や特徴といった基礎知識が上映されます。

TEPCO新 工ネルギーパークでは風力発電,燃 料電池発電,太 陽光発電の研究 ・開発が進

められています。

!

G

風 力 発 電
一風が吹けば

電気が生まれる1?一

石油危機を発端として注目され

始めた風力発電は,地 球温暖化が

危ll貝されている咋今二酸化炭素を出

さないクリーンな発電方法として研

風は太陽の熱によって暖められておこ

る空気の流れで,そ の向きや強さは絶え

ず変化 しています。この気まぐれなエネ

ルギーを上手に利用するために風力発電

には様々な機能がついています。新工ネ

ルギー館の 「風の部屋」では風車がいつ

も風に向かうことができる機能のメカニ

ズムを紹介しています。

究されているそうです。

でも風はとっても気分屋1

一分たりとも同じ強さでは吹

いてくれませんし,吹 いてくる

方向もまちまちです。その点は

どのようにフオローされている

のでしようか,こ のエネルギー

パークを見学するとちよっびり

理解できそうです。

孕 灘

警駄

ユ擁雛禰

風
の
部
屋
で
風
車
の

メ
カ

ニ
ズ
ム
を
考
え
て
み
よ
う

講響

ー

.、も義

颪

撫
、 鳩
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また、こち

らの部屋ではパー

は大枝が動き,電 線が鳴り,傘 がさしに

くい程度の風なのだそうです。傘が

さしにくい程度の風,と いうのはか

なり強い風ですが,そ う珍しくはあ

りません。しかし,副 館長の平嶋さん

によると,日 常的に吹くところとなる

と非常に限られてしまうそうです。風力

発電の設置場所を決めた際もまず富津,

瀾 柏崎の3地点が候葡 げられま(9

したが,最 終的には富津だけが条件にあ

っているということで選ばれました。

新工ネルギー館から屋外へ出ると,巨

大な風力発電装置がそびえ立っています。

タワーの高さは30mと いうことですから,

肉食恐竜で有名なチラノザウルスの倍以

上の高さということになります(チ ラノ

　な
嚢蝦譲雛 置鑑輩搬

購1ギt
瀟 灘総熱 　 環、

識総壁爵
吹 き飛ばされませんように…(風圧体験装置)

G
ザウルスは全長12m)。 また,そ のプロ

ペラは半径15mに もおよび,回 転してい

るときの音はまるで大きな氷かき機がか

き氷を作っているようです。(これはプロ

ペラの根元に付けている歯車の音だそう

です。)今年の4月 に 「進め/電 波少年」

というテレビ番組が取材にきて,タ レン

トの松村君が"ぴ ろぴろ君"と 名付けた

そうですが,実 際聞こえてくる音はその

ような軽やかな音ではなく,今 後の改良

が必要と思われました。

ここで作られた電気で施設の電源

の一部をまかなっていますが,風 が

平均して強く吹いているときには富

津火力発電所へ送り,起 こした電気

が余らないようにしているとのことで

した。

人は五感によって外界の様々なことを

知覚しています。今回私達は巨大な風力

発電装置を見,そ してその音を聞き,さら

にその風にあたることで,風 力発電を身

近に感じることができました。

燃 料 電 池 発 電

燃料電池の"プ ロ フ ィ ー ル"

ここで活躍しているのは定格出力50kW

の水冷式リン酸型のもので,燃 料に天然

がスを使用し,排 熱利用が可能という特

徴をもっています。だから,電力としてだ

けではな く,館 内 の給 湯 や 氷蓄 熱式

ヒートポンプと組み合わせて冷 ●暖 房

に利用することができるのです。氷蓄熱

式ヒートポンプは,お 得な深夜電力を利

用することで夏には氷,冬 には温水とし

て蓄えて昼間の冷 ・暖房に使用するため

に働いています。
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燃料電池発電の"原 理"

o

轟鱗,解
より直流電流を作り出すもO。 」 ・へ.

こ藝

㍗

＼
磁∴

電池発電註 が ρ
風力発電や太陽光発電と比べると,ご 覧の

とおり大きな箱があるだけで地味に思えます

が,気 象条件に影響されないのです。だから,

館内全体で必要な電力である145.7kWの 一部

を賄うために,常時 ほ ぼ 一 定 に

働き続けているがんばり者なのです。

不足分はというと,お 隣の富津火

野 所から供給を受けてい《ず

原燃料 ⇒

(天然ガス)

電池発電"も う1つ の使 命"

「長期連続運転における耐久性 ・信頼性の

検証をして実用化に向けてデータを蓄積す

ること。」

燃料電池からの"お 知 ら せ"

館内では,燃 料電池の実物が目の前で見学

できます。また,化 石 の 部 屋 では化石燃料

の知識の他に,燃 料電池発電に関する

知識が得られるΩ&Aコ ーナー,メ

リットや導入の実例の紹介,特 徴を

生かした「地域工ネルギーセンター構想」

50kW燃 料電池発電装置基本プロセス

などの展示物があり,子 供にも「そうか1」

と思えるような工夫がふんだんにされていま

した。

館
内
の
給
湯
に
利
用

館
内
の
暖
房
に
利
用

設備仕様
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光発電って何?
私達の生活に身近で欠くことのできな

い太陽は,重 要なエネルギー源として最

近注目されています。光をシリコンの半

導体(太 陽電池)に 当てると電気が発生

する性質を利用した発電システム,そ れ

が太陽光発電です。初めに人工衛星に使

われ,今 は身近な製品に時計や電卓があ

ります。太陽の光は無限でクリーン,お

まけにただ。…拍子そろったエネルギー

なのです。

ここでは太陽光発電を業務用インバー

タエアコンに利用する研究を進めてい

て,屋 外にその実験装置,ソ ーラー

キャビンがあります。9kWの 太

陽光発電装置で屋上に東,南,

西の3方 向に3種 類の太

陽電池モジュール(単

結晶,多結晶,ア

モルファス)

が設置さ

れて

轟 ぐ轟 響

諜欝 欝灘
舟警響

詫

霧

太陽工ネ兇 謹美験装置は ラ
〆

一キャビンだ はありません

パークのもう一つの目玉にソ

ー トがあります。一周が約200

の専用サーキットがあり,そ .誠
ノ ダ

ができるのです。ソーラーカート臨 カ

ート後部に取り付けられた太陽電池で

エネルギーを補給しながら走ります。

さっそく乗り込み発進。スーっと静かに動き出

し,排 気がスもでないし,が

ソリン特有のに

誰
鍵影

欝
婁
蕊

/

でも瞭 遮 は

鍋 、ov…rx

㌻4

/

おいもないの

で乗り心地はなかなか。ら

くらく1周 できました。ただ太陽電

池は電気を蓄えられないので,天 気や充電のこと

が問題になりますが,ホ テルやゴルフ場といった

限られた場所での利用には向いています。それに
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霧蕪
　ぜ 　　 おも

灘

灘
響 壽.

.箋

鯛 鱗 籔を取り入れた住宅はずでに

擁磯懸毒憲
讐聯離饗

!?SfiK理という気が します。
、 塾

4欝

蕪
難

麟 〆 轡筐なればまさに
醜 謙 鞭 夢のようなエネル

繕 犠 ギーです。藁 攣

礁議灘

の際,県 の教育委員会や知事に意見を聞いた

り,説 明をして回ったそうです。だから小中

学生が社会見学に来たり,学 習の場としても

役だっているとのこと。

また,地 元の芸

踊りやカラオケ

大会などのイ

ベントを開

催して地元

の人とのふれ

あいを大切にし

ています。私達

知的好奇心を刺激し

つつ,遊 び心も忘れない,科 学と遊びがうま

くミックスされた体験型テーマパーク。楽し

めること請け合いです。

憩 い の パ ー ク

パーク内には実験設備だけでなく,ジ ャン

グルジムや水遊びができる池や売店があり,

憩いのスペースとして子どもから大人まで楽

しめるように設計されています。パーク建設

ひ
峰

@

鍵 …

■お問い合わせ先TEPCO新 エネルギーパーク

〒299-12千 葉県富津市新富25

TELO439-B7-9191(代 表)
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灘 葵潔湊潔潔潔潔湊湊潔潔潔潔潔潔湊葵潔潔潔湊潔潔湊潔潔潔i蒸潔潔潔湊潔潔潔潔

エネテクドリーム21(そ の8)

「改めて評価 され た黛ごみ発電"の 意義 と

本格的普及の ための高度化対策の体系 」

よ し や こう き

与志耶 劫 紀

潔潔灘 慈潔潔潔潔灘 蒸灘 慈潔潔灘 蒸葵潔潔湊潔灘 遜葵潔潔潔潔潔湊潔湊湊湊葵潔湊

§1.は じめ に一 何 故 に 改 訂 か

(1)エ ネテク ドリーム21(そ の4)執 筆当時

(平成5年4月)の 状況

ごみ発電については,「季報エネルギー総合

工学」第16巻 第1号(平 成5年4月 号)に 掲

載 したエネテク ドリーム21(そ の4)「 ごみか

ら夢 と純水 を,21世 紀の夢工場"ご み発電"」

において,(1)ご み発電の高効率化対策,及

び(II)ご み発電 タービン排気を利用 した「低

温造水装置の設置による純水の供給」の提言

を中心 に述べ たところであったが,そ の後の

1年 余の間にごみ発電を巡る状勢は政策面,

制度面及び技術面のいずれにおいて も,大 き

な進展が見 られている。

〔備考〕本稿 での 「ごみ発電」は,「廃棄物発

電」の通称用語 として使わせて頂いた。

① 電気事業連合会による 「廃棄物発電へ

の協力について」の公表(平 成3年1月)

この基本方針は,「今後 ごみ発電 を推進 して

い くためには電力会社 と地方 自治体が相互 に

協力 し,電 気の価値(供 給の安定性 と質)を

高めるための努力を重ね,適 切な価格 を形成

していくことが必要である。」との認識の もと

に,電 力業界のごみ発電に対する支援 ・協力

の姿勢を明確 にした ものであ り,次 の2項 目

か ら成っている。

(i)廃 棄物発電を行 う上で,安 定的な電力供

給に努めようとす る自治体等に対 し,発 電

設備の建設段階か ち技術的協力を積極的に

行 う。

(ii)廃 棄物発電によ り生 じる余剰電力につい

ては,電 力会社が購入の具体的方針 を明 ら

かにし,安 定的電源 として位置付けられる

ものは高 く評価することにより,廃 棄物発

電の建設計画の推進に協力する。

更に,こ の基本方針の中で,余 剰電力の購

入単価の設定について,「廃棄物発電によって

軽減 される電力会社の火力発電のコス トを目

安 とし,安 定性等供給力 として期待できるも

のについては,固 定費および燃料費相当の高

い評価,そ れ以外については燃料費相当の評

価 とする。」 とされた。

② 電気事業連合会による 「新エネルギー

等分散型電源からの余剰電力購入につい

て」の公表(平 成4年2月)

この基本方針は,「 太陽光発電,風 力発電,

燃料電池発電などの新エネルギーは今後の技

術開発やコス トダウンにより経済性や信頼性

のさらなる向上が期待されている。」との認識

の もとに,電 力業界のこれら分散型電源の実

用化に対する支援 ・協力の姿勢 を明確にした
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ものであり,次 の2項 目より成っている。

(i)自 家発電 として導入 される分散型電源に

ついて,一 定の条件の下で電力系統への連

系希望に応 じるとともに,余 剰電力は積極

的に購入 してい く。

(ii)余 剰電力の購入方針については,廃 棄物

発電については平成3年1月 公表した基本

方針に沿って具体的購入を行ってきたが,

今後 も一層積極的にすすめて廃棄物発電の

推進に協力す る。

(iii)余剰電力の購入単価については,次 の と

'おり
。

a太 陽光発電及び風力発電については,

今後の技術開発によって商用化が図られ

るまでの間は,「 お客 さま」への販売単価

を限度に積極的に購入してい く。

bま た,燃 料電池発電についても,廃 棄

物発電同様の考 え方で評価 し,積 極的に

購入していく。

なお,こ の基本方針 は平成4年4月 から電

力各社により適用開始された。電力各社に よ

る 「廃棄物発電,燃 料電池発電等に対する余

剰電力購入単価」(購 入条件 メニュー)を 表5

に示す。

(2)総 合エネルギー調査会基本政策小委員会

中間報告(平 成5年12月1日)

① 検討の視点

平成2年6月 以降における内外のエネルギ

ー情勢の変動 を踏まえ,以 下のような視点に

ついて検討がなされた。

(i)エ ネル¥・一一一需給安定化対策のあ り方

国際情勢の変化,エ ネルギー需給構造の

変化 を踏 まえ,エ ネルギー需給安定化対策

を見直す必要はないのか。

(ii)エ ネルギー供給体制に係る規制のあり方

エネルギー供給の効率化を図る上で,現

行の供給体制に係 る規制のあり方を見直す

必要があるのではないか。

② 電力供給体制における柔軟化

同報告書は,「II今後のエネルギー政策の基

本的方向,4一 層の効率性を目指 したエネル

ギー供給体制の柔軟化,(3)電 力供給体制の

柔軟化」において

(i)「近年の技術開発の成果を背景 として,廃

棄物発電,新 エネルギー発電(燃 料電池,

太陽光発電,風 力発電等)等 といった,電

気事業者以外の者 も行 いうる新たな発電形

態(分 散型電源)が 出現 していること

(ii)発 電部門における市場原理の導入 とい う

考え方に立ち,分 散型電源の一層の導入促

進 を図 ることが重要 な課題 となっているこ

と

(iii)このためには,予 算,税 制,財 投 といっ

た諸施策 を講 じるほか,分 散型電源 を全体

の電力供給システムのなかに組み入れてい

く施策が必要であること

㈲ これ までにも,分 散型電源からの余剰電

力の購入について,電 力各社が平成4年4

月に購入条件メニュー を公表して積極的な

購入を開始 したところであるが,こ の対象

はあ くまで 「余剰電力」の範囲に止 まって

お り,今 後新規にプロジェク トに着手する

こ とを含めた本格的な発電事業への参入を

念頭においたもの となっていないこと(表

5参 照)

(v)従 って,今 後現状の 「余剰」電力の範囲

を超えるような分散型電源についても,そ

の導入が図 られるよう,電 力の安定供給,

電源のベ ス トミックスの達成,制 度の公平
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性 ・透明性の確保 といった観点に留意 しつ

つ,体 制整備 を検討 してい く必要があるこ

と

㈲ 更に,電 力会社への売電の推進にとどま

らず,電 力会社による託送や需要家への直

接供給のあ り方についても,全 体 として効

率的な電力供給システムが構築 されるよう,

幅広 く検討が行われる必要があること

等を指摘 している。

現在,こ れ らの政策提言を受けて,電 気事

業審議会の各部会においてその具体化方策に

ついて審議検討が行われてお り,近 く成案が

得 られる見通 しである。

(3)総 合エネルギー調査会需給部会中間報告

(平成6年6月21日)

① 総合エネルギー調査会による 「長期エネ

ルギー需給見通 し」は,昭 和42年(1967年)

に初めて策定されて以来,お よそ3～4年

毎に見直 し改定がなされてきたが,今 回の

改定は第10版 となる。前回の改定は平成2

年(1990年)6月 であったから,ち ょうど

4年 目の改定であるが,今 年3月21日 発効

した 「気候変動に関する枠組み条約」に基

づ き,わ が国政府は6か 月以内の9月21日

までに締約国会議の事務局に対し,温 室効

果ガスの排出や吸収に関する対策,実 施 し

た場合の効果予測など行動計画を通報する

ことを義務付けされている。

わが国は,す でに平成2年(1990年)10

月 「地球温暖化防止行動計画」を地球環境

保全に関す る関係閣僚会議において決定 し

ているが,こ の中で温室効果ガスの排出抑

制 目標 として二酸化炭素(CO2)に ついて

は,次 の とお り定めている。

(i)1人 あた り二酸化炭素排出量について

2,000年 以降概ね1990年 レベ ルでの安定

化 を図る。

(ii)二 酸化炭素排出総量が2000年 以降概ね

1990年 レベルで安定するよう努める。

② 平成2年6月 以降のエネルギー需給情勢

としては,当 初の想定 を上 回る最終エネル

ギー消費の伸び,供 給面では原子力発電所

の立地難 新エネルギー導入の停滞などが

顕在化 してお り,現 行見通 しが実勢にそ ぐ
＼、

わないとの指摘がなされていた。 このこ と

は二酸化炭素の排出抑制の達成見通 しをも

著 しく困難 とするものであること等の事情

から,今 回の見通 しの改定では,「現行施策

織込ケース」に加えて 「新規施策追加ケー

ス」も併せて示されるところとなった。(表

3参 照)

なお,目 標年度は西暦2000年 及び2010年

と変更 されなかった。

③ 「新エネルギー等」の供給見通 しと,廃 棄

物発電への期待

「1次 エネルギー供給見通 し」2010年 度新

規施策追加ケースにおいて,「新エネルギー

等」は 「1,910万k2(供 給構成比率3.0%)」 と

なっている。 この値は,前 回需給見通 し(平

成2年6月)に おけ る「3,460万k2(同5.3%)」

より大幅に後退 してお り,石 油依存度を高め

る要因 となっている。

今回の長期エネルギー需給見通 しにおいて

は,初 めて 「新エネルギー等」の内訳が2次

エネルギー供給べ一スで明らかにされた。

(4)各 省施策の出揃いと技術開発の進展

ごみ発電又はごみ処理事業に対す る厚生

省,自 治省,通 商産業省による施策は昨年来
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とみに拡充強化 されてきているが,技 術の分

野において も蒸気温度300℃ を突破 したプ ロ

ジェク トの出現,NEDOに おける高効率廃

棄物発電技術開発の進展,ス ーパーごみ発電

の提案並びに具体化プロジェク トの出現など

情勢の進展には目覚ましいものがある。

以上の諸事情 を考察す ると,平 成6年6月

の時点での情報に基づ いて,今 後のごみ発電

の本格的普及のための高度化対策の体系を見

直 して論点整理する必要があると思われた。

これが敢 えてエネテク ドリーム21(そ の4)

を改訂 し,(そ の8)と して本稿を思い立った

所以である。

§2.改 めて評価 された"ご み発電"の 「新エ

ネルギー等」における位置付け(新 規施策

追加ケース)

(1)検 証 された再生可能エネルギー及び リサ

イクル型エネルギー

今 回の長期エネルギー需給見通 しの改定作

業に当たっては,「新エネルギー等」に含め ら

れているエネルギー を「再生可能エネルギー」

(太陽光発電,風 力発電,太 陽熱,温 度差エ

ネルギー)と,「 リサイクル型エネルギー」(廃

棄物発電,ゴ ミ処理廃熱等,黒 液 ・廃材)に

分類 して,そ れぞれについての2次 エネルギ

ー供給ベースでの供給量が示 されている。(表

4参 照)

再生可能エネルギーの分野では,太 陽光発

電は2010年 度で460万kW,45万k2に とどまる

が,太 陽熱は2010年 度で550万k2と 大幅増が期

待 されている。

一方
,リ サイクル型エネルギーの分野では,

現 在 で もこ の分 野 で の 大 宗 を 占め る黒 液 ・廃

材 は2010年 度 で も539万k2と ほ ぼ 横 ば い で あ

るの に 対 し,廃 棄 物 発 電 は2000年 度 で200万

kW,106万k2,2010年 度 で400万kW,212万k2と

2倍 増 の 導 入普 及 が 期 待 さ れ て い る。212万k2

は,太 陽 光 発 電45万k2の 約5倍 の値 とな っ て

お り,今 後 太 陽 熱 利 用(ソ ー ラー シ ス テ ム の

普 及)と 並 ん で,「 新 エ ネ ル ギー 等 」の 主 力 エ

ネ ル ギー と して 位 置 付 け られ て い る。 今 回 の

改 定 に お い て,"ご み 発 電"は 初 め て 新 エ ネ ル

ギ ー 源 の エ ー ス と して エ ネ ル ギ ー 政 策 の 中 心

に据 え られ た の で あ る。

(2)ご み発電が 当面する課題 と本格的普及の

ための高度化対策の必要性

現在のごみ発電は,

(i)ご み発電の効率が低い

(ii)自 家発余剰電力の売電にとどまっている

(iii)プラン ト排熱が未利用である

㈲ ごみ発電の普及が大型炉のみである

等の大きな課題に直面 してお り,本 格的普及

のためにはこれらの課題を技術開発,制 度改

正等による体系的な高度化対策を実施 してい

く必要がある。

§3.ご み焼却熱 エネル ギーの高度利用の必

要性

(1)21世 紀社会におけるエネルギーシステム

21世 紀の人類社会が 「限られた地球環境 と

資源」 という制約のもとで文明の繁栄 を維持

してい くためには,

(i)従 来の資源 とエネルギーの大量消費と訣

別 し,省 資源,省 エネルギー的ライフスタ

イルに転換する
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(ii)地 球環境 を 「痛めない,傷 付けない,破

壊 しない」ことをライフスタイルの基本 と

す る

(iii)産業廃棄物,生 活廃棄物の減量 ・処理対

策を撤底するとともに,資 源 リサイクルを

極限にまで追求する

等のライフスタイルの転換が求め られる。

また,21世 紀社会におけるエネルギーシス

テムは,

(i)エネルギー安定供給の実現,(ii)地球環境

問題の解決,(iii)エネルギー高効率利用の達成,

(iv)廃棄物処理 ・処分体系の確立,(V)エ ネルギ

ー利用に係 る資源 ・リサイクルの確立等の時

代の要請 に応 えうるものでなければな らな

い 。

(2)ご み焼却熱エネルギーの地球環境対策上

の意義

① ごみ焼却熱は,二 酸化炭素を増やさな

いエネルギーである

一般廃棄物"ご み"の 主成分は,台 所の生

ごみ,包 装紙,段 ボール箱,印 刷物等の 「バ

イオマスエネルギー」である。紙等の原料は,

その成育過程において大気環境(地 球環境)

中の二酸化炭素 を固定 してつ くられたもので

あるから,こ れを燃焼 させても地球環境中に

おける二酸化炭素 を増やすことにならない。

IEA(国 際エネルギー機関)で は,こ の

ような考え方に基づ いて,バ イオマスエネル

ギーは 「再生可能エネルギー」の一つ として

積極的にその導入を図るべ きとしている。

即ち,混 入 しているプラスチック類を除い

て考えれば,「ごみ焼却熱は,二 酸化炭素を増

や さない,地 球環境対策上極めて好 ましいエ

ネルギー」なのである。

今回の総合エネルギー調査会需給部会中間

報告では,「 リサイクル型エネルギー」として

廃棄物発電,ご み処理排熱等,黒 液 ・廃材 を

分類 しているが,視 点は同じであると解 され

る。

② ごみ焼却熱は,確 実に化石燃料 を節約

する

ごみの発熱量 は1,700～1,900kca1/kg程 度

と逐次上昇傾向にあり,最 近新設されるごみ

焼却炉の設計において採用 される 「設計ごみ

発熱量」は2,400～3,000kca1/kg級 となってい

る。(従来の低品位炭石炭火力発電所で使用 さ

れていた低 品位炭の発熱量は大体3,500kcal/

kgで あったか ら,最 近のごみの発熱量が紙類

の増加やプラスチ ック類の混入によりいかに

高 くなっているかが判断される。)

また,ご み焼却 炉 の燃焼 ガスの 温 度 も

700～800℃ 程度 と高 くなっていることか ら,

化石燃料に代替 しうる 「十分に質の高いエネ

ルギー源 である」といえる。即ち,「 ごみ焼却

熱は,確 実に化石燃料 を節約する」のである。

③ ごみ焼却処理は,プ ラスチック類の焼

却処理 を可能とする

プ ラスチ ック類は石油化学製 品であ るた

め,高 い発熱量 を持ち,よ く燃焼するが,燃

焼の際 塩酸や硫酸などの腐食性の強いガス

を発生 させ るため,熱 回収 ボイラのチューブ

や その他の金属類 を腐食させやすい。

チューブに対 してキヤスタブルを取付 ける

等の対策 を講 じていない構造のごみ焼却炉の

場合 にあっては,プ ラスチック類は 「燃えな

いゴミ」(=焼 却炉で燃やせないゴミ)と して

分別収集 される必要がある。 しか しなが ら,

廃プラスチック類の分別収集を撤底 して実施

するのは至難の業であるし,分 別収集 された
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もの も大部分は埋立処分されているのが実状

であり,後 世の世代に 「廃棄物」(負 の資産)

を残すことにな り,決 して好 ましいことでは

ない。

廃プラスチ ック類の最 も良い処理方法は,

「リサイクル」即ち資源 として再利用す るこ

とである。 しか しなが ら,廃 プラスチック類

を高温 ・高圧の条件下で融解 ・分解 させて中

軽質油や再生プラスチ ックとす ることは技術

的には可能 であるが,不 純物が多くかつ成分

が不均一 となるため,「 製品」として売れ るも

のを製造す ることは相当なコスト高 となると

されている。

一方,廃 プラスチック類 を焼却炉で燃やす

と多量の熱 を発生 して燃えてしまうので,後

世の世代に廃棄物 を残すことは避けることが

できる。このような見地か ら,ご み焼却炉に

おいて,① 燃焼の際発生する 「腐食性ガス」

にも十分長期間耐えられる炉構造(キ ャスタ

ブルを打つ等)を 採用するとともに⑪塩酸,

硫酸,ダ イオキシン等の 「環境汚染物質」 を

高効率で処理 できる 「高性能の排ガス処理装

置」 を開発 し実用化すれば,廃 プラスチック

類のごみ との混合焼却処理(2～3割 程度 ま

で)が 可能 となる。 このような廃プラスチ ッ

ク類の 「混合収集 ・混合焼却処理方式」が,

ごみ収集の実態に照 らし最 も実際的であると

思料 される。 この際の焼却熱 を回収 して有効

利用すれば,石 油資源の有効利用策 として評

価することができる。

全国の12大 都 市の うち7都 市は 「混合 収

集・同時焼却処理方式」(プ ラスチックの混入

比率は8～14%程 度)を 採用 してお り,比 較

的多くの実績がある。(また,分 別収集 してい

る都市ではRDFの 製造,専 焼施設による処

理等が実施されている。)

(3)ご み焼却炉における熱回収の必要性

ごみ焼却熱 を 「二酸化炭素 を増や さない」

かつ 「十分質の高いエネルギー」 として有効

利用すべ きことは(2)で述べた とお りで ある

が,ご み焼却炉の構造 自体か らも発生熱(ご

み焼却熱)を 熱回収 しなければならない。「燃

えるごみ」を焼却炉で燃やす と燃焼ガスの温

度は700～900℃ の高温になるが,こ のような

高温で焼却炉 を運転 し続けると,炉 壁を痛め

て炉の寿命を極めて短かいもの とするため,

焼却炉壁を水又は空気で冷却す るか,又 は排

ガス温度を水噴射により下げるかのいずれか

の方式を採用す る必要がある。

このような目的から焼却炉に取付け られる

のが 「廃熱回収ボイラ」である。 ごみ焼却炉

の廃熱回収ボイラは,① ごみ焼却熱の有効利

用 を可能 とす る,及 び⑪焼却炉の寿命を長 く

保っとの両機能 を果たす ものなのである。

§4.ご み 発 電 の 意 義

ごみ発電を実施する意義 を改めて整理する

と,次 の とお り。

① ごみの大量かつ連続 した焼却処理を可能

とし,且 つ ごみ焼却炉の寿命 を長 くす る。

② 発生電力によりごみ処理施設の所内電力

を賭 うほか,余 剰電力は電力会社 に売電す

ることによりごみ処理 コス トを低減す る。

③ 売電の形態には次の3方 式があり,今 後

国の規制緩和措置により選択の自由度は高

まるもの と期待 されている。

a.自 家用発電所における 「自家発余剰電

力」 として,電 力会社 に売電する方式
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b.電 気事業法第3条 に基づ く 「卸電気事

業」 として本格的に卸電力供給する方式

c.電 気事業法第17条 に基づ く「特定供給」

として,地 方公共団体が保有する施設等
＼

特定の需要に対 して供給する方式

④ ごみ発電による発生電力は,ご み焼却炉

の連続運転に伴 う安定 した電力であ り,太

陽光発電や風力発電の場合 と異な り,電 源

としての信頼性は高い。

⑤ ごみ発電は,ご み焼却施設が都市区域内

に設置されているため,電 力需要に直結 し

た電源であるので,送 電 コス ト及び送電 ロ

スが非常に少ない。(この点遠隔地に立地す

る大型電源 と大 きく異なってお り,経 済性

の評価に当たっては十分配慮されるべ きこ

とである。)

⑥ ごみ発電は,二 酸化炭素 を増や さず地球

環境対策上好 ましく,且 つ化石燃料 を節約

する電源であり,ま た将来は廃プラスチ ッ

ク類の同時焼却(混 合収集の場合)が 可能

と見込 まれる。

⑦ ごみ焼却灰の電気溶融固化処理(ス ラグ

化)用 の所内電力を安価に確保す ることが

できる。そして,電 気溶融固化処理技術は,

最終処分場 を必要 としない都市清掃事業へ

の展望を開 くものである。(電気溶融固化処

理については,§5で 特論す る。)

⑧ し尿処理場か ら発生する 「し尿汚泥」も,

ごみ焼却炉で焼却処理することによ り電力

をうることがで きる。

⑨ ごみ発電のタービン排気(温 度50～60℃)

の熱により海水又は河川水か ら飲用可能な

純水 を製造することができる。(低温造水装

置の設置による純水の供給),(エ ネテク ド

リーム21(そ の4)で 詳述 しておいたので,

参 照 して頂 き た い。)

§5.ご み焼却灰の電気溶融固化処理(ス ラグ

化)と リサイクル

(1)焼 却灰の最終処分 と管理の必要性

ごみを焼却すると灰分が残 る。実際のごみ

焼却炉の底か ら排出される焼却残渣には,灰

分のほか金属類,ガ ラス類などの固形物が多

量に含まれてお り,「燃えるゴミ」の中に偽 っ

て搬出 した住民のモラルの低 さが嘆かれる。

金属類は別途処分す るとして,残 りの灰分や

ガラス類などの固形物は 「最終処分場」に運

んで埋立処分する必要がある。

しか しながら,そ のまま土中に埋設処分す

れば,将 来有害な成分が地下水に溶出して重

大な環境汚染 をひき起すおそれがある。かか

る事態の発生 を防止するため,廃 掃法(廃 棄

物の処理及び清掃に関する法律)な どの関係

法令では,「 最終処分場」では地下水 と遮断す

る壁(バ リヤー)を 造 り,灰 など埋立処分 し

た廃棄物か ら溶出す る成分 を測定監視す ると

ともに,水 質処理装置を設置 して最終処分場

か らの排水の水質が法令に定める基準値以下

となるよう措置し管理することが義務付けら

れている。このように,ご み焼却灰は最終処

分場に運んだのちも厳重な管理の継続を必要

とす るのである。

(2)焼 却灰の電気溶融固化処理(ス ラグ化)

とリサイクル,そ して最終処分場を必要 と

しない都市清掃事業

一方,焼 却灰は,高 温(1,200～1,400℃)

に加熱 して溶融 させ,有 害な重金属などの成

分を酸化 させたのち冷却すると,ガ ラス状の
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「固化スラグ」 となる。

固化スラグとした場合には,次 のような利

点が生 じる

① 体積が1/2～1/3と なり,処 分容量が小 さ

くなる(減 容化)

② 化学的に安定であ り,有 害な成分の溶出

が抑えられる(灰 の無害化)

③ 路盤材,建 築資材(透 水性ブロック等)

など有効再利用が可能 となる(リ サイクル

化)

焼却灰 を高温に加 熱 して溶融 させ る装 置

としては,「 電気溶解炉」が使用され る。ご

み発電 を行 えば,こ の焼却灰の溶融 固化処

理 の熱源 に,'自家発電 した安価 な「ごみ発電

の電力」を利用す ることができる。焼却灰 の

効率的処理対策 を可能 とす る技術 として,

今後最大限の普 及啓発が なされるべ きと考

える。

エネルギーテ クノロジーの夢 として,「最

終処分場の ない都市清掃事業」への展望が

開かれたのである。

§6.ご み発電モデルプラン トによ る発電量

に関する評価

ごみ発電技術は,安 定 した電気出力 と高い

年間設備利用率(80%程 度)を 可能 とす るか

ら,そ の年間発生電力量は,太 陽光発電や風

力発電 と比べ ると極めて大 きい。また,ご み

発電の発生電 力でその都市の世帯数 の2割

～3割 程度の世帯の消費電力を賄 うこ とがで

きると評価 され る。(所内電力を差引 く前の全

発電量で試算す る。)

① ごみ発電モデルプラン トの想定

埼玉 県東部清掃組合第一工場 ごみ発電設備

は,平 成7年8月 運転開始を目標に増改築中

の同工場に設置される。(表1参 照)

この発電設備(出 力12,000kW×2基)の 蒸

気条件 は,蒸 気温度380℃,蒸 気圧力36ataと

高温高圧化 されており,発 電効率は20.6%と

全国で初めて20%台 を超 えた画期的な計画 と

なっている。(設計ごみ発熱量H=3,000kcal/

表1ご み 発 電 の 効 率 例

項 目 東京都大田清掃工場第一工場 東京都大田清掃工場第二工場 東京都目黒清掃工場 埼玉県東部清掃組合第二工場

焼 却 能 力(t/日) 600(200×3炉) 600(200×3炉) 600(300×2炉) 800(20(1×4炉)

設計最高発熱量(kcal/kg) 3,000 3,500 2,800 3,000

ボ

イ

ラ

容 量(t/h) 105(35×3基) 131.4(43.8×3基) 101.6(50.8×2基) 138(34.5×4基)

蒸気圧 力(kg/㎝ ・G) 30 30 29.8 43

蒸気温度(℃) 300 300 300 380

タ

ー

ビ

ン

形 式 復水 ター ビン(空 冷) 復水 ター ビン(空 冷) 復 水 ター ビン(空 冷) 復水 ター ビン(空 冷)

容 量(kW) 12,000 15,000 11,000 24,000

蒸気使用量(t/h) 71 90 70 136

排気圧 力(ata) 0.27 0.25 0.25 0.22

設計単位発電量 価/t) 480 600 440 720

㍍ 当冒 藻 価/・) 169 166.7 157.1 176.5

設計総合発電効率(%) 13.8 14.7 13.5 20.6
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kg,ご み焼却炉200t/日 ×4基 である。)

このプラン トのボイラの過熱器管の材料に

は在来型のステンレス鋼材が使用される予定

であるので,こ のクラスの蒸気条件のプ ラン

トは至近の将来において十分建設可能 と見込

まれるので,発 電量に関する評価 を行 うモデ

ルプラン トとしてこのクラスの蒸気条件の場

合を想定す ることとする。

〔発電量を評価す るモデルプラン トの仕様〕

・焼却炉=200t/日 ×1基(人 口20万 人程度

に相 当)

・設計ごみ発熱量H=3 ,000kcal/kg

・プラン ト発電効率=20%

・電気出力=6 ,000kW

・年間設備利用率=80%

(i)年 間発電 量=6,000kW×8765hr×80%=

42.1×106kWh≒4,200万kWh

(ii)ご み発電による電力の自給

所 内電力消費を考慮 しないで全発電量を

外部 に供給 したとして評価すると,次 の と

お り。

4,200万kWhの 発電量は,平 均的世帯(4

人家族)の 年間使用電力量(250kWh×12ケ

月=3,000kWh)の14×103倍 に相当す るか

ら,14,000世 帯の年間電力量を賄 うことが

できる。

ごみ焼却炉200t/日 は,1人1日 当た りの

ごみ発生原単位は1kgで あるから,人 口20

万人規模(世 帯数では5万 世帯)の 中規模

都市に相 当するが,5万 世帯のうち実に約

3割 弱(14,000世 帯)の 年間使用電力量 を

ごみ発電により賄 うことができる量である

ことを示 している。(所内電力を差引いても

2割 程度の世帯は賄 うことができると評価

され る。)

(iii)太 陽光 力 電(出 力3kW)と の 比 較

太 陽光 発 電 の わ が 国 に お け る年 間 設備 利

用 率=11%と して 計 算 す る と,

・太 陽光 発 電(出 力3kW)の 年 間発 電 量=

3kW×8,765hr×11%=2,892kWh≒

2,900kWh

・ごみ 発 電(出 力6
,000kW)に よ る年 間 発 電

量=4,200万kWhは,太 陽 光 発 電(出 力3

kW)に よ る発 電 量 の14.5×103倍 で あ るか

ら,14,500台 の太 陽 光 発 電 装 置 を取 付 け

た場 合 に相 当す る。

因 み に,太 陽 光 発 電 装 置 の 出 力3kW

は 標 準 世 帯 の 年 間 使 用 電 力 量=3,000

kWhの ほ ぼ 全 量 を 賄 い う る 出 力 と し

て 選 ば れ て い る値 な の で あ る。

(iv)風 力 発 電(出 力300kW)と の 比 較

風 力 発 電 の 年 間 設 備 利 用 率=20%と し

て,同 様 の 手 法 に よ り比 較 す る と,ご み 発

電(出 力6,000kW)に よ る発 電 量 は 出 力300

kWの 風 力 発 電80台 分 の 電 力 量 に相 当す る。

(v)石 油 節 約 量 に 関 す る評 価

出 力6,000kWの ごみ 発 電 に よ る 年 間 の石

油 節 約 量 は,42.1×106kWh×0.228e/kWh

(発 電 効 率40%の 石 油 火 力 の 燃 料 消 費 率)

=9 .59×1062=9,500k2と な る。

ま た,出 力24,000kWの 埼 玉 東 部 清 掃

組 合 第 一 工 場 ごみ 発 電 設 備 の場 合 は,

年 間38,000k2の 大 量 の石 油 節 約 とな る

と評 価 され る。

§7,ご み発電の現状 と課題

(1)ご み発電の現状

平成5年(1993年)3月31日 現在(平 成4

年度末現在),廃 棄物(ご み)焼 却施設は全国

一114一



で約1,900箇 所 あ り,こ のうち発電設備 を備

えてい る施設数は合計116で,廃 棄物焼却施

設数 の約5%に 過 ぎない。全国の ごみ発電

設備 の合 計 出力は363,190kW(前 年 度末 で

は,合 計出力348,000kW,年 間発電量は約22

億kWh)で あった。

ごみ発電設備 の出力か ら所内消費電力 を

差引いた「余剰電力」を,電 力会社に販売 し

ている発電設備数 は合計56で,ご み発電設

備数の48%に 相当 し,そ れ らの設備 出力の

合計は264,570kWで ある。

電力会社 に対 して 「自家発余剰電力」とし

て売電 してい る電力量は6.42億kWh(前 年

度6.30億kWh),売 電収入は47億 円(前 年度

39億 円),平 均売電単価7.3円/kWh(前 年度

6.1円/kWh)と なった。

平成4年3月 に各電 力会社 によ り公表 さ

れた余剰電力購入単価表(い わゆ る「メニュ

ー」)の適用 を受けるようになったため ,売

電収 入,売 電単価 ともに向上 した とい うこ

とがで きる。

(2)ご み発電の課題

この ように平成3年 度,4年 度 と順調 に

進展 してい るごみ発電であるが,今 後「新エ

ネルギー等分野のエー ス」 として本格 的導

入 ・普 及を図ってい く上 で解決すべ き多 く

の課題 に直面 している。主 なもの として,次

の4項 目を挙げることがで きる。

① ごみ発電の効率が10～15%程 度 と極め

て低 い水準に止 まってい るこ と

② 発生電力の一部 は電 力会社に売電され

ているが,そ の形態 は 「自家発余剰電力」

の売電に止 まっていること

③ 蒸気 ター ビン排 気 を復水 させ る復水器

には空冷式が採用されてお り,60℃ 以下

の排熱エネルギーは大気放 出され,未 利

用に止 まってい ること

④ ごみ発電の導入が焼却容量140～150t/日

迄の大型焼却炉の範囲に止まっていること

これ らの当面す る課題を克服するため,各

分野における高度化対策を体系的に実施 して

いかなければならない。

(3)わ が国のごみ発電の熱効率が10～15%程

度 と極めて低い水準に止 まっている経緯

エネ クドリーム21(そ の4)で 詳述 したの

で,参 照 して頂 きたい。

§8.ご み発電の本格的普及のための技術開

発課題 と高度化対策の体系

ごみ発電は,§2で 述べたとお り,「量の達

成が期待 できる新 エネルギー等分野のエー

ス」 として,更 に 「二酸化炭素 を増や さない

クリーンエネルギー」として地球環境対策の

面か らも,本 格的導入 ・普及 を促進 していか

なければならない。

今後のごみ発電は,

(1)高 効率化によるごみ焼却熱の有効利用 と

経済性の向上

(II)実 用電源 としての信頼性の向上

(III)プラン ト排熱利用の高度化

(IV)小 型ごみ焼却施設へのごみ発電の適用拡

大

等の技術開発課題を早急に克服,解 決 して一

層の高度化 を達成 してい くことが求め られて

いる。

本稿では,主 要な高度化対策の論点 を整理

するこ ととす る。(図1参 照)
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〔灘 ∵ 謂}撫
論

〔自家発余剰電力の売電 に止 まっている〕

II・辮 源としての謝 環境保全i生の酬 コ

〔プラン ト排熱が未利用 であ る〕

III.プ ラン ト排熱利用の高効率化

6)別 置 きボイラによる混圧 ター ビンの採用

7)実用電源 としての信頼性 向上

8)環 境保全性の向上

9)所 内利用の高効率化

1①所外への熱供給 の拡大

ll)1低温造水装置の設置による純水の供給1

〔ごみ発電の普及が大型炉のみである〕

嚇 型ご棚 施設一のごみ発電の適用拡大一螺 樫 ごみ焼却炉への適用拡大
i3)1ごみ固形燃料(RDF)化 による集中発電 の実施1

図1ご み発電の技術開発課題 と高度化対策の体系

1.ご み発電の高効率化対策

ごみ焼却施設で発生する熱エネルギー を有

効利用する方法には,熱 風 としてごみの乾燥

等に利用す る方法 と,廃 熱回収ボイラにより

蒸気 として熱回収 してこれを発電や熱供給に

利用する方法に大別されるが,本 稿では後者

の場合について述べ ることとす る。

(1)ボ イラ熱効率の向上

焼却炉に設置する廃熱回収ボイラの種類,

型式による熱伝達(熱 回収)構 造の差異,ご

み焼却施設の容量の差,プ ラン ト設計 目標の

違い等によって,ボ イラ熱効率はそれぞれ異

なって くるが,既 設について見ると高いボイ

ラ効率のもので75～80%程 度 となっている。

今後は,ご み発熱量の増大による燃焼ガス

温度の上昇,焼 却炉構造の設計改良等により,

大型 自家発 ボイラ並みの80～85%程 度迄の効

率向上は達成可能 と見通される。

(2)蒸 気条件の高温 ・高圧化

① 蒸気温度300.Cの 壁 を突破 したごみ発

電 プロジェク トの出現(表1参 照)

わが国のごみ発電の効率が10～15%程 度に

止 まっていることは,ご み焼却熱エネルギー

の高効率利用の達成,及 びごみ発電の経済性

向上 を大 きく阻害する要因 となっている とこ

ろ,「 ごみ発電の高効率化」はごみ発電に課さ

れている第1の 課題である。

その理 由と経緯については,エ ネテク ドリ

ーム21(そ の4)に おいて詳述 した ところで

あるが,大 阪市環境事業局西淀工場廃棄物発

電 設備(ボ イラ蒸気 圧力23atg,蒸 気温 度

350℃,出 力5,400kW,昭 和40年3月 運転開始)

におけるボイラ過熱器管の腐食損傷事故の連

続発生の原因解明の結果に基づいて,「過熱器

管材料のメタル温度を400℃ 以下,蒸 気温度を

300℃ 以下に抑える」との設計方針が以降20余

年の間採用 ・踏襲 されてきた。

しかなが ら,こ の 「蒸気温度300℃ の壁」を

突破 したごみ発電プロジェク トが最近着手さ

れた。 これが埼玉県東部清掃組合第一工場発
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電設備(平 成7年8月 完成予定)で あるが,

「蒸気温度380℃ ,蒸 気圧力37ata」 と高温 ・

高圧化 されたことにより,発 電効率は20.6%

と飛躍的に向上 した計画 となっている。

わが国のごみ発電発達史の上 で,発 電効率

で初の20%台 を達成 したプ ロジェクトとして

記念されるところとなっている。

このごみ発電設備の廃熱回収 ボイラの過熱

器管の材料 には,在 来型のステンレス鋼(低

合金鋼)材 が使用される予定であるので,今

後は他の新規に計画されるごみ発電設備にお

いて,こ のクラスの蒸気条件の採用拡大が期

待 され る。

② 通商産業省,NEDO(新 エネルギー

産業技術総合開発機構)に よる 「高効率

廃棄物発電技術開発」プロジェク トは,

蒸気温度500℃,蒸 気圧力100ata,発 電効

率30%が 目標

平成3年 度から8ヶ 年計画で,通 商産業省

資源エネルギー庁の予算措置により,NED

Oに おける 「高効率廃棄物発電技術開発」プ

ロジェク トが発足 した。

本プ ロジェ ク トは,今 後の ごみ発電の導

入 ・普及を一気に促進するため,ご み発電効

率を現状の2～3倍 程度(30%台)に 引上げ,

もって経済性の向上を達成す ることを主たる

目的 とした野心的プロジェク トである。

技術開発の具体的内容 としては,

(i)耐 腐食性に優れた過熱器材料(高 合金鋼

領域)の 開発

(ii)高 温 ・高効率燃焼炉構造の開発

等の技術開発を行 うことにより,「温度500℃,

圧力ユ00ataの蒸気 を安定的に発生することの

できる焼却炉の実現」を目標 としている。

耐腐食性過熱器管材料の開発では,既 存の

低合金鋼ではなく,高 合金鋼領域の材料を使用

することが必要 となるが,所 期の耐腐食性を発

揮するだけではなく,コ ス ト面でも導入可能な

材料を開発す ることが課題 となっている。

(3)水 冷式復水器の採用

大部分のごみ発電設備 では,復 水器を設置

す る場合でも 「空冷式」の ものが設置されて

いる。しか し,空 冷式復水器ではタービン排

気の蒸気を約60℃ までしか冷却す ることがで

きないので,60℃ 以下の熱エネルギーは大気

に放出されてし了 う。

一方,河 川水又は海水を利用 した 「水冷式

復水器」(大型の火力,原 子力発電所のタービ

ン復水器は当然水冷式である。)を採用す るこ

とができるプラン トにあっては,タ ービン排

気の蒸気を28℃程度迄冷却す ることができる

ので,蒸 気ター ビンの出力は大 きくなり,発

電効率は向上 し,関連 して発電量 も増加する。

今後,大 型のごみ焼却施設が海岸又は大 き

な河川に隣接 して立地 されるケー スにあって

は,水 冷式復水器の採用は十分可能である。

なお,内 陸部に立地するプラントにおいて

は水冷式復水器 と冷却塔を組合せ る方式(内

陸部に立地する地熱発電(出力25,000kW～50,000

kW級)で は,こ の方式が一般的である。)も技

術的には現存技術 で十分可能であるが,建 設

費,運 転経費が大 きくなるため,現 実的可能

性は少ないと思われ る。

(4)ガ スタービンとの複合サイクル発電"ス

ーパーごみ発電"

ごみ発電設備にガスター ビン発電設備 を併

設 して,ガ スター ビン(使 用燃料は都市ガス,

灯軽油等)の 排ガス(温 度500～700℃)に よ
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って,焼 却炉ボイラで発生 した蒸気(飽 和蒸

気)を 過熱(ス ーパー ヒー ト)す る方式であ

り,ご み発電の高効率化の分野において新 し

く 「スーパー ごみ発電」の呼称で提案された

ものである。(図2及 び図3参 照)

一みご

気空
僕 ガス響 一一・煙 突

スーパーごみ発電のシステム構成は,ご み

燃焼熱による汽力発電 とガスタービン発電 と

の 「複合サイクル発電」であるが,以 下に述

べ るような各種のケースが提案 されている。

〔ケース1〕 単純複合サイクル方式

ガスター ビンの排ガスにより,焼 却炉ボ

イラ蒸気を過熱する方式である。ガスター

ビンには排熱回収ボイラを設置せず,焼 却

炉排ガス及びガスター ビン排ガスは,そ れ

ぞれ独立 して放 出される。従 って,発 電効

率 の向上効果は余 り大 きくはならない。

〔ケー ス2〕 排気再燃方式(排 気系に着 目し

たとき)

ガスター ビンの排ガスを,ご み焼却炉の

燃焼用 として利用 し,総 排ガス量 を最小 と

ご み 焼 却 炉

空気 一一一 ボ イ フ

排 ガス処理

装 置

L一 空 気

ガスタービン 圧 縮 機
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する方式である。

〔ケース3〕 脱硝装置共用方式(排 気系に着

目したとき)

ケース2と は逆に,ご み焼却炉の排ガス

をガスタービン排気系に合流させ,ガ スタ

ービンの脱硝装置によりごみ焼却炉排ガス

をも脱硝処理す ることを可能 とする方式で

ある。

このため,ガ スタービンを併設しない場

合 よ りもNOx排 出量 を大幅に減少 させ る

こととな り,地 域の大気汚染の防止に大 き

く貢献 しうるシステム となる。

〔ケース4〕 蒸気結合方式(蒸 気系に着 目し

たとき)

ガスタービンに排熱回収ボイラを設置 し,

その発生蒸気と焼却炉 ボイラで発生 した蒸

気 を結合 した後,ガ スター ビン排気上流部

(高温部)に おいて過熱を行 う方式である。

複合サイクル発電システムプラントの発電

効率は,「ごみ焼却熱量+ガ スター ビン燃料発

熱量」の何%が 電気エネルギー として取出さ

れたかによって示 される。従 って,シ ステム

構成 を高度化 した 「ケース3と ケース4を 組

合せ た場合」がプラン ト発電効率は向上する。

即 ち,焼 却炉ボイラ蒸気の有するエネルギー

による電気 出力は変 らないが,ガ スタービン

排気に より過熱(ス ーパーヒー ト)さ れて高

温 ・高圧化 され,こ の結果 としてター ビン蒸

気サイクルの理論効率が大幅に改善 されると

ともに,電 気出力が増大するというメリット

が得 られ る。

現在,ス ーパー ごみ発電事業は,三 つの地

方 自治体で取 り組 まれてお り,最 も早い群馬

県の場合卸電気事業の許可 を取得 して,平 成

7年 度には完成の予定 となっている。

II.実 用電源 としての信頼性,環 境保全性の

向上

(1)実 用電源 としての信頼性の向上

① 計画期間定格安定運転の確保

ごみ焼却炉は24時 間連続運転方式で計画期

間(1年 以上)の 定格運転を要求 されるから,

取付けられる排熱回収 ボイラも当然計画期間

中の安定 した定格連続運転の可能1生を求めら

れる。 また,過 熱器管材料にあっては,経 済

性 の確保,ご み焼却関連施設のオーバーホー

ル時期調整の都合から,少 くとも1年 間の連

続運転 と,5年 程度以上の耐久性 を有す るも

のでなければならない。

② 卸電気事業用電源 としての供給信頼

性の確保

自家発余剰電力 として電力会社に売電する

形態にあっては,電 力会社に対す る供給責任

は実質的にないが,電 気事業法第3条 に基づ

く卸電気事業 としてごみ発電事業 を行 う場合

にあっては,料 金は原価主義 とな り収益は安

定するが,電 気事業者 として電力の安定供給

に努め る責務が課 されることとなる。

このため,ご み発電設備は供給契約の内容

に添い計画期間中の定格安定運転に十分耐え

うるとともに,必 要な場合部分的な出力調整

(この場合で もごみ焼却炉は定格運転を継続

する。)にも対応できるシステムであることが

期待 される。

これらの要求への対応については,現 在の

技術水準からみて十分可能であると見通 され

る。

(2)環 境保全性の向上

① 高性能排ガス処理技術の開発

ごみ発電の高効率化 を達成す るには,1(1)

及 び(2)で述べたとお り,蒸 気条件の高温 ・高
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圧化に加えて,よ り低いボイラ排ガス温度ま

で熱回収 してボイラ熱効率 を向上 させること

が有効 な方法であるが,300℃ 程度の温度領域

ではダイオキシンが発生 しやす くなることか

ら,そ の実現にはより高性能なダイオキシン

等への対策が必要 となる。

かか る観点から,II(2)① で紹介 した通商産

業省,NEDOに よる 「高効率廃棄物発電技

術開発」プロジェク トでは,ダ イオキシン等

を効果的かつ経済的に分解除去する排ガス処

理技術 として,「 パルスプラズマ排 ガス処理

法」の開発が進め られている。

② 高カロリーごみの高温燃焼に対応 し

た効率的排ガス処理技術の開発

今後の ごみの高カロリー化に対処 してい く

ためには,高 カロリーごみの不完全燃焼によ

り発生するダイオキシン類に対 して,十 分な

処理技術を確立 しなければなちない。

通商産業省,NEDOに よる 「高効率廃棄

物発電技術開発」プロジェク トでは,焼 却炉

の運転管理 を徹底することは勿論,焼 却炉本

体 も炉内での高カロリー ごみの完全燃焼 を促

進する炉構造 ・形状 とす ることが適切である

との見地から,「2回 流型焼却炉」の開発が進

められている。

この型の炉は,混 合性に優れ,CO2,ダ イオキ

シン類及びNOxの 排出が少いことが知られて

いおり,将 来の大型炉 として期待されている。

III.プ ラン ト排熱利用の高効率化

プラン ト排熱利用の高効率化対策には,「所

内利用の高効率化」「所外熱供給の拡大」のほ

か,「低温造水装置の設置による純水の供給」

が新たに提案 されている。

(1)低 温造水装置の設置による純水の供給

単段効用缶法による「低温造水装置」のシス

ゴ ミ焼 却

ボ イラ

ボ イラ給水

ポ ン プ

國

欠こ 製造水

海水取水
ポンプ

図4タ ー ビ ン排 気 利用 の低 温造水 装 置 フ ロー図
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表2造 水装 置 の メ リッ ト

海水造水 河川水造水

造水量(t/h) 67 63

上水単価(円/t) 150 150

供給造水額*1(百 万円/年) 80.4 75.6

造水装置による

発電量減少(kW) 1,000 900

発電単価*2(円/㎜1) 8.2 8.2

売電減少額*1(百 万円/年) 65.6 59.0

造水装置設置による

メ リッ ト(百 万円/年) 14.8 16.6

*1)ご み焼却発電設備の年間運転時間を8,000hとした。
*2)東 電の買取電力単価

昼間(平日の8:00～22:00,除 日曜,祝日)12.5円/
脇,夜間4.2円/㎜1より算出した平均値。

テム構成は,次 の とおり。(図4及 び表2参 照)

(i)タ ービン排気の有する低 レベルエネルギ

ーの蒸気(60℃ 以下)を 有効に利用 して造

水(海 水淡水化)す る。

(ii)タ ービンの水冷式復水器(又 は空冷式)

復水器に隣接 して,単 段の効用缶法造水装

置を追加設置 して,タ ー ビン排気温度 を約

10℃上げた蒸気(タ ー ビン抽気)に より効

用缶内で海水(又 は河川水)を 蒸発させ る。

この蒸気 を復水器 で凝縮 させ ることによ

り,理 論上 ター ビン排気量 と同量の「純水」

(飲用可能,TDS20ppm以 下)を 造 ること

ができる。

なお造水比=(造 水量/タ ー ビン排気量)

を上げて,よ り多 くの純水 を得 ようとす る

ときは,効 用缶の段数 を増加させ ることに

よ り,容 易に可能である。

(iii)ター ビン排 気の温度 を約10℃ 上 げ るた

め,発 生電力量は少 くなるが,低 圧蒸気の

有効利用が可能 となり,造 水 コス トを低減

させ ることができる。

㈹ この効用缶法低温造水技術は,原 子力発

電所の負荷平準化対策技術(深 夜の余った

蒸気の用途 となる。),地 域への純水供給 を

可能 とする立地促進対策技術 としても注 目

されている。

(v)効 用缶法低温造水技術は,既 にメーカー

における研究開発は終了してお り,今 後,

低 コス ト造水技術 としての現場での実証が

期待 される。

N.小 型ごみ焼却施設へのごみ発電の適用拡

大

現在 ごみ発電の実施状況についてみると,

売電の設備容量を有す るごみ焼却施設は焼却

能力250～300t/日 程度以上に限られてお り,

また自家用発電設備容量を有す るごみ焼却施

設は焼却能力140～150t/日 程度以上 に限 ら

れている。

今後,ご み焼却熱エネルギーの高効率利用

の実現 という課題に対応 してい くためには,

より小型のごみ焼却施設(焼 却炉及び関連施

設の集合体 という意味で 「ごみ焼却施設」 と

表現する。)への,ご み発電の適用拡大 を図っ

てい く必要がある。

因みに,全 国約1900箇 所のごみ焼却施設の

内,426施 設はごみ発電実施可能な「全連続式」

の焼却施設であるが,未 だ約300の 施設ではご

み発電 を実施 していないほか,約1500の 全連

続式以外のごみ焼却施設においては将来 とも

ごみ発電 を実施することは困難な状況にある。

ごみ発生量の原単位は,「住民1人,1日 当

た り約1kg」 であるが,現 在ごみ発電が実施

されてい る最 も小 さい焼却炉は140～150t/

日であるか ら,入 口14～15万 人分のごみを集

中処理 していることになる。これは地域の中

規模都市の人口数であ り,そ れ以下の人口の

市町村が圧倒的に多いことを考慮 しなければ

ならない。
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旨

表3一 次エ ネル ギー供 給 の見 通 し(総 合 エ ネル ギー調査 会 需給部 会 中 間報告(H6.6.21>)

年 度 2000年 度 2010年 度

項 目

1992年 度(実 績)

現行施策織込ケース 新規施策追加ケース 現行施策織込ケース 新規施策追加ケース

一 次 エ ネ ル ギ ー 総 供 給 5.41億k尼 5.91億 娩 5,82億k£ 6.62億k£ 6.35億k尼

区 分

エネ ル ギー 別
実 数

構成比

(%)
実 数

構成比

(%)
実 数

構成比

(%)
実 数

構成比

(%)
実 数

構成比

(%)

石 油 3.15億k忍 58.2 3.16億k£ 53.4 3.08億k£ 52.9 3.31億k尼 50.1 3.03億k尼 47.7

石 油(LPG輸 入 除 く) 2.95億k£ 54.5 2.93億k£ 49.5 2.85億 昭 48.9 3.04億k£ 46.0 2.77億k£ 43.6

LPG輸 入 1,530万t 3.7 1,770万t 3.9 1,740万t 3.9 2,080万t 4.1 2,000万t 4.1

石 炭 11,630万t 16.1 13,400万t 16.6 13,000万t 16.4 14,000万t 15.3 13,400万t 15.4

天 然 ガ ス 4,070万t 10.6 5,400万t 12.8 5,300万t 12.9 6,000万t 12.7 5,800万t 12.8

原 子 力 2,230億 ㎜1 10.0 3,100億 恥 12.1 3,100億 ㎜1 12.3 4,800億 陥 16.2 4,800億 ㎜1 16.9

(3,440万 田) (4,560万 田) (4,560万 田) (7,050万 鼎) (7,050万kW)

水 力 790億 恥 3.8 860億 ㎜1 3.3 860億 ㎜1 3.4 1,050億 ㎜1 3.5 1,050億 臨 3.7

(2,100万kW) (2,220万kW) (2,220万 田) (2,650万 副) (2,650万 即)

地 熱 55万k乏 0.1 100万k尼 0.2 100万 照 0.2 380万k£ 0.6 380万 屍 0.6

新 エ ネ ル ギ ー 等 670万 屍 1.2 940万 麗 1.6 1,210万 國 2.0 1,150万k尼 1.7 1,910万k尼 3.0

合 計 5.41億 昭 100.0 5.91億k妃 100.0 5.82億k£ 100.0 6.62億k£ 100.0 6.35億 昭 100.0

注)1.原 油 換 算 は9,250kcal/2に,バ ー レル換 算 は6.29バ ー レ ル/k2に よる。

2.新 エ ネ ル ギ ー等 の欄 に は,太 陽 エ ネ ル ギー,黒 液(パ ルプ 液),薪 炭 等 を含 む。

3.水 力の 発 電 電 力量 及 び 設備 容 量 は 一般 水 力の もの で あ る。

4.LNGの トン換 算 は,0.712ト ン/k2に よ る。

5.石 油 の 欄 に は,オ イル サ ン ド ・シ ェー ル油 を含 む 。

6.構 成 比 の 各種 の合 計 は,四 捨 五 入 の 関係 で,100に な ら ない 場合 が あ る。

7.経 済 情 勢 及 び エ ネル ギー情 勢 は,今 後,流 動 的 に推 移 す る もの と見込 まれ る こ とか ら,本 見通 しに お け る数値 は,硬 直 的 な もの と して で は な く,幅 を もって理

解 す べ き こ とに留 意 す る必要 が あ る。



(1)小 型ごみ焼却炉(140～150t/日 以下)

への適用拡大

焼却炉に設置する排熱回収 ボイラの熱効率

の向上,蒸 気条件の引上げ,タ ー ビン回りの

コス トダウン等の改善対策の実施により,小

型炉における 「ごみ発電の経済性」を向上 さ

せる。

(2)ご み固形燃料(RDF)化 による集中

発電の実施

① ごみの固形燃料(RDF)化 技術

「ごみ固形燃料」(RDF=RefuseDerived

表4

Fuel)と は,ク ラッシャーにかけ粉砕 して金

属類 を分離 した 「可燃性 ゴミ」に,CaOを 添

加 して生物学的に安定 させて,輸 送及び長期

貯蔵が可能なペレット状に固形化 ・乾燥させ

たものをいう。

最近 にな り,RDF製 造技術が開発実用化

され,既 に全国で10ヶ所程度のRDF製 造施

設が設置されているが,処理量は10t/日 程度

以下に止まっている。

② ごみの固形燃料(RDF)化 による集

中ごみ発電の実施

新 た な供 給形 態(二 次 エネ ル ギー供 給べ 一 ス)

(総合エネルギー調査会需給部会中間報告(H6.6.21))

年 度 1992 2000 2010

現行施策織 り
込みケース

新規施策追加
ケース

現行施策織り
込みケース

新規施策追加
ケース

再
生
可
能
エ

ネ
ル

ギ
ー

万kW太 陽 光 発 電

万k尼 0.04

9

1

40

4

98

10

460

45

万kW風 力 発 電

万k尼 0.1

1

0.2

2

1

11

2

15

2

太 陽 熱 万屍 113 129 300 185 550

温 度 差 万k£
エ ネ ル ギ ー 0.6 10 20 29 58

エ リ

ネ サ
ル イ

ギ ク

トル
型

万kW廃 棄i物 発 電

万k£ 23.2

140

74

200

106

200

106

400

212

ゴ ミ処理廃熱等 万k£ 3.9 5.5 7 9 14

黒 液 ・ 廃 材 万k£ 488 505 505 539 539

の従
新来
形型
態工
利ネ
用ル

ギ
1

ラ謬 訪三 万田
ビ ン を除 く)万k妃

277

277

455

435

542

523

813

705

1,002

879

万kW燃 料 電 池*

万k£

1

0.2

10

5.3

20

10.5

150

62.0

220

123

蘇 花辱ノら 石 珈 0 0 0 21 96

ク リー ンエ ネ ル 万k£
ギー 自動 車

0.3 3 68 31 324

計 万k£ 906 1,163 1,534 1,641 2,723

二次 エネル ギー供 給
に 占め る割 合 1.5% 2.7% 3.6% 3.3% 5.8%

(注)燃 料電 池の うちコジェネタイプの ものは,

重複分 を除いたもの。

コジ ェネ の 内数 として も計 上。 ただ し,合 計 の数 値 は,こ れ ら
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現在の ところ製造されたRDFは,地 域の

冷暖房用の熱源,食 品工場等の熱源に利用 さ

れているが,こ の利用形態はごみ発電 を単独

で実施することが難 しい人口15万 人程度以下

の市町村における 「ごみ発電 システム」の導

入の可能性 をもたらすものである。

即ち,RDFは 輸送,長 期間貯蔵が容易 で

ある点に着 目して,中 小市町村のごみ処理に

おいてRDF化 し,こ れらを トラック輸送 し

て 「RDFに よる集中大型発電」 を実施す る

ことが可能 となる。このような構想は,既 に

三重県,静 岡県,更 に福島県小高町等におい

て具体化の検討がなされている。

今後のごみの有するバ イオマスエネルギー

の広域的かつ多角的高度利用を実現するシス

テム として,政 策的助成 を含めた官民挙げた

表5電 力各 社 の余剰 電 力購 入単 価

(平成5年4月 か ら適用)(円/kWh)

会社名

廃棄物発電 ・燃料電池等

安定的な電力の場合 それ以外の場合

平 日昼間 その他 平日昼間 その他

北 海 道 9.90 4.40 6.50 4.40

東 北 10.00 4.40 6.30 4.40

東 京 12.50 4.20 6.60 4.20

中 部 10.70 4.50 5.90 4.50

北 陸 9.70 4.20 6.20 4.20

関 西 11.00 4.50 6.40 4.50

中 国 10.30 4.50 6.10 4.50

四 国 9.60 4.10 5.90 4.10

九 州 10.80 4.70 6.20 4.70

沖 縄 10.00 4.70 6.40 4.70

推進体制の確立が期待 される。

§9.21世 紀の夢工場"ご み発電"の 本格的展

開の時代

平成6年6月21日 の総合エネルギー調査会

需給部会 中間報告において,ご み発電は量が

期待できる 「新エネルギー等のエース」 とし

て再評価 され,そ の開発 目標は2000年 度200万

kW(新 規施策追加ケース),2010年 度400万kW

(新規施策追加ケース)に 引上げ られた。

この 「長期エネルギー需給見通 し」に示 さ

れた開発量を達成するために,"ご み発電"が

用意 しているエネルギー ・テクノロジーの夢

は,

① 高効率化による経済性の向上 と発電量の

増大(現 状の10～15%か ら,20%,更 には

30%台 に引上げる)

② 小型炉へのごみ発電の普及のため,RD

F(RefuseDerivedFuel)製 造による集中

発電の実現

③ 焼却炉構造の改造により廃プラスチ ック

類の混合焼却を可能 とす る

④ ごみ焼却灰の発生電力による電気溶融固

化処理(ス ラグ化)に より,路 盤材,建 築

資材等への リサイクルを可能 とし,更 には

最終処分場 を必要 としない都市清掃事業を

展望す る

の四つの高度化対策に集約される。

21世 紀の夢工場"ご み発電"は,ご みか ち

有用なエネルギーを取出す とともに,文 明の

跡仕末を引受けて くれる ドリーム ・テクノロ

ジーになりつつあるのである。
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研究所の うごき
(平成6年4月1日 ～6月30日)

◇ 第40回 理 事 会

日 時:6月17日(金)12:00～13:10

場 所:経 団連 会館(9階)906号 室

議 題:

第一 号議 案 平 成5年 度事 業報 告 書 お よび決

算 報告 書(案)に つ い て

第二 号議 案 理事 の一 部 改選 につ い て

◇ 月例 研 究 会

第113回 月例研 究会

日 時:4月22日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会館6階 中 ホー ル

議 題:

1.ガ ス事 業 の規 制緩和 につ い て

(通商産 業省 資源 エ ネル ギー庁 公益 事 業部 ガ

ス保 安 課長 薦 田康 久 氏)

2.新 型原 子炉 の研 究開 発動 向

「人へ のや さ しさ」 を 目指 した研 究 開

発の 動 向につ い て

(主任 研 究 員 原 田義 也)

第114回 月例 研 究会

日 時:5月27日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会 館6階 中ホー ル

議 題:

1.欧 州 に おけ る高効 率 発電 技術 海外 調 査報 告

(主任研 究 員 松本 … 彦)

2.欧 米 の ガ ス化 コ ンバ イン ド発 電 に関す る調

査

(プ ロ ジェ ク ト試験 研 究部部 長 兼副 主席 研 究

員 片 山優 久雄)

第115回 月例研 究会

日 時:6月24日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館6階 中 ホー ル

議 題:

1.高 度負荷 集 中制 御 シ ステム に関 す る研 究

(主任 研 究貝 福 井康 博)

2.電 気事 業審議 会 需給 部会 電 力基 本問題 検討

小 委員 会 中間報告

競 争原理 の 導 入に よる電力供 給 の効率

化へ 向け て

(通商産 業省 資源 エ ネル ギー庁 公益 事 業部 開

発 課 計画班 長 山本 哲也 氏)

◇ 主 な で き ご と

4月1日(金)・ 第12回 エ ネ ル ギー 需給 に関 す る検

討委 貝 会 開催

8日(金)・ 第2回 原 子力 発電 の 国際展 開 に関

す る懇談会 開 催

11日(月)・ エネ ル ギー 環 境予 測検討 委 員会 準

備 会開 催

21日(木)・ 第1回 エ ネ ル ギー環 境 予測検 討委

員 会開 催

5月10日(火)・ 第3回 原子 力 発電 の 国際展 開 に関

す る懇 談会 開 催

16日(月)・ 第2回 エ ネ ル ギー 需給 に関 す る検

討 作業 会 開催

23日(月)・ 第13回 原子 炉安 全数 値解 析 高度化

委 員会 開催

24日(火)・ 第1回 新 水 素 エ ネル ギー 基礎 研 究

推進 委 員会 幹事 会 開催

6月2日(木)・ 第1回DSM技 術検 討委 員会

8日(水)・ 第2回 エ ネル ギー環 境予 測検 討委

員会 開催

13日(月)・ 環境 改善 テー マ打合 せ 開催

14日(火)・ 第2回 発電 用新 型 炉プ ル トニ ウム

等 利用 方策 開 発調査 委 員会 開催

14日(火)・ 第4回 原子 力 発電 の 国際展 開 に関

す る懇 談会 開催

29日(水)・ 第1回WE-NET全 体 シス テム

概 念設 計一安 全対 策 ・評価 技術 委

員会

◇ 人 事 異 動

04月1日 付

(採用)

福 田 健 三 副主 席研 究 員兼WE-NETセ
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ンター準備室プロジェクトマネ

ージャーに任命

清水加奈子 研究員を任命

業務部に配属(総 務部兼務)

工 藤 未 奈 研究員を任命

プロジェクト試験研究部に配属

木村真由美 研究員を任命

WE-NETセ ンター準備室に

配属

(昇任 ・異動)

吉 澤 均 専務理事を委嘱

(期間は平成8年3月31日 迄)

相 馬 昭 典 常務理事を委嘱

(期間は平成8年3月31日 迄)

柴 田 誠 一 研究顧問を委嘱

(期間は平成7年3月31日 迄)

両 角 良 彦 研究顧問を委嘱

(期間は平成7年3月31日 迄)

班 目春 樹 研究嘱託を任命

(期間は平成7年3月31日 迄)

山 口 魏 総務部長を任命

(期間は平成7年3月31日 迄)

石 崎 一 夫 エネルギー技術情報センター長

を任命

(期間は平成7年3月31日 迄)

村 野 徹 プロジェクト試験研究部専門役

を任命

(期間は平成7年3月31日 迄)

和 達 嘉 樹 プロジェクト試験研究部専門役

を任命

(期間は平成7年3月31日 迄)

プロジェクト試験研究部(兼)WE-NET

センター準備室 主管研究員 外川守人 プ

ロジェクト試験研究部配属を解除 ・WE-N

ETセ ンター準備室に配属

プロジェクト試験研究部部長補佐(兼)企 画

部部長補佐主任研究員 谷口武俊 企画部部

長補佐の兼務を解除

プロジェクト試験研究部 主任研究員 蛭沢

重信 企画部部長補佐を任命

プロジェクト試験研究部 主任研究員 土持

綱久WE-NETセ ンター準備室兼務を任

命

プロジェクト試験研究部(兼)企 画部(兼)

WE-NETセ ンター準備室 主任研究員

森信一郎 企画部 ・WE-NETセ ンター準

備室兼務を解除

企画部 ・プロジェクト試験研究部 研究員

金子裕子 企画部主任の兼務を任命

業務部 研究員 姫野睦子 業務部主任を任

命

総務部 坂口弘子 エネルギー技術情報セン

ター兼務を任命

04月15日 付

(採用)

西 川 裕 次 主管 研究 員 を任 命

WE-NETセ ンター準 備 室 に

配属

05月1日 付

(採用)

小 川紀 一 郎 エ ネル ギー技術 情報 セ ン ター専

門役 兼 プ ロジェ ク ト試験 研 究部

副主 席研 究員 を任命

05月15日 付

(退任)

プ ロ ジェ ク ト試験 研究部 主管研 究 員 赤 田

卓 己(出 向解 除)

(採用)

奈 良 谷孝 司 主管 研究 員 を任 命

プ ロジェ ク ト試験研 究部 に配属

05月16日 付

(異動)

プ ロ ジ ェ ク ト試 験 研 究 部 研 究 員 田村 至

WE-NETセ ンター 準備 室兼務 を任 命

06月29日 付

(退任)

プ ロ ジェ ク ト試験 研 究部 主任研 究 員 植 村

卓 司(出 向解 除)F

(採用)

菅 敏 昭 主任 研 究 員を任命

プ ロジェ ク ト試験研 究部 に配属

◇ 海外出張

(1)加 藤恭 義 副 主席研 究 員 は,原 子力 シ ミュ レー

タ高度化 及 び ミクロ機構 論 モデ ルに よ る次 世 代

シ ミュ レー シ ョン技術 動 向調 査 の ため,4月9
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日か ら4月28日 の 間,ア メ リカ合 衆 国へ 出張 し

た。

(2)森 信一 郎 主任研 究 員 は,中 小型 炉 に関す る調

査 の一 環 として,4月16日 か ら4月28日 の間,

ア メ リカ合 衆 国へ 出張 した。

(3)藤 倉 明主 管研 究員 は,FBR新 技術 フィー ジ

ビ リテ ィ調 査の一 環 と して,4月16日 か ら4月

28日 の 間,ア メ リカ合衆 国へ 出張 した。

(4)谷 口武 俊 主任研 究 員 は,IAEA会 議 出席 及

び欧州 原 子 力産業 の ア ジア地域 におけ るプ ラン

ト輸 出戦 略動 向調 査 の ため,4月30日 か ら5月

12日 の 間,イ ギ リス,オ ー ス トリア,ド イツへ

出張 した。

(5)山 本寛理 事 長 は,放 射 性廃棄 物 処分 国際委 員

会(ICND)設 立準 備 会議 出席 の ため,5月

16日 か ら5月25日 の 間,ス ウェー デ ン,オ ラン

ダへ主 張 した。 これ に村 野徹専 門役 が5月21日

まで 同行 す る と ともに,地 層処 分 クラ イテ リア

問題 の国 際的検 討 の動 向 を調査 した。

(6)高 橋 正典 主任 研 究員 は,ミ ン ス ク常温核 融 合

国際 シンポ ジウム 出席 の ため,5月20日 か ら5

月29日 の 間,ド イツ,ベ ル ルー シ共 和 国へ 出張

した。

(7)松 井一 秋副 主席研 究 員 と浅 見直 人副 主席研 究

員 は,欧 州 におけ る新水 素 エ ネル ギー研 究機 関

との研 究 協 力事 項 の協議 の ため,5月25日 か ら

6月3日 の間,フ ラ ンス,イ タ リアへ 出張 した。

(8)蛭 沢重 信主任 研 究員 は,高 レベ ル廃棄 物処 分

の評価 基 準 に関す る研 究(諸 外 国 にお け る社 会

受 容獲 得 方法 の調査 検討)の ため,6月14日 か

ら6月18日 の間,ス イスへ 出張 した。

(9)黒 沢厚 志主任 研 究員 は,国 際 エ ネル ギー ワー

クシ ョップ参加 の ため,6月20日 か ら6月24日

の間,ア メ リカ合衆 国へ 出張 した。

(10)加 藤 恭義 副主 席研 究 員は,流 体 解析 ミクロ機

構 論 国際 学会 出席 及び シ ミュ レー シ ョン手法 の

高度化 動 向の調 査 の ため,6月25日 か ら7月6

日の 間,ア メ リカ合 衆 国へ 出張 した。
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編集後記

当研究所では,本 年3月 末に任期満了に伴

う役員の改選人事があり常勤の常務理事が交

替された。

そのため本号は,新 しく就任 した相馬常務

理事の就任のご挨拶と退任 した柴田前常務理

事(現 在顧問)の 退任のご挨拶を掲載した。

柴田顧問には当研究所創立以来,多 大の著労

を重ねられ今 日の研究所に育てあげられた功

績は大きいものがあり,所 員一同心から感謝

申し上げる次第である。

所外からは山本哲也氏(資源エネルギー庁)

から 「平成6年 度電力施設計画の概要」につ

いてご紹介いただいた。この基本計画は,電

気事業者の今後10年間の電源開発等を進める

ための重要な計画となるものである。

所内からの調査研究報告は5編 である。

佃プロジェクト試験研究部部長(地 球環境

担当)に は環境調和型エネルギーコ ミュニ

ティ調査について,土 持主任研究員には分散

型電源の系統連系技術について,福 井元主任

研究員には高度負荷集中制御システムについ

て,大 門副主席研究員には製油所における

電 ・熱有効利用に関するモデル調査結果につ

いて,原 田主任研究員には「人へのやさしさ」

を目指した原子力の技術開発の方向性につい

て,そ れ ぞれ最 近話 題 にな って い るテーマ に

関す る研究 報告 を執 筆 して い ただい た。研 究

報 告 はい くら多 くて もよい と思 うの で,当 研

究所 の活動状 況 を知 って いた だ くため,今 後

は で きる限 り多 くの調査 研 究報告 を掲 載 した

い 。

座 談 会 は 「水 素 利 用 国 際 ク リー ン エ ネ ル

ギー シス テム技 術(WE-NET)プ ロジ ェ

ク トの成立 経緯 と今 後 の進 め方 につ いて」 の

テーマ で,事 業 に携 わ る関係 者 の方 々に よ る

もの であ る。 来世 紀 に な るで あろ うが,水 素

エネ ル ギー を利 用 した燃 料革 命 の速や か な達

成 を望 ん でや まな い。

本号 の エネ テ ク ドリー ム21は,総 合 エ ネ ル

ギー調 査会 需給部 会 中 間報告 で,ご み発電 が

新 エ ネル ギー の エー ス として再 評 価 され たの

に伴 い,ご み発 電 を21世 紀 の夢工 場 とす る こ

とに強 い期待 を込め て論 述 され てい る。

女 性研 究 員取 材チ ー ムに よ る訪 問記 は,東

京電力㈱ 富 津エ ネ ル ギー パー クの見学 記事 で

あ る。洗 練 され た文 章 表 現 の 中 か らエ ネ ル

ギーパ ー クの施 設 の実態 が 浮か ん で くるよ う

であ る。

取 材 チー ム の 今 後 一 層 の 活 躍 を期 待 し た

い。(石 崎一 夫記)
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